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高齢者のための新たな医療制度等についで (中 間とりまとめ)

<案 >
、  平成 22年 8月 20日

高齢者医療制度改革会議

I は じめに

○ 健康は人生における全ての活動の基本であるもそして、国民の健康、

更には生命を支える医療制度は社会の基盤であり、我が国は、国民皆

を受けることができる医療制度を実現し、世界最長の平均寿命や高い

保健医療水準を達成してきた。

○ 一方、高齢化の進行に伴らて高齢者の医療費が増加する中で、国民

皆保険を堅持し、将来にわたうて持続可能な医療制度とするため、高

齢者医療制度の改革を行うことが不可欠となり、順次、改革が進めら

れてきた。

○ まず、昭和 58年には、老人医療費の無料化によつて市町村国保の

運営が厳 しくなったこと等を踏まえ、老人保健制度が創設された。し

かしながら、老人保健制度は、各保険者からの拠出金と公費をもとに

市町村が運営する方式であり、特に現役世代の多くが加入する被用者

保険の負担が増加 したこと等から、改めて新たな制度の検討を進める

こととなつた

○ その後、約 10年にわたる検討を経て、老人保健制度に代わる制度

として、現行の高齢者医療制度が平成 18年度の法改正で創設 され、

平成 20年度から施行された。 しかしながら、検討の過程において高

齢者をはじめ国民の意見を十分に聞かなかつたこと等を背景 として、

施行前後か ら、年齢による差別的な扱い、後期高齢者 とい う名称、更

には保険料の年金からの天引きなどの問題が頻繁に報道され、多くの

国民から反発を招いたところである。

-1-



○ このような中、本改革会議は、後期高齢者医療制度廃止後の新たな

による会議として、昨年 H月 に設置された。

○ 検討に当たつては、厚生労働大臣より示された次の 6原則を踏ま

え、検討を進めてきた。

① 後期高齢者医療制度は廃止する

② マニフェス トで掲げている「地域保険としての一元的運用」の第

一段階として、高齢者のための新たな制度を構築する

③ 後期高齢者医療制度の年齢で区分するという問題を解消する制度

とする

④ 市町村国保などの負担増に十分配慮する

⑤ 高齢者の保険料が急に増加したり、不公平なものにならないよう

にする

⑥ 市町村国保の広域化につながる見直しを行 う

○ 検討の過程では、委員から新制度のあり方について4つの具体的な

案が提起され、この 4案を巡る議論を通して、制度の基本的枠組み、

国保の運営のあり方、費用負担、保健事業等といった各論′点について

議論を行つてきた。

○ また、この間t厚生労働省においては、高齢者をはじめ国民の意識

調査を実施するとともに、地方公聴会を開催するなど、後期高齢者医

療制度導入時の反省に立った取組も行われ、これらを通じて得られた

国民のご意見も踏まえて検討を行つてきた。

○ 以下は、これまでの 9回の議論を踏まえ、新たな制度の基本骨格に

ついて中間的にとりまとめたものである。なお、一部の委員からは、

現時点でとりまとめを行 うことは拙速であるとし、様々な点において

反対・懸念が示されたが、この中間とりまとめは、委員の意見の大勢

をとりまとめたものである。本改革会議においては、こうした意見に

も配慮しつつ、今後も更に議論を深め、高齢者をはじめ幅広く国民に、

より歓迎される制度づくりを目指していく。
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Ⅱ■ 現行制度の問題点

○ 現行の高齢者医療制度は、75歳以上の方は、独立した都道府県単

位の後期高齢者医療制度に加入し、その医療給付費を高齢者の保険料

(約 1割 )、 現役世代からの支援金 (約 4割 )、 公費 (約 5割)に より

支える仕組みとなつている。また、65歳から74歳までの方にういて

は、これらの方の偏在に伴い保険者間で医療費の負担に不均衡が生じ

ないよう、これを保険者間で財政調整する仕組みとなっている。

○ 現海4燿謀膵熱能饗劉隷記廃は■いつての老メ語築鈴曜裁峙議を0ハた

○ =尭■この後期高齢者医療制度の最大の問題点は、家族関係や医療

保険の連続性等を考慮することなく、75歳に到達した時点で途端に、

これまでの制度から区分された独立型の制度に加入させることにあ

り、これが多くの国民から差別的な制度と受け止められた6また、高

齢者の方 ,々の心情に全く配慮することなく、
‐「後期高齢者」という名

称が用いられた。さらに、高齢者の医療費の増加に比例して高齢者の

保険料が増加するため、将来に不安を抱かせるものともなっている:

○ このほか、運営主体についてもす市町村が共同で設立するした広域

連合 としたことや、高齢者の医療費に係る現役世代からの支援金・納

付金のあり方に対しても、様々な問題点が指摘されている。

○ 一方、後期高齢者医療制度は、かつての老人保健制度が抱えていた

問題点を改善し、高齢者の医療費に関する負担の明確化が図られたこ

とや、都道府県単位の運営 とすることによ
′
り財政運営の安定化 と保険

料負担の公平化が図られたことは、一定の利点があつたと評価できる。

○ また、同じ地域保険である             国保につい

ては、市町村が運営主体であるため、小規模な市町村の国保は下保険

財政が不安定になりやすく、運営の広域化を図ることが長年の課題 と

なっている。
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工 新たな制度の基本骨

o 今後、高齢者の医療費の増加に伴い、高齢者の負担も現役世代の負

担も増加せざるを得ない中で、後期高齢者医療制度の問題′点を改める

とともに、利′点は残し、高齢者の方も若い方も、より安心・納得・信

頼できる持続的な新たな制度を構築するもまた、後期高齢者医療制度

民皆保険の最後の砦である国保の安定的かつ持続的な運営を確保す

る。_

1.制度の基本的枠組み

o 現在、地域保険としては、広域連合を保険者とする「後期高齢者医

療」と、市町村を保険者とする「国保」が並立しているが、後期高齢

者医療制度を廃止し、地域保険は国保に下本化する。    |

〇 カ日入する制度を年齢で区分することなく、何歳になつても、サラリ

ーマンである高齢者の方や被扶養者は被用者保険に(これら以外の地

域で生活している方は国保に、それぞれ現役世代と同じ制度に加入す

るものとする6

0 高齢者も現役世代と同じ制度に加入することにより、年齢によつて

保険証が変わるようなことはなくなり、保険料・高額療養費等の面で

もメリットが生じることとなる。

○ 具体的には、

① 現在はすべての高齢者に保険料の納付義務が課せられているが、

市町村国保では世帯主が納付義務を負 うこととなるため、世帯主以

外の高齢者の方は保険料の納付義務がなくなる

② 現行の独立した制度では、保険料の軽減判定が国保の加入者とは

別に行われ、保険料負担が増加した方は、世帯全体で軽減判定が行

われることにより、負担の増加が解消される

.③ 高額療養費の自己負担限度額の適用は制度ごとに行われているた

め、同一世帯内の高齢者と現役世代が同じ制度に加入することによ

り自己負担が軽減される

等のメリットが生じる。
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○

○

また、働いている高齢者の方は、若いサラリーマンと同様に、被用

者保険に加入することにより、傷病手当金等を受けることができるよ

うになるとともに、保険料については事業主と原則折半で負担するこ

ととなり、被扶養者の保険料負担はなくなる

る 。

新制度への移行に際して、後期高齢者医療制度から市町村国保に移

行する方は特段の手続は不要であるが、被用者保険に移行する方は一

定の手続が必要になることから、混乱を招かないようにするための丁

寧な周知等の対応が必要である。

○ なお、国保組合については、被用者保険と同様、高齢者であっても

加入要件を満たす組合員及び組合員の世帯に属する方は当該組合に

加入するものとする。また、特定健保 (厚生労働大臣の認可を受けて、

一定の要件を満たす退職者及びその被扶養者に対する保険給付、保険

料の徴収等を行 う健保組合をいう。)については、加入する高齢者の

保険給付に係る費用負担を含め、そのあり方を引き続き検討する。

2.国保の運営のあり方

(1)財政運営単位

○ 現在、75歳以上の方々が加入 している後期高齢者医療制度は、都

道府県単位による財政運営が行われている。

○ 新たな仕組みの下では、多くの高齢者が国保に加入することとなる

が、単純に市町村国保に戻ることとなれば、

増加tす品齢者間の保険料格差がも復活 し、多くの高齢者の保険料墾

増加する (国保から後期高齢者医療制度への移行により、約子割の性

帯で保険料は減沙もす格差は 5倍から 2倍に縮小 し、全国的には多く

の世帯で保険料 も減少 したが、この逆のことが起きる)。 また、市町

村国保の財政基盤を考えれば、再び市町村国保が高齢者医療の財政運

営を担 うことは不適当である。

○  したがつて、市町村国保の中の、少なくとも 75歳以上の高齢者医

療については、都道府県単位の財政運営とすることが不可欠 となる8
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○ この場合の都道府県単位の財政運営とする高齢者医療の対象年齢

は、75歳以上とする場合と、退職年齢・年金受給開始年齢・一般的

な高齢者の概念等を考慮して 65歳以上とする場合が考えられるが、

個力の高齢者の保険料に与える影響や個々の保険者に与える財政影

響を含め、引き続き検討する6

0 なお、見直し後における市町村国保の加入者は、65歳未満 2500万

人、65歳以上 75歳未満 H00万人、75歳以上 1200万人であり、高齢

者医療の対象年齢を65歳以上どすれば加入者のほぼ半分、75歳以上

とすれば加入者の約 4分の 1が都道府県単位による財政運営の対象と

なる。し`ずれにせよ、65歳又は 75歳 という年齢区分は、国保の財政

運営の安定化を図り、日齢者の負担の増加等を生じさせないようにす
るための財政運営上の区分にとどまるものである。

○ また、制度発足当初とは異なり高齢者や低所得者の加入率が高いな

どの構造的問題を抱えることとなつた市町村国保については、保険財

政の安定化、保険料負担の公平化等の観点から

広域化を図ることが不可欠

である。み‐今回先般の法改正で導入した都道府県が策定する「広域

化等支援方針」に基づき、保険料算定方式の統一や保険財政共同安定

化事業の拡大など、都道府県単位の財政運営に向けた環境整備を進め

た上で、全年齢を対象に都道府県単位化を図る。

0 その移行手順については、平成 25年度以降のある時期までと期限

を定めて全国一律に都道府県単位化すべきという意見と、合意された

都道府県から順次、都道府県単位化すべきという意見があり、引き続

き検討する。

○ 当面、国保の中に都道府県単位と市町村単位の財政運営が併存する

していくことが必要である。

運営の仕組み

市町村国保を都道府県単位の財政運営とする場合においても、すベ
２

０
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○

○

○

ての事務が「都道府県単位の運営主体」で行われるものではない。被

保険者の利便性や保険者機能の発揮といった視点から、窓ロサービス

や保険料の徴収、健康づくりなどの保健事業は、市町村が行うことが

必要である。

また、現行の後期高齢者医療制度の利点のすつとして、保険料の

算定方式が統一され、都道府県単位で保険料負担の公平が図られた

点がある一方で、問題点の一つとして、市町村が徴収できた額を広

域連合に納めるだけの仕組みとなっている点がある。

このため、収納率の向上が大きな課題となつている市町村国保の

現役世代も含めた広域化の実現も視野に入れ、都道府県単位の保険

料とい う考え方は維持 しつつ、保険料の収納対策に市町村が積極的

に取 り組むことを促す仕組みに改めることが必要である。

具体的には次のような仕組み とすることが考えられる適当であ

:Z3「。

・ 「都道府県単位の運営主体」は、高齢者の給付に要する費用から、

均等割 と所得割の 2方式で標準 (基準)保険料率を定め算出t、

それを基に、市町村ごとに「都道府県単位の運営主体」に納付す

べき額を定める算定する。

。これを受け、市町村は、当該市町村の収納状況等を勘案し、当該

市町村における高齢者の保険料率を定める。

・ 市町村は、現役世代の被保険者の保険料率を従来どおりの方法で

定める。

・ 市町村は、高齢者の保険料と同一世帯の他の現役世代の被保険者

の保険料を合算し、世帯主に賦課 し、世帯主から徴収する。

o このような仕組みとすることにより、市町村は収納率を高めるほ

ど当該市町村の被保険者の保険料を安く設定することができ、一般

会計からの多額の繰入れを行つている市町村における保険料の急激

な増加を回避することもできる。

○ 以上を踏まえ、市町村国保については、

まずは、①「都道府県単位の運営主体」は、

新たな制度においては、

都道府県単位の標準 (基
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準)保険料率の算定出・会計の処理等の事務を行い、②市町村は、

保険料の賦課・徴収、資格管理、保健事業等の事務:を行 うといった

形で、分担と責任を明確にしつつ、国保を地域の総合力により共同

運営する仕組みとすることが考えられるが、全年齢を対象とした都

道府県単位化の実現までの段階を考慮しつつ、より具体的な設計に

ついて引き続き検討する。

○ 国においては、こうした国保の運営が健全かつ円滑に図られるよ

う、引き続き、財政上の責任を十分に果たしていく とともに、国保間

や国保 と被用者保険間の調整など各般にわたる支援を行 う。

(3)運営主体

○ 現行め後期高齢者医療広域連合については、①都道府県や市町村と

比べ、住民から十分に認知されていない、②広域連合長は住民から

直接選ばれていないので、責任が明確でない、③市町村に対する調

整機能が十分に働いていない、④市町村からの派遣職員を中心に運

営してお り、組織としてのノウ六ゥの承継が困難である、といつた

問題点が指摘されている。

○ このような中、「都道府県単位の運営主体」を具体的にどこにすベ

きかについては、都道府県が担 うべきとする意見が多数であったが、

慎重な意見もあり、今回の中間とりまとめにより明らかになる新制度

の全体像を踏まえ、また、将来的な財政試算等を明らかにしつつ、引

き続き検討する。

(4)財政 リスクの軽減

○ 保険料の収納不足や給付の増加 といつた財政 リスクを軽減するた

め、公費 と保険料を財源 とする財政安定化基金を設置 し、安定的な運

営を図ることができる仕組み とする。

○ 財政安定化基金の規模、負担割合、活用方法等、より具体的な制度

設計については、三|き 続き検討する。
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3.費用負担

(1)支え合いの仕組みの必要性 ^

○ 新たな仕組みの下では、高齢者も、国保や被用者保険にそれぞれ加

入することとなるが、65歳以上の方については、一人当たり医療費

が高く、国保・被用者保険の制度間で加入者数に大きな偏在が生じる

ことから、引き続き、高齢者の医療費を国民全体で公平に分担する仕

組みを設けることが不可欠である。

○ 高齢者が偏在 して加入することに対する保険者間の調整の仕組み

としては、

① 現行の後期高齢者医療制度のように、高齢者の保険料と公費を高齢

者の医療給付費に充て、これら以外の分を各保険者が現役世代の加

入者数等に応 じて支援する方法

② 老人保健制度や現行の前期高齢者に係る財政調整のように、充当さ

れる公費以外の分を各保険者がその加入者数等に応 じて費用負担

´ を行 う方法 (高齢者の保険料は、加入する各保険者にそれぞれ納め

られる)

③ 両者を組み合わせる方法

があるが、どのような仕組みが適切か、財政試算を明らかにしつつ、

引き続き検討する。  ;

○ また、新たな制度への移行に伴い、高齢者の保険料負担・患者負担

に加えや、各保険者の財政状況が厳しいものとなつている中で、市町

村国保・協会けんぽ・健保組合・共済組合等の各保険者の負担が大幅

に増加することのないようにするとともに、将来にわたり負担可能な

範囲にとどめる。

(2)公費

○ 現行の高齢者医療制度は、75歳以上の方の医療給付費に約 5割の

公費 (平成 22年度予算ベース ;5.5兆 円)を投入するとともに、市

町村国保・協会けんぽ等が負担する後期高齢者支援金及び前期高齢者

納付金等に一定割合の公費 (同 ;2.0兆円)を投入 している。

○ 上記 5.5兆 円の公費は、国・都道府県・市町村が4:1:1の割合で

負担 しており、国が 3.7兆円、都道府県が 0.9兆 円、市町村が 0。 9兆

円となっている。また、上記 2.0兆円の公費は、国が 1.8兆円、都道
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府県が 0.2兆 円を負担している。このほか、財政安定化基金や保険基

o 新たな制度においても、引き続き、国と地方がそれぞれの役割に応

じて、財政上の責任を十分に果たしていくことが重要であり、公費に

っいては、高齢者や現役世代の保険料負担の増加を抑制するために、

効果的な投入を図りつつ、充実させていくことが必要である。こうし

た観′点に立って与、今後の高齢化の進行等に応じた公費の投入のあり

方について引き続き検討するも

(3)高齢者の保険料

○ 国保に加入する 75歳以上の方の保険料については、同じ都道府県

で同じ所得であれば、原則として同じ保険料とし、その水準について

は、現行の後期高齢者医療制度より増加することのないよう、引き続

き、負担能力を考慮した応分の負担として医療給付費の1割相当を保

険料で賄 うこととする。

○ また、都道府県単位の財政運営とする対象年齢を 65歳以上とした

場合、65歳から 74歳までの方にも 75歳以上の方と同じ保険料率の

水準を適用すべきか、現行の保険料水準を維持すべきか、引き続き検

討する。

○ 前者の場合には、65歳から74歳までの方の保険料は、総額として

は減少するが、個々の保険料は変化することから、あらかじめ、高齢

者の保険料の変化に関する調査を行 うことが必要となる:また、急激

な負担増が生じないよう、緩和措置を講じることが必要となる。

o さらに、現行制度では、現役世代の人口の減少による現役世代の

保険料の増加分を高齢者 と現役世代で折半し、高齢者の保険料の負

担割合 (後期高齢者負担率)を段階的に引き上げる仕組みになって

いる。が▼こ うした現役世代の負担の増加を緩和する仕組みは引き

続き必要であるが、現行制度では、高齢者と現役世代の保険料規模

の違いを考慮していないは夫是く可熙名ミる ため、基本的に高齢者の保

険料の伸びが現役世代の保険料の伸びを上回る構造となつている。
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○

このため、高齢者人口の増加 と現役世代人口の減少に伴 う現役世代

の保険料め増加分を、高齢者と現役世代とで公平適切に分担する仕

組みを設ける。

これにより、高齢者と現役世代の 1人当たり医療費の伸びが同じ

であれば、高齢者と現役世代の保険料の伸びはほぼ均衡することと

なるが、1人当たり医療費の伸びに差があった場合に、高齢者の保険

料の伸びが現役世代の保険料の伸びよりも大きく乖離することとな

らないよう、財政安定化基金を活用 して高齢者の保険料の伸びを抑

制できる仕組みを設けることとし、その具体的なあり方については

引き続き検討する。

高齢者の保険料については、同一世帯の他の現役世代の保険料 と

合算し、世帯主が納付することを基本とする。

この場合これにより、世帯主以外の高齢者は保険料の納付義務が

無くなり、こうした高齢者においては年金からの天引きは必要ない

ものとなるが、高齢者世帯の世帯主で希望すされる方は、引き続き、

年金からの天引きも実施できるようにするなど、収納率低下の防止

等の観点からの措置を講 じる。

保険料の上限については、現在、後期高齢者医療制度は 50万 円 (個

人単位)、 国保 63万円 (世帯単位 )・となっているが、国保の世帯単

位の上限に一本化した上で、被用者保険の上限額 (93万円 :協会け

んぽの本人負担分)も勘案 しつつ、段階的に引き上げる。

現在、75歳以上の方に適用されている低所得者の保険料軽減の特

例措置 (均等割の 9割・8.5割軽減、所得割の 5割軽減)については、

後期高齢者医療制度施行時の追加的な措置として導入されたもので

あることや、介護保険との整合性を踏まえつう、新たな制度の下で

合理的な仕組みに改めることとし、その具体的なあり方については

引き続き検討する。

一方、被用者保険に加入する高齢者の保険料は、職域内の連帯・

公平の観点から、各被用者保険者の算定方法・徴収方法を適用する:

○

○

○

○

○
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(4)現役世代の保険料による支援

○ 高齢者の医療給付費については、公費と高齢者の保険料に加え、国

民全体で支えるという社会連帯の考え方に基づき、税と保険料の役割

分担や景気・雇用等べの影響にも配慮しつつ、二定割合を国保 0被用

者保険の現役世代の保険料で支えることが必要である。

○ その際、国保と被用者保険者間は加入者数による按分となるが、被

用者保険者間では、財政力の弱い保険者の負担が過重なものとならな

ぃょう、負担能力に応じた公平で納得のいく支え合いの仕組みにすべ

きであり、その具体的な按分方法については、引き続き検討する。

(5)高齢者の患者負担

○ 高齢者の医療費の増加に伴い、公費、高齢者の保険料、現役世代の

保険料はいずれも増加せざるを得ないが、高齢者の患者負担について

は、負担能力に応じた適切な負担にとどめることを基本とする。

○ 特に、7Q歳から74歳までの方の患者負担については、現在、2割

負担と法定されている中で、予算措置により1害1負担に凍結している

が、個々の患者の負担の増加と各保険者の負担の増加の両面に配慮し

らっ、そのあり方について引き続き検討する。

○ 高額療養費については、所得再分配機能を強化する観点から、所得

の高い方の限度額は引き上げ、所得の低い方の限度額は引き下げる方

向で見直すべきであり、現役世代を含む高額療養費全体の見直しの中

で引き続き検討する。

4.医療サービス

○ 今般の診療報酬改定によつて、平成 22年度より、75歳 という年齢

に着目した診療報酬体系は廃止された。

○ 今後の高齢者に対する医療サービス等の具体的なあり方について

は、平成 24年度の診療報酬|・ 介護報酬|の 同時改定に向けて、別途の

場において議論が進められるが、以下の基本的な視点に立って取 り

組むことが必要である。

・ それぞれの地域において、入院に頼 りすぎることなく在宅を強い
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られることもなく(リ バビリも含めた必要な医療 0介護が切れ日

なく受けられる体制を構築する:

かかりつけ医等の普及を図ることや、必要な医療費は拡充しつつ

効率化できる部分は効率化すること等を通じて、真に高齢者の立

場に立った医療提供体制を構築する。

様々な高齢者のニーズに応じた多様なケアの提供体制の充実や医

療・福祉の人材育成をはじめとする長期的・総合的な構想を策定

し、モニタリングを行いながら実行する。

5.保健事業等

0 75歳 以上の方の健康診査の実施について、現行制度前は市町村に

実施義務が課せられていたが、広域連合の努力義務となった中で受診

率が低下した。

○ 新たな仕組みの下では、75歳以上の方も、国保や被用者保険にそ

れぞれ加入することとなり、健康診査等についても、国保・被用者保

険の下で各保険者の義務として行 うこととする。

特定健診 0特定保健指導については、生活習1貫病を予防し、高齢期

等の医療費の効率化できる部分を効率化する取組であり、保険者機能

の強化の点からも、引き続き、取組を進めていくが、今後の具体的な

あり方については、高齢者への対応を含め、別途、技術的な検討を進

めることが必要である。

一方、現在、特定健診・特定保健指導の達成状況による後期高齢者

支援金の加算・減算の仕組みが設けられているが、新たな制度の下で

も、特定健診等をより円滑に推進するための方策を講じる。

また、国保における都道府県単位の財政運営の導入に際し、都道府

県の健康増進計画 。医療計画・介護保険事業支援計画などとも整合性

の取れた、都道府県単位での健康増進や医療費の効率化に向けた取組

を一層推進するための体制や具体的仕組みについて検討を進める。

併せて、後発医薬品の使用促進、レセプ ト点検、医療費通知、重複 。

頻回受診者への訪問指導、適正受診の普及 ,啓発など、各保険者にお

○

○

○

○
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ける医療費効率化の取組の更なる充実を図る。

丑 今後の検討等の進め

o 上記のうち、引き続き検討することとした事項については、更に議

論を深め、年末までに結論を得る。

○ 今後、医療費等の将来推計などを行いつつ、地方自治体t保険者等

の関係者や高齢者をはじ始め広く国民の御意見を聞きながら、細部を

含めた検討を更に進め、年末までに、新たな制度の具体的な内容をと

りまとめる。

○ 本改革会議のとりまとめを踏まえ、平成 25年 4月 を目途に新たな

制度が施行される予定であるが、円滑に制度を運営するためには、保

険者等のシステムを万全なものにすることが重要であり、後期高幹者

医療制度導入時の反省に立ち、現時点から、地方自治体等の意見を十

分に聞きながら、着実にシステム改修を進めることが必要であるべ尋其

O

○ また、国民に対する丁寧で分か りやすい広報の実施に、国、地方 自

治体、保険者等が役割分担を図りながら、様々な広報媒体を活用して

計画的に取り組むことが必要である。
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高齢者のための新たな医療制度等について (中間とりまとめ)

<案 >
平成 22年 8月 20日

高齢者医療制度改革会議

I  は じめに

健康は人生における全ての活動の基本である。そして、国民の健康、

更には生命を支える医療制度は社会の基盤であり、我が国は、国民皆

保険の下、すべての国民がいつでも、どこでも、誰でも、適切な医療

を受けることができる医療制度を実現 し、世界最長の平均寿命や高い

保健医療水準を達成 してきた。

一方、高齢化の進行に伴って高齢者の医療費が増加する中で、国民

皆保険を堅持し、将来にわたちて持続可能な医療制度とするため、高

齢者医療制度の改革を行 うことが不可欠となり、順次、改革が進めら

れてきた。

まず、昭和 58年には、老人医療費の無料化によつて市町村国保の

運営が厳 しくなったこと等を踏まえ、老人保健制度が創設された。し

かしながら、老人保健制度は、各保険者からの拠出金と公費をもとに

市町村が運営する方式であり、特に現役世代の多くが加入する被用者

保険の負担が増加 したこと等から、改めて新たな制度の検討を進める

こととなった。

その後、約 10年 にわたる検討を経て、老人保健制度に代わる制度

として、現行の高齢者医療制度が平成 18年度の法改正で創設 され、

平成 20年度から施行された。しかしながら、検討の過程において高

齢者をはじめ国民の意見を十分に聞かなかつたこと等を背景として、

施行前後から、年齢による差別的な扱い、後期高齢者という名称、更

には保険料の年金からの天引きなどの問題が頻繁に報道され、多くの

国民から反発を招いたところである。

○

○

○

○
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○ このような中、本改革会議は、後期高齢者医療制度廃止後の新たな

制度の具体的なあり方について検討を行うため、厚生労働大臣の主宰
; による会議として、昨年 11月 に設置された。

○ 検討に当たつては、厚生労働大臣より示された次の 6原則を踏ま

え、検討を進めてきた。

① 後期高齢者医療制度は廃止する

② マニフェストで掲げている「地域保険としての一元的運用」の第

一段階として、高齢者のための新たな制度を構築する

③ 後期高齢者医療制度の年齢で区分するという問題を解消する制度

とする

④ 市町村国保などの負担増に十分配慮する

⑤ 高齢者の保険料が急に増加したり、不公平なものにならないよう

にする

⑥ 市町村国保の広域化につながる見直しを行 う

検討の過程では、委員から新制度のあり方について 4つの具体的な

案が提起されてこの 4案を巡る議論を通して、制度の基本的枠組み、

国保の運営のあり方、費用負担、保健事業等といった各論点について

議論を行ってきた。

また、この間、厚生労働省においては、高齢者をはじめ国民の意識

調査を実施するとともに、地方公聴会を開催するなど、後期高齢者医

療制度導入時の反省に立らた取組も行われ、これらを通じて得られた

国民のご意見も踏まえて検討を行ってきた。

以下は、これまでの 9回の議論を踏まえ、新たな制度の基本骨格に

ついて中間的にとりまとめたものである。なお、一部の委員からは、

現時点でとりまとめを行
1う ことは拙速であるとし、様々な点において

反対・懸念が示されたが、この中間とりまとめはt委員の意見の大勢

をとりまとめたものである。本改革会議においては、こうした意見に

も配慮しつつ、今後も更に議論を深め、高齢者をはじめ幅広く国民に、

より歓迎される制度づくりを目指していく。

○

○

○
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Ⅱ 現行制度の問題点等

現行の高齢者医療制度は、75歳以上の方は、独立した都道府県単

位の後期高齢者医療制度に加入し、その医療給付費を高齢者の保険料

(約 1割 )、 現役世代からの支援金 (約 4割)(公費 (約 5割)に より

支える仕組みとなっている。また、65歳から74歳までの方について

は、これらの方の偏在に伴い保険者間で医療費の負担に不均衡が生じ

ないよう、これを保険者間で財政調整する仕組みとなつている。

この後期高齢者医療制度の最大の問題点は、家族関係や医療保険の

連続性等を考慮することなく、75歳に到達した時点で、これまでの

制度から区分された独立型の制度に加入させることにあり、これが多

くの国民から差別的な制度と受け止められた。また、高齢者の方々の

心情に全く配慮することなく、「後期高齢者」とい う名称が用いられ

た。さらに、高齢者の医療費の増加に比例して高齢者の保険料が増加

するため、将来に不安を抱かせるものともなっている。

このほか、運営主体について市町村が共同で設立する広域連合とし

たことや、高齢者の医療費に係る現役世代からの支援金・糸内付金のあ

り方に対しても、様々な問題点が指摘されているし

一方、後期高齢者医療制度は、かうての老人保健制度が抱えていた

問題点を改善し、高齢者の医療費に関する負担の明確化が図られたこ

とや、都道府県単位の運営とすることにより財政運営の安定化と保険

料負担の公平化が図られたことは、一定の利点があつたと評価できる。

また、同じ地域保険である国保については、市町村が運営主体であ

るため、小規模な市町村の国保は保険財政が不安定になりやすく、運

営の広域化を図ることが長年の課題 となつている。

○

○

○

○

○
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Ⅲ 新たな制度の基本骨格

○ 今後、高齢者の医療費の増加に伴い、高齢者の負担も現役世代の負

担も増加せざるを得ない中で、後期高齢者医療制度のF.l題点を改める

とともに、利点は残し、高齢者の方も若い方も、より安心 0納得・信

頼できる持続的な新たな制度を構築する:また、後期高齢者医療制度

の廃止を契機として、長年の課題であつた国保の広域化を実現し、国

民皆保険の最後の砦である国保の安定的かつ持続的な運営を確保す

る。

.制度の基本的枠組み

○ 現在、地域保険としてはt広域連合を保険者 とする「後期高齢者医

療」と、市町村を保険者とする「国保」が並立しているが、後期高齢

者医療制度を廃止し、地域保険は国保に丁本化する。

○ 加入する制度を年齢で区分することなく、何歳になっても、サラリ

ーマンである高齢者の方や被扶養者は被用者保険に、これ ら以外の地

域で生活している方は国保に、それぞれ現役世代と同じ制度に加入す

るものとする。

○ 高齢者も現役世代と同じ制度に加入することにより、年齢によつて

保険証が変わるようなことはなくなり、保険料・高額療養費等の面で

もメリットが生じることとなる。

○ 具体的には、

① 現在はすべての高齢者に保険料の納付義務が課せられているが、

市町村国保では世帯主が納付義務を負 うこととなるため、世帯主以

外の高齢者の方は保険料の納付義務がなくなる

② 現行の独立した制度では、保険料の軽減判定が国保の加入者とは

別に行われ、保険料負担が増加した方は、世帯全体で軽減判定が行

われることにより、負担の増加が解消される

③ 高額療養費の自己負担限度額の適用は制度ごとに行われているた

め、同一世帯内の高齢者と現役世代が同じ制度に加入することによ

り自己負担が軽減される

等のメリットが生じる。
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○

○

また、働いている高齢者の方は、若いサラリーマンと同様に(被用

者保険に力日本することにより、傷病手当金等を受けることができるよ

うになるとともに、保険料については事業主と原則折半で負担するこ

ととなり、被扶養者の保険料負担はなくなる。

新制度への移行に際して、後期高齢者医療制度から市町村国保に移

行する方は特段の手続は不要であるが、被用者保険に移行する方は一

定の手続が必要になることから、混乱を招かないようにするための丁

寧な周知等の対応が必要である。

〇 なお、国保組合については、被用者保険と同様、高齢者であっても

=加入要件を満たす組合員及び組合員の世帯に属する方は当該組合に

加入するものとする。また、特定健保 (厚生労働大臣の認可を受けて、

一定の要件を満たす退職者及びその被扶養者に対する保険給付(保険

料の徴収等を行 う健保組合をいう。)については,加入する高齢者の

保険給付に係る費用負担を含め、そのあり方を引き続き検討する。

2.国保の運営のあり方

(1)財政運営単位

〇 現在、75歳以上の方々が加入 している後期高齢者医療制度は、都

道府県単位による財政運営が行われている。

○ 新たな仕組みの下では、多くの高齢者が国保に加入することとなる

が、単純に市町村国保に戻ることとなれば、高齢者間の保険料格差が

復活し、多くの高齢者の保険料が増加する (国保から後期高齢者医療

制度への移行により、格差は 5倍から2倍に縮小し、全国的には多く

の世帯で保険料も減少 したが、この逆のことが起きる)。 また、市町

村国保の財政基盤を考えれば、再び市町村国保が高齢者医療の財政運

営を担 うことは不適当である。

○  したがつて、市町村国保の中の、少なくとも 75歳以上の高齢者医

療については、都道府県単位の財政運営とすることが不可欠 となる。

○  この場合の都道府県単位の財政運営 とする高齢者医療の対象年齢

は、75歳以上とする場合 と、退職年齢・年金受給開始年齢・一般的

な高齢者の概念等を考慮 して 65歳以上とする場合が考えられるが、
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○

個 の々高齢者の保険料に与えぅ影響や個 の々保険者に与える財政影
響を含め、引き続き検討する。

なお、見直し後における市町村国保の加入者は、65歳未満 2500万

人、65歳以上 75歳未満 1loO万人、75歳以上 1200万人であり、高齢

者医療の対象年齢を 65歳以上とすれば加入者のほぼ半分、75歳以上

とすれば力日入者の約 4分の1が都導府県単位による財政運営の対象と

なる。いずれにせよ、65歳スは 75歳 という年齢区分は、国保の財政

運営の安定化を図り、高齢者の負担め増加等を生じさせないようにす

るための財政運営上の区分にとどまるものである。

また、制度発足当初とは異なり高齢者や低所得者の加入率が高いな

どの構造的問題を抱えることとなつた市町村国保にっいては、保険財

政の安定化、保険料負担の公平化等の観点から広域化を図ることが不

可欠である。先般の法改正で導入した都道府県が策定する「広域化等

支援方針」に基づき、保険料算定方式の統一や保険財政共同安定化事

業の拡大など、都道府県単位の財政運営に向けた環境整備を進めた上

で、全年齢を対象に都道府県単位化を図る。

その移行手順については、平成 25年度以降のある時期までと期限

を定めて全国一律に都道府県単位化すべきとい う意見と、合意された

都道府県から順次、都道府県単位化すべきという意見があり、引き続

き検討する。

○ 当面、国保の中に都道府県単位 と市町村単位の財政運営が併存する

ことは、現役世代の都道府県単位の財政運営に向けた環境整備に一定

の期間を要することからやむを得ないことではあるが、早期に全年齢

を対象 とした都道府県単位化を図 り、簡素で分かりやすい制度体系と

していくことが必要である。

(2)運営の仕組み

o 市町村国保を都道府県単位の財政運営とする場合においても、すべ

ての事務が「都道府県単位の運営主体」で行われるものではない。被

保険者の利便性や保険者機能の発揮 といつた視点から、窓ロサービス

や保険料め徴収、健康づくりなどの保健事業は、市町村が行 うことが

Z、要である。

○

○

-6-



○

○

○

○

また、現行の後期高齢者医療制度の利点の一つとして、保険料の

算定方式が統一され、都道府県単位で保険料負担の公平が図られた

点がある一方で、問題点の一つとして、市町村が徴収できた額を広

域連合に納めるだけの仕組みとなっている点がある。

このため、収納率の向上が大きな課題となつている市町村国保の

現役世代も含めた広域化の実現も視野に入れ、都道府県単位の保険

料という考え方は維持 しつつ、保険料の収納対策に市町村が積極的

に取 り組むことを促す仕組みに改めることが必要である。

○ 具体的には次のような仕組み とすることが考えられる。

・ 「都道府県単位の運営主体」は、高齢者の給付に要する費用から、

均等割 と所得割の 2方式で標準 (基準)保険料率を定め、それを

基に、市町村ごとに 「都道府県単位の運営主体」に納付すべき額

を定める。

・ これを受け、市町村は、当該市町村の収納状況等を勘案 し、当該

市町村における高齢者の保険料率を定める。

・ 市町村は、現役世代の被保険者の保険料率を従来どお りの方法で

定める。

・ 市町村は、高齢者の保険料 と同一世帯の他の現役世代の被保険者

の保険料を合算 し、世帯主に賦課 し、世帯主から徴収する。

このような仕組みとすることにより、市町村は収納率を高めるほ

ど当該市町村の被保険者の保険料を安 く設定することができ、一般

会計からの多額の繰入れを行つている市町村における保険料の急激

な増加を回避することもできる。

以上を踏まえ、市町村国保については、新たな制度においては、

まずは、①「都道府県単位の運営主体」は、都道府県単位の標準 (基

準)保険料率の算定 。会計の処理等の事務を行い、②市町村は、保

険料の賦課・徴収、資格管理、保健事業等の事務を行 うといつた形

で、分担と責任を明確にしつつ、国保を地域の総合力により共同運

営する仕組みとすることが考えられるが、全年齢を対象とした都道

府県単位化の実現までの段階を考慮しつつ、より具体的な設計につ

いて引き続き検討する。
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〇 国においては、こうした国保の運営が健全かつ円滑に図られるよ

う、引き続き、財政上の責任を十分に果たしていくとともに、国保間

や国保と被用者保険間の調整など各般にわたる支援を行 う。

(3)運営主体

〇 現行の後期高齢者医療広域導合については、①都道府県や市町村と

比べ、住民から十分に認知されていない、②広域連合長は住民から

直接選ばれていないので、責任が明確でない、③市町村に対する調

整機能が十分に働いていない、④市吋村からの派遣職員を中心に運

営しており、組織としてのノウハウの承継が困難である、といつた
´
問題点が指摘されている。

〇 このような中、「都道府県単位の運営主体」を具体的にどこにすが

きかについては、都道府県が担うべきとする意見が多数であったが、

慎重な意見もあり、今回の中間とりまとめにより明らかになる新制度

の全体像を踏まえ、また、将来的な財政試算等を明らかにしつつ、引

き続き検討する。

(4)財政 リスクの軽減

○ 保険料の収納不足や給付の増加といつた財政 リスクを軽減するた

め、公費と保険料を財源とする財政安定化基金を設置し、安定的な運

営を図ることができる仕組みとする。

○ 財政安定化基金の規模、負担割合、活用方法等、より具体的な制度

設計については、引き続き検討する。

3.費用負担

(1)支え合いの仕組みの必要性

○ 新たな仕組みの下では、高齢者も、国保や被用者保険にそれぞれ加

入することとなるが、65歳以上の方については、一人当たり医療費

が高く、国保 :被用者保険の制度間で加入者数に大きな偏在が生じる

ことから、引き続き、高齢者の医療費を国民全体で公平に分担する仕

組みを設けることが不可欠である。
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○ 高齢者が偏在 して加入することに対する保険者間の調整の仕組み

としては、

① 現行の後期高齢者医療制度のように、高齢者の保険料と公費を高齢

者の医療給付費に充て、これら以外の分を各保険者が現役世代の加

入者数等に応じて支援する方法

② 老人保健制度や現行の前期高齢者に係る財政調整のように、充当さ

れる公費以外の分を各保険者がその加入者数等に応じて費用負担

を行う方法 (高齢者の保険料は、加入する各保険者にそれぞれ納め

られる)

③ 両者を組み合わせる方法

があるが、どのような仕組みが適切か、財政試算を明らかにしつつ、

引き続き検討する。

○ また、新たな制度への移行に伴い、高齢者の保険料負担・患者負担

に加え、各保険者の財政状況が厳しいものとなっている中で、市町村

国保・協会けんぽ・健保組合・共済組合等の負担が大幅に増加するこ

とのないようにするとともに、将来にわたり負担可能な範囲にとどめ

る。

(2)公費

○ 現行の高齢者医療制度は、75歳以上の方の医療給付費に約 5割の

公費 (平成 22年度予算ベース ;5.5兆 円)を投入するとともに、市

町村国保・協会けんぽ等が負担する後期高齢者支援金及び前期高齢者

納付金等に二定割合の公費 (同 ;2.0兆円)を投入している。

○ 上記 5.5兆円の公費は、国・都道府県・市町村が 4:1:1の割合で

負担しており、国が 3.7兆円、者5道府県が 0.9兆 円、市町村が 0.9兆

円となつている。また、上記 2.0兆円の公費は、国が 1.8兆円、都道

府県が 0.2兆円を負担している。このほか、財政安定化基金や保険基

盤安定制度などに対して、国・都道府県・市町村が、一定の害J合に基

づき負担している。

〇 [新たな制度においても、引き続き、国と地方がそれぞれの役害1に応

じて、財政上の責任を十分に果たしていくことが重要であり、公費に

ういては、高齢者や現役世代の保険料負担の増加を抑制するために、

効果的な投入を図りつつ、充実させていくことが必ヽ要である。こうし
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た観点に立って、今後の高齢化の進行等に応じた公費の投入のあり方

について引き続き検討する。

(3)高齢者の保険料

○ 国保に加入する 75歳以上の方の保険料については、同じ都道府県

で同じ所得であれば、原則として同じ保険料とし、その水準について

は、現行の後期高齢者医療制度より増加することのないよう、引き続

き(負担能力を考慮した応分の負担として医療給付費の 1割相当を保

険料で賄 うこととする。

○ また、都道府県単位の財政運営とする対象年齢を 65歳以上とした

場合、65歳から 74歳までの方にも 75歳以上の方と同じ保険料率の

水準を適用すべきか、現行の保険料水準を維持すべきか、引き続き検

討する。

○ 前者の場合には、65歳から74歳までの方の保険料は、総額として

は減少するが、個々の保険料は変化することから、あらかじめ、高齢

者の保険料の変化に関する調査を行 うことが必要となる。また、急激

な負担増が生じないよう、緩和措置を講じることが必要となる。

o さらに、現行制度では、現役世代の人口の減少による現役世代の

保険料の増加分を高齢者と現役世代で折半し、高齢者の保険料の負

担割合 (後期高齢者負担率)を段階的に引き上げる仕組みになつて

いる。こうした現役世代の負担の増加を緩和する仕組みは引き続き

必要であるが、現行制度では、高齢者と現役世代の保険料規模の違

いを考慮していないため、基本的に高齢者の保険料の伸びが現役世

代の保険料の伸びを上回る構造となつている。このため、高齢者人

口の増加 と現役世代人口の減少に伴 う現役世代の保険料の増加分

を、高齢者と現役世代とで公平に分担する仕組みを設ける。

〇 これにより、高齢者と現役世代の 1人当たり医療費の伸びが同じ

であれば、高齢者と現役世代の保険料の伸びはほぼ均衡することと

なるが、1人当たり医療費の伸びに差があった場合に、高齢者の保険

料の伸びが現役世代の保険料の伸びよりも大きく乖離することとな

らないよう、財政安定化基金を活用して高齢者の保険料の伸びを抑
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制できる仕組みを設けることとし、その具体的なあり方については′

引き続き検討する。

○ 高齢者の保険料については、同一世帯の他の現役世代の保険料と

合算し、世帯主が納付することを基本とする。

○ この場合、世帯主以外の高齢者は保険料の納付義務が無くなり、

こうした高齢者においては年金からの天引きは必要ないものとなる

が、高齢者世帯の世帯主で希望する方は、引き続き、年金からの天

引きも実施できるようにするなど、収納率低下の防止等の観点から

の措置を講じる。

○ 保険料の上限については、現在、後期高齢者医療制度は 50万円 (個

人単位)、 国保 63万 円 (世帯単位)と なつているが、国保の世帯単

位の上限に一本化した上で、被用者保険の上限額 (93万 円 ;協会け

んぽの本人負担分)も勘案しっら、段階的に引き上げる。

○ 現在、75歳以上の方に適用されている低所得者の保険料軽減の特

例措置 (均等割の 9割・8.5割軽減く所得割の 5割軽減)については、

後期高齢者医療制度施行時の追加的な措置として導入されたもので

あることや、介護保険との整合性を踏まえらっ、新たな制度の下で

合理的な仕組みに改めることとし、その具体的なあり方については

引き続き検討する。

○ 二方、被用者保険に加入する高齢者の保険料は、職域内の連帯 0

公平の観点から、各被用者保険者の算定方法・徴収方法を適用する。

(4)現役世代の保険料による支援

○ 高齢者の医療給付費については、公費と高齢者の保険料に加え、国

民全体で支えるとい う社会連帯の考え方に基づき、税と保険料の役割

分担や景気 :雇用等への影響にも配慮 しつつ、す定割合を国保 :被用

者保険の現役世代の保険料で支えることが必ヽ要である。

○ その際、国保と被用者保険者間は加入者数による按分となるが、被

用者保険者間では、財政力の弱い保険者の負担が過重なものとならな

いよう、負担能力に応じた公平で納得のいく支え合いの仕組みにすベ
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きであり、その具体的な按分方法については、引き続き検討する。

(5)高齢者の患者負担

○ 高齢者の医療費の増加に伴い、公費、高齢者の保険料、現役世代の

保険料はいずれも増加せざるを得ないが、高齢者の患者負担について

は、負担能力に応じた適切な負担にとどめることを基本とする。

○ 特に、70歳から 74歳までの方の患者負担については、現在、2割

負担と法定されている中で、予算措置により1割負担に凍結している

が、個々の患者の負担の増加と各保険者の負担の増加の両面に配慮し

'つつ、そのあり方について引き続き検討する。

○ 高額療養費にづいては、所得再分配機能を強化する観点から、所得

の高い方の限度額は引き上げ、所得の低い方の限度額は引き下げる方

向で見直すべきであり、現役世代を含む高額療養費全体の見直しの中

で引き続き検討する。

4.医療サービス

○ 今般の診療報酬改定によつて、平成 22年度より、75歳 とい う年齢

に着目した診療報酬体系は廃止された。

○ 今後の高齢者に対する医療サービス等の具体的なあり方について

は、平成 24年度の診療報酬・介護報酬|の 同時改定に向けて、別途の

場において議論が進められるが、以下の基本的な視点に立って取 り

組むことが必要である。

・ それぞれの地域において、入院に頼 りすぎることなく在宅を強い

られることもなく、リハビリも含めた必要な医療 :介護が切れ目

な く受けられる体制を構築する。

・ かかりつけ医等の普及を図ることや、必要な医療費は拡充 しつつ

効率化できる部分は効率化すること等を通 じて、真に高齢者の立

場に立った医療提供体制を構築する。

・ 様々な高齢者のニーズに応 じた多様なケアの提供体制の充実や医

療・福祉の人材育成をはじめとする長期的・総合的な構想を策定

し、モニタリングを行いながら実行する。

-12-



6.保健事業等

0 75歳 以上の方の健康診査の実施につし`て、現行制度前は市町村に

実施義務が課せられていたが、広域連合の努力義務となつた中で受診

率が低下した。

○ 新たな仕組みの下ではヾ75歳以上の方も、国保や被用者保険にそ

れぞれ加入することとなり、健康診査等についても、国保・被用者保

険の下で各保険者の義務として行 うこととする。

○ 特定健診・特定保健指導については、生活習慣病を予防し、高齢期

等の医療費の効率化できる部分を効率化する取組であり、保険者機能

の強化の点からも、i引 き続き、取組を進めていくが、今後の具体的な

あり方については、高齢者への対応を含め(男可途、技術的な検討を進

めることが必要である。

o 一方、現在、特定健診・特定保健指導め達成状況による後期高齢者

支援金の加算・減算の仕組みが設けられているが、新たな制度の下で

も、特定健診等をより円滑に推進するための方策を講 じる。

○ また、国保における都道府県単位の財政運営の導入に際し、都道府

県の健康増進計画・医療計画・介護保険事業支援計画などとも整合性

の取れた、都道府県単位での健康増進や医療費の効率化に向けた取組

を一層推進するための体制や具体的仕組みについて検討を進める。

○ 併せて、後発医薬品の使用促進、レセプ ト点検、医療費通知、重複・

頻回受診者への訪問指導、適正受診の普及・啓発など、各保険者にお

ける医療費効率化の取組の更なる充実を図る。

- 13 -



今後の検討等の進め

o 上記のうち、引き続き検討することとした事項にういては、更に議

論を深め、年末までに結論を得る。

○ 今後、医療費等の将来推計などを行いつつ、地方自治体、保険者等

の関係者や高齢者をはじめ広く国民の御意見を聞きながら、細部を含

めた検討を更に進め、年末までに、新たな制度の具体的な内容をとり

まとめる。          :

o 木改革会議のとりまとめを踏まえ、平成 25年 4月 を目途に新たな

制度が施行される予定であるが、円滑に制度を運営するためには、保

険者等のシステムを万全なものにすることが重要であり、後期高齢者

医療制度導入時の反省に立ち、現時点から、地方自治体等の意見を十

分に聞きながら、着実にシステム改修を進めることが必要である。

○ また、国民に対する丁寧で分かりやすい広報の実施に、国t地方自

治体、保険者等が役割分担を図りながら、様々な広報媒体を活用して

計画的に取り組むことが必要である。
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新たな制度に関する基本資料

厚生労働省保険局
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新制度の方向性
○ 後期高齢者医療制度の問題点を改めるとともに、利点は残し、更に後期高齢者医療制度の廃上を契機として国保

の広域化を実現する。

後期高齢者医療制度の問題点

I 年齢による区分 (保険証)

/75歳到達で、これまでの保険制度から

分離・区分。保険証も別。

/

＼

後期高齢者医療制度

は老人保健制度の間

題点を改善するための

制度であつたが、独立

型の制度としたことに

よる問題が生じている

Ⅱ 高齢者の保険料の増加

嵩齢者の医療費の増加に比例して高齢

者の保険料が増加。

Ⅲ 被扶養者の保険料負担

個人単位で保険料を徴収するため、扶

養されている高齢者も保険料負担。__
Ⅳ 患者負担

患者負担の上限は、同じ世帯でも、加入

する制度ごとに適用され

旧老人保健制童⊇固題点

V健 康診査

広域連合の努力義務となつた中で、受

診率が低下。         _

＝
駄
ロ
イ

I 年齢で区分しない。保険証も現役

世代と同じ。

Ⅱ 高齢
:者

の保険料の伸びが現役世

代の保険料の伸びを上回らないよう

抑制する仕組みを
正 菌保は世帯主がまとめて保険料

負担。被用者保険に移る被扶養者

は負担なし。  _     __
Ⅳ 現役世代と同じ制度に加入する

ことで、世帯当たりの負担は軽減。

V国 保二健保組合等に健康診査の

高齢
険)|:

者も現役世代と同じ市l度 (国保スは被用者保
二加入すること等でメリツトが生じる .  :

ゴ

維
持

「‐

Э 高齢者の医療給付費について、

公費・現役世代・高齢者の負担割合

を明確化。

Э 国保に加入する高齢者は、原則

として、同じ都道府県で同じ所得で

あればt同 じ保険料。二

―里賢8謂翡馳臨曝臨「|1言FT守

後期高齢者医療制度の利点

高齢者の医療給付費について、公費 `

現役世代日高齢者の負担割合を明確化。

原員Jとして、同じ都道府県で同じ所得で

あれば、同じ保険料。

高齢者と現役世代の

負担割合が不明確 8

高齢者の保険料負

担
それぞれ市町村国
・被用者保険に加入

ているため、同 じ所

であっても、保険料

担が異なる。



年齢による差別的な扱いの解消について

現行制度の最大の問題

後期高齢者医療制度の最大の問題は、75歳で加入する医療保険制度を分離・区分 し、年齢による差別的

第二段階の取組

(計 17項 目)こおぃて、 75

制度本体の見直し

年齢で加入する医療保険制度を分離・区分する後期高齢者医療制度は、廃止。○

○ において |

園ヽ 俣 か 被 用 者 保 険 に していただく_こ とで、

年齢により保険証が変わることはなくなり、

別的な扱いの解消を図る。

,区 曝 lヽ CL ipJし 円 フト′J'Iム 月 コ
‐
口 い 柩             ~‐ ~

健診の取扱いも現役世代と同じになるなどヽ年齢による差

※ その際、i

の保険料が

ミ堂 紳 に こ戻 る こ

ことから σ)75

ることが不可欠9(都道府県単位の財政運営を65歳以上とすることも検討)

※ 併せて、高齢者の保険料の伸びが現役世代の保険料の伸びよりも大きく乖離することとならないよう、各都道

府県に財政安定化基金を設章し、高齢者の保険料の伸びを抑制する仕組みを導入。

(注)老人保健制度においても、75歳以上で区分して財政運営が行われていたところ。

※が5k鼻再嚢≧:λ讐籍墨董童篭壼置理理題壁号を図ることとしてぉり、草革響
■た期間にとどまるもの,

年齢による差別的な扱いは解消ヘ



制度の基本的枠組み

○ カロ入する制度を年齢で区分することなく、何歳になつても、サラリァマンである高齢者の方や

被扶養者は被用者保険に、これら以外の地域で生活している方は国保に、それぞれ現役世代

と同じ制度に加入するものとする。

○ 高齢者も現役世代と同じ制度に加入すること|三より、年齢によつて保険証が変わることはなく

なり、世帯によつては保険料口高額療養費等の面でメリットが生じる。(別紙)

<現行制度> 制度>
被扶養者
は保険料

負担がな
くなる

保険料は

世帯主が

まとめて

納める

加入する制度を年齢で

後期高齢者医療

1 ,4cc^z. 
^

1,zcc-7E. L

被用者保険

<加入する

被用者保険
(7,400'テ `人 )



新たな制度におけ鍵雉 徴挙よ糞|二み、野め例のようFJ紙
)

○ 高齢者の方々も、現役世代と同じ国民健康保険や被リ

メ リッ トが生 じる

現行制度 (後期高齢者医療制度) 新たな制度

○ 保険料の納付義務は高齢者の個々人。

⇒ 国保の世帯員であつた高齢者や被用者保険の被扶養者であつ

た高齢者にも納付義務が生 じる。

【具体例】
世帯員A(80歳 後期高齢者医療):Aの保険料を納付

世帯員B(75歳  後期高齢者医療):Bの保険料を納付

世帯主C(45歳 国保)     iC.Dの 保険料をまとめて納付

世帯員D(40歳  国保)     :保 険料の納付義務無し

○ 保険料の納付義務は世帯主。

【具体例】
世帯員A(80歳 国保):保険料の納付義務無し

甚喜量:II:螢  目襟}:公臀甘?智↑蓄奮種と料をまとめて納付
世帯員D(40歳  国保):保険料の納付義務無し

○ 保険料の軽減判定は、医療保険ごとに行う。
⇒ 同じ世帯であっても軽減判定は別に行うため、保険料負担が

増加する事例が生じる。

【具体例】
世帯員A(80歳  後期高齢者医療

世帯員B(75歳  後期高齢者医療

世帯主C(45歳  国保

世帯員D(40歳  国保
※ A及びBの軽減判定方法

A所得30万 円+B所得0円 +C所得55万 円

>33万 円+245万 円×2人 (5害1軽減非該当)

イ33万円+35万 円×2人 (2割軽減該当)

年金収入165万 円):2割軽減※

年金収入 80万 円):2割軽減※

給与収入120万 円):5割軽減

給与収入 50万円):5割軽減
‐

○ 保険料の軽減判定は、世帯全体で行 う。

→ 地方負担の増加分は適切に地方財政措置を講 じる。

※ A及びBの軽減判定方法

A所得30万 円+B所得0円 +C所得55万円+D所得0円

<33万 円+245万 円×3人 (5割軽減該当)

○ 高額療養費の自己負担帳度額は、世帯全体で適用。

世帯の負担が軽減される。 (約 350万世帯が合算対象となり得、

患者負担は50億円以上減少することが見込まれる。国保の3人以上

世帯は含めていない。)

【具体例】 自己負担限度額 (=世帯の負担額 )

世帯員A(80歳 国保)

'         35,400円

(低所得者区分 )

※ A・ Bの 自己負担限度額は24,600円

世帯員B(75歳 国保 )

世帯主C(45歳 国保 )

世帯員D(40歳 国保)

高額療養費の自己負担限度額は、医療保険ごとに適用。

同 じ世帯であつても加入する医療保険の自己負担限度額が

それぞれ適用 される。

○

【具体例】 自己負担限度額 世帯の負担額

世帯員A(80歳  後期高齢者医療 )
A・ Bで
24,600円

(低所得 Ⅱ区分 )

60,000円世帯員B(75歳 後期高齢者医療)

世帯主C(45歳 国保)
C Dで
35,400円

(低所得者区分 )世帯員 D(40歳 国保 )



国保の広域化

○ 市町村国保の中の、少なくとも75歳以上の高齢者医療については、都道府県単位の財政運営とすることが

不可欠6                   )凛
険料格差が復活し、多くの高齢者の保険料が増加。※ 単純に市町村国保に戻ることとなれば、高齢者間θ

(国保から後期高齢者医療制度への移行により、格差は5倍から2倍に縮小し、全国的には多くの世帯で保険

料も減少したが、この逆のことが起きる。)

○ 高齢者や低所得者の加入率が高いなどの構造的問題を抱える市町村国保については、保険財政の安定化、

保険料の平準化等の観点から、
.広

域化を図ることが不可欠。都道府県が策定する「広域化等支援方針」に基づ

き、保険料算定方式の統一など、都道府県単位の財政運営に向けた環境整備を進めた上で、全年齢を対象に

都道府県単位化を図る。

<現 行制度 >

独立制度による

都道府県単位の財政運営

(運営主体 :広域連合 )

<新 制度

全年齢を対象に

都道府県単位の

財政運営

被用者保険

1                              1
]

都道府県単位の

財政運営

道府県単位
の財政運営に

向けた環境整

備を進める

被用者保険被用者保険

市町村単位
の財政運営

苺
口財政基盤
が弱い

凛保険料が
バラバラ

国 保

※「都道府県単位の財政運営」の主体を具体的にどこにすべきか、引き続き検討する。



都道府県単位の財政運営とした場合の国保の運営のスキ‐ム

○ 「都道府県単位の運営主体」と「市町村」が、分担と責任を明確にしつつ、国保を地域の総合

力により共同運営する仕組みとするg

O具 体的には、「都道府県単位の運営主体」は、都道府県単位の標準 (基準)保険料率の算定・

会計の処理等の事務を行う。

○ 「市町村」は、保険料の賦課口徴収、資格管理、保健事業などの事務を行う。

※給付事務については、いずれの主体で行うべきか、引き続き、検討。(別紙1)

市町村国保の財政基盤等を考えると都道府

県単位の財政運営が必要

: 各被保険者の保険料額の算定・納付 :

※高齢者の保険料は、同一世帯の他の現役世代の

保険料と合算し、世帯主が納付

一

:.貫遍  f7.FFl重筆

一■●●
=●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●¨ ●●●●●●●●●●¨ ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●¨ ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
:

:保険料の賦課口徴1又、資格管理、保健事業等
:

1.........● ●●●●●●●●●●1● ●●¨ ....● ●●●●●●●●●●●●●
“

●●●●●●
“

●●●●
“

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●■

※保険料の賦課・徴収の仕組みは、別紙 2の通り

被保険者の利便性等を考えると、窓ロサー

ビスや保険料の徴収、健康づくりなどは、

住民に身近な市町村が行うことが必要



給付事務の主体
(別紙 1)

酔露塁菖膏詈彗gy」「雫霧宮lt覆賢宅    諄會輩
の財政

市町村で行う場合都道府県単位で行う場合

・若人も高齢者も、資格管理、保険料賦課、給付事

務を市町村が一体的に実施できる。

潜 墨底曇醤緋 参漑 総庵Fr遅蓬ず
:短

い。

・市町村のみのシステム改修により対応できる。

メリット

口高齢者分の給付事務については、現在、広域

連合で実施しており、都道府県単位で行つてい

る状態を維持することができる。

認 認 ● 謝 轟 詔 精 l管碁會潜 装あ鶏翼

化が期待される。

・高齢者分の給付事務に対応する職員を改めて確

保することが必要となる。

デメリット
ぽ 鰍 御 蠣 1続寛躍 財
については、高齢者分は都道府県単位の運営

主体から、若人分は市町村から、それぞれ世帯

主に支給される。)

口都道府県単位の運営主体と市町村双方でシス

テムの整備が必要となる。

※「都道府県単位の運営主体」で行う事務はt

「財政」と「給付」になる

※ 「都道府県単位の運営主体」で行う事務は、

「財政」に特化される



保険料の賦課・徴収の仕組み GJ紙 2)

○ 現在の後期高齢者医療制度は、市町村が徴収できた額を広域連合に納めるだけの仕組み。

収納率が約99%の後期高齢者医療制度と異なり、収納率が約88%の市町村国保では

収納率の向上が課題。

⇒ 保険料の収納対策に市町村が積極的に取り組むことを促す仕組みに改めることが必要。

① 「都道府県単位の運営主体」は、高齢者の給付に要する費用から、均等割と所得割の2方式で

標準 (基準)保険料率を定める。

<具 1本 的 な 仕 組 み 案 >※ 全年齢を対象とした都道府県単位化の実現までの段階を考慮しつつ、より具体的な設計について引き続き検討する。

都
道
府
県

単
位
の

運
営
主
体

② 市町村ごとに「都道府県単位の運営主体」に納付すべき額を定める。

③ 市町村ごとに、収納状況等を勘案し、高齢者の保険料率を定める。

④ 現役世代の被保険者の保険料率を従来どおりの方法で定めるも

⑤ 高齢者の保険料と同一世帯の他の現役世代の被保険者の保険料を合算し、世帯主に賦課し、

世帯主から徴収する。



保険者間の調整の 組み

高齢者の保険料2.7兆円
65歳 以上の高齢者医療給付費(17兆 円)TTIIiT~~~~~) (菌

保 2.2兆円、被用者保険
調整対象給付費8.8兆円       6■ りК円 )ぶ高齢者 の医療

|‐公費 lil

615'ビ由
高齢者の

保険料
2.7兆円

被用者保険6.6兆 円

現役世代の

保険料

●:|||l i:

公費
¬0兆円

現役

世代の

保険料
10兆円

檬
―Ｉ

Ｉ

＝

ト

ー
，
―

●

―

に

<②の方法による一つのシミュレーション>        爆3り¬…工ν~・～
´c基 卜|卜 ⌒ 童 船 妻 匡 感 給 什 割 1 7Jk円 ヽ ___二 _一

一 一 一 一 一 一 →   高 齢 者 の 保 険 料 2.7兆 円

(一 一 一 一 一 一 一 一

ニ
ニ

____一
一 一 一 -65歳

以 上 の 高 齢 者 医 療 給 付 費 (17兆 円 )―
一 ― 一

二

一 一 一 一 一 一 一 一 ― )  同 困
ptt Vノ l不 lス ↑ ■

4・

―… 一  ―Ⅲ…              ′匠口里り つ」km 力由圧
調 整 対 象 給 イ寸費 11つ ヒ円 __一

一 一 一 一 一 、  (国 保 2.2兆 円 、被 用 者 保 険

||‐ 1012ソ1甲||111 ＼
退職者拠出金02兆円(※ )

0.5兆円)は各保険者に入

ることから、調整対象給付費

が大きくなる。

ただし、市町村国保にとつ

ては、前期高齢者に加えて、

後期高齢者の保険料 (約 8

割)が入ることにより、負担

は減少する。

L.=ニ ユニニL‐二:=L」   燿り憫摯山工V4701:い ,(※
)退職者拠出金は、市町村国保に加入する退職者医療制度の

入 。                              対象者に係る支援金で、被用者保険が負担

IIlli颯署言怒襲翫鮮 f席 鮒
略
F勧

も`実
7こ

警
定雫公事を

差

『

い

F額

とな

1)
1諾 謂 糀 ittξ 巣付ω 団 する公剤 ま記載し‐ 颯 ヽ       g

給付費に直接充てられるこ

とから、調整対象給付費が
′1ヽさくなる。

ただし、市町村国保にとつ

ては、前期高齢者の保険料

が入らないことにより負担は

増加する。

高齢者が偏在して加入することに対する保険者間の調整の仕組みとしては、以下の方法が考えられる。

①現行の後期高齢者医療制度のように、高齢者の保険料と公費を高齢者の医療給付費に充て、これら以外の分を

為 調整のように、充当される公費以外の分を各保険者が
)保険料は、加入する各保険者にそれぞれ納められる)

③両者を組み合わせる方法

<①の方法による一つのシミュレーシヨン>



(参考)現行制度の財源構成について(平成22年度予算べ=ス )

<65歳から74歳までの高齢者医療給付費の財源構成 5.3兆円>

被用者保険
35兆円

一掲

嗣膚

響

御
コ弓
”
「”
嶽
「助
¨

現役世代の

保険料

市町村国保
18り

`円

一̈一一一邸酬一 <75歳以上の高齢者医療給付費の財源構成 11.フ 兆円>

退職者拠出金01兆円

L_並乱 _」
｀
退職者拠出金01兆 円

|‡|[[i骨:                 |[I貫穆僧黒財首』歯』Fif讐暦聾鷺翼17訳:!及
び現役甚黛め給付費|こ

充当
,れ

て
,ヽ
る。

(※ )被用者保険には国保組合を含む。

<65歳以上の高齢者医療給付費全体の財源構成 17兆円>

退職者拠出金02兆円

躍

盟

一

現役世代の

保険料

高齢者
の

保険料

(前期 )

018

兆円

被用者保険フ.2兆円市町村国保3.¬ 兆円

10



高齢者の保険料と若人の保険料の伸びについて

高齢者の保険料…・高齢者医療給付を賄うための保険料

若人保険料 Iの伸び ≒ 若人 1人 当たり医療費の伸び
保険料の伸び

若人保険料Ⅱの伸び ≒ 若人1人当たり支援金の伸び

支援金総額の伸び +若人人数の減少率

(約 2.8%) (約 113で
2∝ 0～ 205年の

― ― ―
l

:

○ 高齢者と若人の1人当たり医療費の伸びが同じであれば、

ィ帽社醜。
人口変化率の平均値

率を約1.3%と仮定した場合、現行制度の仕組みに当てはめると、高齢者と若人の保

険料規模が大きく異なるため、

高齢者の保険料の伸び=1人当たり医療費の伸び+2.2%

<高騰請人の服料の伸びについて>   %嬌
馳研轟Ы群鶏蟷篤7計I緊藉新たな制度は、どのような制度であつても、公費口若人(

ととなり、その割合を定率で固定する場合、高齢者と若人

険料の伸びは、高齢者の保険料の伸びより大きくなる。

若人の保険料…・若人保険料 1(若人医療給付を賄うための保険料)+
若人保険料Ⅱ(高齢者医療給付を支える保険料 (=援金))

若人の保険料の伸び =1人 当たり医療費の伸び+1.5%

11



保険料の伸びを抑制する仕組み

あり、負担増分について、その割合で分け合う。

高齢者人口の伸び2.8%、 若人人口の減少1.3%とした場合の高齢者負担分

新たな制度   (2.8%+1.3%)X1/7=0.59%
現行と同様の仕組み    1.3% ×1/2=O.65%

※高齢者と若人の区分を75歳 とした場合は、75歳 以上の保険料と74歳 以下の若人の保険料の比率は、現時点で1:15

であり、負担増分について、その割合で分け合う。

高齢者人口の伸び3.O%、 若人人口の減少0,7%とした場合の高齢者負担分

新たな制度   (3.〇%+O.7%)X1/16=O.23%
現行と同様の仕組み    O.7% ×1/2 =〇 .35%

※ 後期高齢者医療制度における財政安定化基金は、当初、保険料の収納不足や給付の増加に対応することを目

的としていたが、先の通常国会において「高齢者の医療の確保に関する法律」を改正し、一定の残高を残した上

で、保険料上昇を抑制するために取り崩すことを可能とした。

※ 財政安定化基金の活用は、都道府県の判断によるものであり、基金の規模・具体的活用方法等については、今

12
後、更に検討。

「高齢者人日の伸び」及び「若人人口の減少」に伴う若人保険料Ⅱの負担増分について(高齢者

と若人の保険料規模を考慮しつつ、高齢者と若人で負担しあう仕組みとする。

⇒これにより、高齢者と若人の1人 当たり医療費の伸びが同じであれば、高齢者と若人の保険料

の伸びはほぼ均衡する。

※高齢者と若人の区分を65歳 とした場合、65歳 以上の保険料と64歳 以下の若人の保険料の比率は、現時点で1

注)保険料の比率は、現行制度のものであり、保険料軽減等の定額公費を保険料に含めて算出したもの。

高齢者の一人当たり医療費の伸びの見込みが、若人の国保の一人当たり医療費(都道府県平

均)の伸びの見込みを上回ること等により、高齢者の保険料の伸びが若人の国保保険料の伸び

(都道府県平均)を上回る場合には、都道府県ごとに設置する財政安定化基金を活用し、高齢者



1.年齢で加入する制度は変わらなくなります

● サラリーマンである高齢者の方や篠扶養者は被用者保険に、これら以外

の地域で生活している方は国保に、それぞれ現役世代と同じ制度に加入し

ます。

● これにより、後期高齢者医療制度は廃止され、加入する制度 (保険証)

が年齢で変わることはなくなります。

<現行制度> <新制度>

75滝箋 る制度を で区分>

後期高齢者医療制度

<加入する制度を年齢で

1,4OOI.L

被用者保険

(7,600万 人 )
被用者保険

(7,400万人)

国 保

(3′ 600万人 )

2.高齢者の保険料は給付費の1割相当にとどめます

● 同じ都道府県の中では、同じ所得であれば、原員Jと して同じ保険料とし、

引き続き給付費の1害J相 当のご負担にとどめます。

※ 国保に移る高齢者の方について、市町村ごとの保険料に した場合には、市町村間の

保険料格差が復活 し、多 くの高齢者の保険料が増加 します。 (市町村国保から後期

高齢者医療制度に移つた際、地域間の保険料格差は5倍から2倍に縮小し、全国的

には保険料が減少した世帯も多くありましたが、この逆のことが起きます。)

● 被用者保険に移る被扶養者の方は、75歳未満の被扶養者 と同様に、保険

料を納める必要がなくな ります。



3“ 高齢者の保険料の伸びを抑制する仕組みを設けます

● 各都道府県に基金を設置し、高齢者の保険料の伸びが、現役世代の保険

料の伸びを上回らないよう抑制する仕組みを設けます。

※ 高齢者医療を支える現役世代の負担についても、高齢者の増加や現役世代の減少に

より、重くなり過ぎないようにするための仕組みを設けます。

4.医療費の自己負担の軽減やサ‐ビスの改善も図られ

ます

● 高齢者の方は、現役世代と同じ制度に加入するため、高額療養費の自己

負担も同一世帯として計算され、これにより世帯によつては自己負担が軽

減されます。

● サービス・給付 (健康診査、

についても、現役世代 と同じよ

5.国保の広域化を実現し、国民皆保険を守ります

● 国保は市町村単位の運営であるため、保険財政が不安定になりやすく、
｀

保険料の格差も大きく、広域化を図ることが長年の課題となっていました。

● まず高齢者について保険財政の都道府県単位化を図り、次の段階で全年

齢での都道府県単位化を実現し、国民皆保険の基盤である国保の安定的な

運営を確保 します。

<新 制度 >

75歳

人間 ドック、被用者保険の傷病手当金等)

うに受けられるようになります。

都道府県単位の

財政運営

険料の算定方法“

水準が市町村ごとに

なるため、都道府

単位化に向け

これらの統一を

被用者保険

′

′

I

′

:

′

全年齢を対象に

都道府県単位の

財政運営

被用者保険



中間とりまとめ後に残される課題
平 20

△≡一J 資料3
9回

1.制度の基本的枠組み

2.国保の運営のあり方

(財政運営単位 )

○ 新たな制度では、加入する制度を年齢で区分することなく、何歳になつても、サラリーマンである高齢者

の方や被扶養者は被用者保険に、これら以外の地域で生活している方は国保に、それぞれ現役世代と

同じ制度に加入するё

【検討課題】

① 特定健保(※ )のあり方をどうするか。

(※ )厚生労働大臣の認可を受けて、一定の要件を満たす退職者及びその被扶養者に対する保険給付、保陰料の微
収等を行う健保組合。平成22年4月 現在、64組合、被保険者(特例退職被保険者)及びその被扶養者約54万人。

○ 制度移行時において、市町村国保の中の、少なくとも75歳以上については、都道府県単位による財政運

営とする。

○ 都道府県が策定する「広域化等支援方針」に基づき、保険料算定方式の統一など、都道府県単位の財政

運営に向けた環境整備を進めた上で、全年齢を対象に都道府県単位化を図る。

【検討課題】

② 全年齢を対象とした都道府県単位化への移行手順については、期限を定めて全国―律か、それとも合意

された都道府県から順次か。期限を設定する場合、具体的な年限をどうするか。また、都道府県単位化の

環境整備の進め方(工程)をどうするか。

③ 全年齢を対象とした都道府県単位化を目指す中、今回の制度移行時に、都道府県単位化の対象年齢を
“「65歳以上」までに引き下げるか、「75歳以上」とするか。       |



(運営の仕組み・運営主体 )

○ 「都道府県単位の運営主体」と「市町村」が、分担と責任を明確にしつつ、国保を地域の総合力により

【検討課題】

④ 全年齢を対象とした都道府県単位化の実現までの段階を考慮しつつ、具体的な事務の分担をどうするか。

⑤ 財政運営の具体的仕組みをどうするか。

(標準(基準)保険料率の設定方法、財政安定化基金の規模口負担割合口活用方法等の具体的なあり方を

どのようにするか6)|                              |
⑥「都道府県単位の運営主体」をどこが担うか。

3.費用負担

(支え合いの仕組み )

065歳以上の方については、一人当たり医療費が高く、国保口被用者保険の制度間で加入者数に大きな

偏在が生じることからk引き続き、高齢者の医療費を国民全体で公平に分担する仕組みを設ける(=公費

・高齢者の保険料口現役世代の保険料・高齢者の患者負担で支え合う)。

【検討課題】

⑦ 具体的な財政調整の仕組みをどうするか。

○ 高齢者や現役世代の保険料負担の増加を抑制するために、効果的な投入を図りつつ、充実させていく

ことが必要である。

【検討課題】

③ 今後の高齢化の進行等に応じた公費の投入のあり方を具体的にどうするか。



(高齢者の保険料)

(現役世代の 険料による支援)

○ 国保に加入する75歳 以上の方の保険料については、同じ都道府県で同じ所得であれば、原則として同じ

保険料とし、その水準については、現行の後期高齢者医療制度より増加することのないよう、引き続き、

負担能力を考慮した応分の負担として医療給付費の1割相当を保険料で賄うこととする。

○ 高齢者の保険料については、同一世帯の他の現役世代の保険料と合算し、世帯主が納付することを基本

とする。

○ 高齢者世帯の世帯主で希望する方は、引き続き、年金からの天引きも実施できるようにするなど、収納率

低下の防止等の観点からの措置を講じる。

○ 現在、75歳 以上の方に適用されている低所得者の保険料軽減の特例措置 (均等割の9割・8.5割軽減、

所得割の5割軽減)については、合理的な仕組みに改める。

【検討課題
⑨

⑩
収納率低下の防止等の観点から、どのような措置を講じるか。、

75歳以上の方に適用されている低所得者の保険料軽減の特例措置をどうするか。

○ 被用者保険者間では、財政力の弱い保険者の負担が過重なものとならないよう、負担能力に応じた公平

で納得のいく支え合いの仕組みにすべき。

【検討課題】

① 被用者保険者間の具体的な按分方法をどうするか。

(高齢者の患者負担)

○ 高齢者の患者負担については、負担能力に応じた適切な負担にとどめることを基本とする。

⑫ 高齢者の患者負担、特に、70～ 74歳の患者負担について、どうするか。



○ 今後の高齢者に対する医療サービス等の具体的なあり方については、平成24年度の診療報酬口介護報

酬の同時改定に向けて、別途の場において議論。

075歳以上の方も、国保や被用者保険にそれぞれ加入することとなり、健康診査等についても、国保・被用

者保険の下で各保険者の義務として行う。

【検討課題】

⑬ 後期高齢者支援金の加算口減算の仕組みに代わる新たな特定健診等の推進方策をどうするか。

⑭ 都道府県単位での健康増進や医療費の効率化に向けた取組を一層推進するための体制や具体的仕組

みをどうするか。

○ 保険者等のシステムを万全なものにすることが重要であり、後期高齢者医療制度導入時の反省に立ち、

現時点から、地方自治体等の意見を十分に聞きながら、着実にシステム改修を進めることが必要である6

⇒「高齢者医療システム検討会」を設置(資料4参照)。



高齢者医療システム検討会設置について

1。 目 的

後期高齢者医療制度廃止後わ新たな制度のあり方については、厚生労働大臣が主宰する「高齢

者医療制度改革会議」において検討を進めており、今般、中間とりまとめが行われたところ。

その中で、「本改革会議のとりまとめを踏まえ、平成 25年 4月 を目途に新たな制度が施行され

る予定であるが、円滑に制度を運営するためには、保険者等のシステムを万全なものにすること

が重要であり、後期高齢者医療制度導入時の反省に立ち、現時点から、地方自治体等の意見を十

分に聞きながら、着実にシステム改修を進めることが必要である。」とされたことから、新たな

制度における国保の効率的なシステム構築の具体的内容を検討するため、「高齢者医療システム

検討会」を厚生労働省及び国民健康保険中央会が共同で設置し、検討を進めていく。

2.構 成

委員は以下のとお り

【市町村】(9名 )

福島県福島市参事兼国保年金課長

東京都稲城市保険年金課長

愛知県瀬戸市国保年金課長

大阪府池田市子育て 。保険部次長

高知県高知市保険医療課長

長崎県佐世保市保健福祉部長

秋田県井川町町民課長

新潟県聖籠町町民課長

愛知県扶桑町住民課長

【後期高齢者医療広域連合】 (6名 )

北海道広域連合事務局次長

・ 新潟県広域連合業務課長

富山県広域連合事業課長

大阪府広域連合資格管理課長

広島県広域連合業務課長

福岡県広域連合事業課課長

【厚生労働省】 (3名 )

保険局医療保険制度企画調整官

保険局高齢者医療課長補佐

保険局国民健康保険課長補佐

【国民健康保険中央会】(3名 )

総務部長兼後期高齢者医療推進室長

企画部長兼共同電算部長

レセプ ト電算部長

【オブザーバー】(3名 )

」AHIS(保健医療福祉情報システムエ業会)

の推薦による民間システムベンダー 3社

3.設置時期

平成 22年 8月 20日 に設置。 (第 1回会合は、9月 上旬予定)



第 8回会議における意見の概要

I は じめに

“ 改革会議に課せ られたミッション (使命)や基本理念となるべき 6原則などす

ら書かれていないので、各委員の発言を整理 した上で、冒頭にイン トロとして記

載すべき。その方が格調も高 くな り、国民の皆 さんにも分かりやす くなる。 (横

尾委員 )

・ イン ト甲のところで、なぜこういう議論をスター トしたかということを書いて

おく必要がある。 (小島委員)

・ イン トロ部分が重要だということには賛成でありt是非そうした記載を追加す

べき。 (白 川委員 )

Ⅱ 現行制度の問題点

, 「高齢者医療制度への多額の拠出金が現役世代の保険者の財政基盤を危 うくし

ている」という点を明記 した上で、今般の制度改革に際 し、現役世代の保険の持

続可能性の確保に配慮 し、負担軽減を図ることを重要課題として位置づけていた

だきたい。 (齊藤委員 )

・ まず最初に現行制度の利点を書いて、その後に「一方で問題点がある」と書 く

と、現行制度に未練を残 しているようにも受け取 られかねない。 (岩見委員 )

・ 後期高齢者医療制度はもともと国が決めて始まつたことや、その決まつた年度

や制度開始の年度についても書かれておらず、それについても記述すべき。 (横

尾委員 )

・ 保険者の財政が非常に厳 しいということ、前期高齢者の財政調整について問題

はないのかということ、そ して高齢化の進展に伴つて現役世代の負担が増え高齢

者の方々の負担も増えていくという将来の問題点について書き込むべき。 (白 川

委員)              .

Ⅲ 新たな制度の基本骨

高齢者医療制度のあるべき姿を先につ くつて、それに移行するにはどうするか

考えるべきところを、「中間とりまとめ (案 )」 では、経過措置が先にあつて、

行き着 くべき目標がばやけている。 (阿部委員 )

低所得者が多いという国保の構造的な問題があり、人口も減少 していくという

中で、国保の広域化を図ることが不可欠である。 (岡崎委員)

後期高齢者医療制度の受け皿 として市町村国保がその対象になる以上、その議

論は不可分であるが、国保全体の骨格あるいは新たな国保の姿を検討することは、
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この改革会議の目的 口趣旨に合致しないのではないか。 (神 田委員)

・ 高齢者の医療の問題は、制度面においても医療の提供体制においても、市町村

国保、地域保険の問題と直結している。高齢者医療の問題を考えることは、地域

保険である市町村のあり方を考えることと直結しており、その意味で、この会議

で議論をするのは決しておかしくはない。 (宮武委員)

・ 高齢者の医療の制度はそれぞれの医療保険制度等に全部つながつているもので、

当然のことながら高齢者の医療の制度を議論すれば国保の議論もすることにな

る。 (岩村座長)

・ もっとシンプルで分かり易いすつきりした制度にすべき。 (阿部委員)

・ 財政論に関しては難しく、高齢者には 10σ %理解できないものである。 (樋

口委員)

・ もつとシンプルで、そして公平性の担保されるような制度に大胆に取り組んで

ほ しい。 (堂本委員)

・ 多 くの制度が関与する仕組みであり、とりわけ財政調整になると複雑かつテク

ニックな問題にならざるを得ない。少な くとも高齢者の方々が直接に制度と接触

する場面においては、できるだけシンプルに したいということを目指 し、国保あ

るいは被用者保険に加入 していただ く形 となつている。 (岩村座長 )

1.制 度の基本的枠組み

・ 特段の意見はなく、賛成である。 (阿部委員)

・ 高齢者 も国民として、幾つになつても同じ医療制度の枠組みの中に一緒に入れ

ていただきたい。 (樋 口委員 )

・ 基本的枠組みについては、こういう方法 しかないのかなという感 じで拝見 したも

(岩見委員 )

・ 制度の基本的枠組みについては賛成である。 (小林委員)

・ 制度の枠組みについては、非常によくできており、賛成である。 (三上委員)

・ 被用者保険における社会保険の共助の原則や、高齢者全体の医療費についての

広い社会連帯という形での支援、といつた考え方を新しい制度の中にも是非生か

すべ き。 (小島委員 )

・ 後期高齢者医療制度が廃止になれば、年齢による天丼がなくなる特定健保のあ

り方について、検討すべき。 (小島委員 )

2.国保の運営のあり方

(1)財政運営単位

・ 高齢者医療について都道府県単位の財政運営とすることは、国保の中において、

後期高齢者医療制度と同 じように、年齢区分を行 うことになるのではないか。国

保会計の中に勘定区分を設ける仕組みも検討すべきではないか。 (阿部委員 )
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口 単に財政上だけの話でt75歳 あるいは 65歳 という年齢で加入者を分ける話で

はないということを、もう少 しわかりやす く説明する工夫が必要ではないか。 (′ 1ヽ

島委員 )

・ 不安定な制度の暫定的な期間はできるだけ短 くとどめて、年限を切つて都道府

県への国保の一本化を進めていくべき。 (岡崎委員)

・ いずれ全年齢を対象に都道府県単位化を図るならば、一気呵成にやつた方がよ

いのではないか。 (岩見委員 )

・ 全年齢 を対象とした都道府県単位化を、本来は一気にいくのがいいが、できな

いのであれば、移行期限を決めて行う方法がよい。 (三上委員)

・ 一定期間、都道府県と市町村が分かれて保険を担当するものになつているが、

全年齢 を対象とした都道府県単位化への移行は大変難 しいもの:それが果たされ ′

るまで複雑な時期が長 く続 くことは、大変不健康な状況になるのではないか 1い配

である。 (堂本委員)

(2)運営の仕組み

"都 道府県単位 と市町村の共同運営案では、現行制度で改善を図つた運営責任が

ヽ 不明確である。 (神 田委員 )

・ 保険給付についていずれの主体が行 うのかは極めて重要な点である。 (神 田委

員 )

・ 都道府県が 75歳以上の財政運営だけ担 うことになつているが、医療給付の責任

はどこが持つのか不明確である。 (岡 崎委員)

・ 標準保険料率を都道府県が設定するとして、見込んでいた保険料が足 りない場

合、その補填をどこの責任で誰が行 うのか、いわゆる赤字責任を一体 どこが負 う

のか不明確である。 (岡 崎委員 )

・ 運営の仕組みについて、この案では都道府県が運営責任を果たせるか不明確で

あり、委員の間でも具体的な議論はなされていないので、「次のような仕組み と

することが考えられるので、引き続き検討する」といつた程度の文言にすべき。

(藤原委員 )

“ 財政面は国が しつか リサポー トする、業務面については市町村が しつか りと支

える、その上で、都道府県が全体のマネジメン ト等に主導的な役割を果たすべき。

(横尾委員 )

・ 地域保険を担 うのは都道府県と市町村 しかないので、その都道府県と市町村で

役割分担 しながら、地域保険の持続可能性を高めるべき。 (宮武委員 )

。 財政のところは県で、住民に近いところの事務は市町村でやつていただ く、と

いうのが大体の会議での議論の流れである。 (岩村座長 )

・ 市町村が収納率に応 じて個別に保険料が設定できると、保険料率が市町村 ごと

にば らばらになる可能性がある。後期高齢者の負担の公平性という観点から、都

-3



道府県均―の保険料とした現行制度からの後退ではないか。 (神 田委員)

・ 保険料の収納率の違いによつて保険料率が変わる仕組みで、収納率の悪いとこ

ろに住んでいて真面目に払つている方がばかを見るのは、問題ではないか。 (=

上委員)

(3)運営主体

口 都道府県が後期高齢者医療を含めて、国保制度を責任を持って担うべき、とい

うのが会議の中でも多数意見であり、広域化は市民ではなく県民の広域的な健康

を守るという観点で、都道府県が積極的に担つていくべき。 (岡崎委員)

・ 運営主体については都道府県、将来的には国二本にすべき。 (藤原委員)

: 医療という視点から考えたときには、医療を供給していく姿勢という考えで言

うと、県で考えていくのが真つ当ではないか。全体の医療保険制度と県民の健康

を守るという意味では、広域連合でやればいいというわけにはいかない。 (鎌 田

委員)    ｀

口 全都道府県の知事にアンケー トを実施した結果、7割の知事は「市町村広域連

合」が最適という意見であつた。 (神田委員)

(4)財政リスクの軽減

・ 財政安定化基金について、どの稗度の基金を積んでいけばいいのか、保険料抑

制のためにどうしたらいいのか、不明確。また、国・都道府県・市町村でどのよ

うに分担するかも不明確。 (神 田委員)

3.費用負担

(1)支え合いの仕組みの必要性

・ 保険料の軽減判定を国保世帯として行うことで、基本的には保険料が安くなる

世帯が生じるとなつているが、その安くなつた保険料はどの財源でカバーするの

か」金額の規模を含め資料を出していただきたい。 (岡崎委員)

・ 国保の負担増とならない制度設計を行うことが肝要である。75歳以上は①の先

充て方式、65歳から74歳までは②の財政調整方式で、現行制度と同様に①と②

を組み合わせた試算も早急に示 していただきたい。 (藤原委員 )

・ 高齢者で、あるサラリーマンや被扶養者の方々が被用者保険に移ることで、一部

の保険者の負担が急増するような影響が出ないよう別途の対策が必要。特に協会

けんぱは依然として厳 しい財政状況が続いているので、負担軽減策が必要である。

(小林委員 )

・ 高齢者の方々の負担の限界、現役の方々の負担の限界を考え、残 りの足 りない

分は公費で賄うtと いつた考え方でないと、高齢化が進展する中では高齢者も現

役世代 も共倒れになりかねない。 (白 川委員 )
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口 単に負担だけでなく、長期的に各地域保険、職域保険が持続可能な制度にして

いくことが必要。 (小島委員 )

・ 社会保障全体を考える時、各保険者が損得を論 じるのではな く、生涯を通 して

の助け合いの意味を考えながら、それぞれが負担 し合うことを考えて欲 しい。(樋

口委員 )

(2)公費

・ 国の最終的な財政責任が一切示されていないことが最大の問題。 (神 田委員)

・ 国保の赤字責任を誰が持つのか不明確。国保財政は非常に脆弱であり、国が最

終責任を負うことは外せない部分。 (岡 崎委員 )

・ 新制度発足時点だけでなく、将来的にも現役世代の保険にこれ以上の負担を求

めることのないように、公費投入を拡充すべき。 (齊藤委員)

・ 国が しうか りお金を出す ということを前提に、県が運営主体になることを検討

してもらうべき。 (鎌田委員)

・ 中間 とりまとめ (案 )に出て くる「公費」が、それぞれ国の負担なのか地方の

負担なのか、より明確に記述すべきではないか。 (横尾委員)

・ 国の財政責任が一切示されていない。国はどういう形で県や市町村を支えてい
~く

のか答えるべき。 (宮武委員 )

・ 財源の問題について、責任を持つて国が言わないと、都道府県・市町村だろう

が、あらゆる団体が、半端な議論を重ねて しまうことになる。 (堂本委員 )

・  「効果的な投入を図 りつつ、充実させていくことが必要」と、公費拡充の方向

が明確に打ち出されていることは高 く評価 したい。是非、具体像が見える形での

制度設計を示 していただきたい。 (小林委員 )

・ 運営について、知事会・市長会・町村会等で、それぞれ意見を回避するような

意見が出ているのはt公費の投入がどう効率的・効果的に行われるかが明確に書

かれていないからであり、もう少 し具体的な書き込みが必要。 (三上委員)

(3)高齢者の保険料

・ 国保の中で年齢区分を行い年齢別保険料を設定するのは問題であり反対である。

年金生活者であれ、現役の人であれ、所得が同 じであれば同じ保険料を払うとい

う応能負担を原則とした、全年齢統一の保険料設定にすべき。 (阿部委員 )

・ 高齢者の方々にも負担能力に応 じた適切な負担を求めるべきことも重要ではな

いかも (齊藤委員)

・ 年金の天引きについて、意識調査でも一切やめて くれという方は 9%ぐ らいし

かおらず、保険者の立場からは、徴収率が落ち込まないためにも残すべき。 (岡

崎委員 )

・ 保険料徴収を個人単位から世帯単位に変更することに伴い、保険料徴収率が低
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下しないような措置を講じたり、特別徴収の仕組みを維持したりすることを検討

すべき。 (藤原委員)

・ 世帯主以外の高齢者は保険料の納付義務がなくなることで喜ぶ方がいる一方、

逆に上限額が国保と同じになることで保険料が上がる人もいる。新しい不公平が

生じるのではないか。 (堂本委員)

(4)現役世代の保険料による支援

・ 「支援のあり方を検討するに当たり、税と保険料の役割分担を踏まえ、現役世

代の納得感の得られる制度とすることが肝要。現役世代が減少する中で、その保

険料収入に過度に依存する制度は雇用にも悪影響を及ぼすということを十分配慮

して検討していく」といつたことを入れていただきたい。 (齊藤委員)

・ 若い世代も高齢者の世代も負担が増えるのは不可避。その中で、若い世代の負

担だけが増えるようなことはしないでほしい、という意見に賛成である。 (樋 口

委員)

・ 被用者保険に 75歳以上の高齢者が戻るとなつた時に1数としては大半を、財政

的に厳しい状況にある協会けんぽで受け入れることになるので、被用者全体の中

での支援のあり方について、検討しなければならない。 (小島委員)

・ 「被用者保険者間は負担能力に応じた支え合いにすべき」と明記されているこ

とにつき、総報酬按分に基づいた仕組みが公平性の観点から必要であるという私

どもの考えが反映されており、評価したい。ここは極めて重要な点であり、具体

的な形にしていただきたい。 (小林委員)

(5)高齢者の患者負担

・ 収入が一定程度ある人にとつては若年世代と同じ3割、少なくとも2割負担と

しても条件によつてはよいのではないか。 (樋口委員)

・ 2割負担とした時に、受診抑制が起こるかどうかについては、もう一度検証す

べき。 (三上委員)

・ 高額療養費については、「所得の低い方の限度額の引下げと、所得の高い方の

限度額の引上げ」のセッ トでの見直 しはよいが、あくまで財政ニュー トラルを基

本に考えるべき。 (小林委員 )

・ 中間とりまとめ後に、「負担能力に応 じた適切な負担をする公平な制度」にす

るための判断材料として、受診抑制が現状でどの程度あるのかという資料と、所

得に対して保険料がどのくらいの割合なのかを所得水準別保険制度別に示した資

料 を出 していただきたい。 (近
1藤

委員 )

4.医療サー ビス

(特段の意見な し)
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5.保健事業等

菫 ペナルティのような仕組みは廃止すべき。「新たな制度の下でも、特定健診等

をより円滑に推進するための方策を講 じる」とあるが、これは新制度においては、

現役世代か らの高齢者医療の加算減算の仕組みを廃止 した上で、健診等を促進す

るための方策を設けるという理解でよいのか。 (小林委員 )

・ 健康診査等を市町村が責任を持つて行 う方がよいのかといつた点や、加算減算

の仕組みについては、もう一度検討すべき。 (三上委員 )

今後の検討等の進め方

制度設計 と財政スキームは、言わば一体のものであり、将来推計は制度の骨格

を議論するために必要なもの。これを抜きにしての議論は空疎。 (神 田委員)

医療費の将来推計は必要なことではあるが、人口が減少 し小規模な市町村が財

政的な危機や破綻を迎えることがはつきり出て くるだけである。そうした中、知

事会が努力をして、県と市町村の協力関係を作ることが必要である。 (宮武委員 )

検討事項に即 した財政影響の試算をタイム リーかつ幅広に示すべき。 (小林委

員 )

高齢者の医療費が大変大きいということをよく理解 していない高齢者もいるの

で、積極的に PRし て十分に理解を図るべき。 (樋 口委員 )

制度の運営全体をサポー トする「システムの完備と管理」ということを明記 し、

それには相当な時間と手間と準備がかかるといつたことにも触れ、そのためには

官民協力して、よりよいものをつくつていくということを是非発信 していく必要

がある。 (横尾委員)

「中間とりまとめ (案 )」 では多くの「引き続き検討する」事項があるが、こ

れをどう「中間とりまとめ」とするのか心配である。 (́見坊委員 )

「これか らの超高齢社会に対応するため、年齢によらず、同 じ所得なら、同 じ

保険料を納め、同じ給付を受ける制度とする必要があり、本改革案はその第=歩
である。本会議で提示された課題が今後、継続的に議論され、再構築に向けての

対応が早急になされることを望む。」といつた文面の挿入を検討 していただきた

い。 (池上委員 )

「中間 とりまとめ (案 )」 はここまでの議論を踏まえ、大きな制度改正の方向

性を示 したもの。この後議論を進める点がいろいろ残されているものについては、

「中間とりまとめ」以後の 9月 以降に詰めていく。 (岩村座長 )
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F新たな高齢者医療制度についての公聴会」

○ 新たな高齢者医療制度の検討に際 して、

ため、以下のとおり地方公聴会を開催し、
高齢者をはじめ国民の方々のご意見を丁寧に伺いながら進める

「中間とりまとめ (案 )」 へのご意見をいただいた。

の開催状況
22年 8月 20日

資料6
9

【日程 参加者数】

開催地 開催日 参加人数
意見提出者

当 日 事前 (※ )

８
月

開

催

九州ブロツク (福岡県) 8/2(月 ) 760名 181名 42名

北海道・東北ブロック (宮城県) 8/4(水 ) 423名 137名 43名

厚生労働省講堂 ※グループ討議 8/7(土 ) 78名 78名

近畿ブロック (大阪府) 8/10(火 ) 956名 272名 46名

※事前意見は、ブロツク内の広域連合に設置されている意見を聞く場や懇談会の委員等からいただいた。

※当日は、参加者数名 (福岡4名 、宮城5名 、大阪7名 )と 、直接意見交換を行つた。

【プログラム】                            、
○全体討議方式

口「高齢者医療制度改革の方向性」についての説明 (岩村座長)

・「高齢者医療卸1度改革のポイント」についての説明 (高齢者医療課長)

・「中間とりまとめ (案 )」 について、事前にいただいたご意見と厚生労働省の考え方を紹介

・「中間とりまとめ (案 )」 について、会場の参加者からご意見をいただき、座長及び厚生労働省と言見交換

※ 近畿ブロツクは山井政務官が出席

〇グループ討議方式
r「高齢者医療制度改革のポイント」についての説明 (高齢者医療課長)

・「中間とりまとめ (案 )」 について、13名 ×6グループのグループごとに議論
,各 グループからの意見発表
※ 長妻大臣、長浜副大臣、山井政務官が出席し、議論にも参加。

【意見内容】
別添の とお り。



1 制度改革全般

2 制度の基本的

枠組み

「新たな高齢者医療制度についての公聴会」に寄せられた御意見 (九州プロック)

御意見の概要

○後期高齢者医療制度の廃上に賛成。(計 5件 )

。後期・前期という名称を改めるべき。

○現行制度を継続すべき。(計 9件 )

・ 制度は定着しており、廃止は新たな混乱を招く。

・ 部分修正でよいのではないか。

・ 廃止すべきという意見が本当に多いのかι

010年 かけて検討した現行制度を、施行後すぐに改めることに疑間。(計 8件 )

。長期にわたって変更されない制度を確立すべき。

○もっと時間をかけて議論すべき。(計 4件 )

・ 2か月で最終とりまとめをすることは乱暴すぎる。

○一旦、老人保健制度に戻すべき。(計 9件 )

○医療保険制度全体の見直しを行うべき。 (計 9件 )

。社会保障全体 (年金・介護等)の問題として検討すべき。

○将来的な見通 しを持つて、制度を議論すべき。 (計 12件 )

・ 将来に向けた、数年ごとの年次計画を示すべき。

・ 理念をもった希1度 とすべき。

○財政・財源的な議論を先に行うべきではないか。(計 10件 )

・ 公費と負担のあり方を議論すべき。

○検討事項に即 した財政影響の試算を行うべき。 (計 3件 )

○「中間とりまとめ (案 )」 は良い点ばかりで、悪い点も示すべき。 (計 6件 )

○中間取りまとめ (案 )か らは制度の内容がわからない。(計 3件 )

・ 具体的内容が示されていない。

・ 全体像が見えない。

○政権交代に関係なく、長期的な視野で制度設計を行うべき。(計 3件 )

○改革会議のメンバーに、現役世代の代表が入つていないのではないか。(計 2件 )

○検討にあたつて現役世代の意見を十分に聞くべき。 (計 2件 )

○国民に現状を理解していただき、国民全体で考えるようにすべき。 (計 3件 )

・ 現実的な選択肢を示し国民に選択させるべき。

○医療を公的に支えるということから議論を行 うべき。

○改革の方向性 としては賛成。 (計 10件 )

・ 年金、税法等様々な制度と複合的に検討すべき。

・ 利点と問題点を踏まえている。

○高齢者も国保又は被用者保険に加入する仕組みに賛成。 (計 11件 )

。地域保険を国保に一本化する仕組みに賛成。

・ 高額療養費の算定等の問題が解消される。

○全ての医療保険を一元化すべき。(計 4件 )

・ 国を保険者とすべき。

・ 段階的に後期高齢者医療制度を前期、全年齢へ拡大し、被用者保険とも統合。

065歳 以上は、就労状況に関係なく全員国保へ加入させるべき。 (言+2件 )

○都道府県単位と市町村に運営が分かれる制度は複雑で分かりにくい。

○最終的な責任は国が負うことが明確な制度とすべき。 (言+2件 )



○障害を持つ高齢者を強制加入させるような制度にすべきでない。 (言+2件 )

○老健制度の問題点が再び生じるのではないか。

○国保と被用者保険に加入することで、高齢者間の保険料負担の不公平が生 じる。 (計

5件 )

・ 後期高齢者医療制度はそれ を解消す る目的が あったはず。

○形だけの改革で、何が現行制度より良くなるか分からない。 (言+3件 )

○安心して老後を送れる制度とすべき。(計 2件 )

○公平な制度とすべき。(計 3件 )

○簡易で分かりやすい仕組みとすべき。(計 4件 )

○将来に向けて持続可能な制度とすべき。

○保険というよりも、保障の理念による制度とすべき。(計 2件 )

3.国保の運営の

あり方

(1)財政運営

065歳 以上を対象に都道府県単位の財政運営とすべき。 (計 7件 )

・ 退職年齢や年金受給開始年齢と合わせるべき。

075歳 以上を対象に都道府県単位の財政運営とすべき。

・ 被保険者数が多いと、制度発足時の事務に支障が出るも       ′

。現行のシステムがそのまま利用できる。

○高齢者について都道府県単位の財政運営とすることに賛成。(計 4件 )

・ 市町村間の高齢化率の差を是正し、安定的な運営とした点を評価。

○国保の中で高齢者の財政運営を別にすることは反対。 (計 10件 )

・ 差別的取扱いは変わらない。

○広域化だけでは解決 しない、構造的課題の解決に向けた議論が必要。 (計 4件 )

・ 財政基盤は社会全体で考えるべき。

・ 国保により重い負担とならないようにすべき。

○全年齢について、都道府県単位の運営とすべき。 (計 10件 )

・ タイムスケジュールを提示すべき。

・ 今回の改正時に全年齢と対象として都道府県単位化すべき。

○国単位で運営を行うべき。 (計 3件 )

○国保が都道府県単位となれば、協会けんぱをはじめ被用者保険との統合もありうるの

ではないか。

○都道府県単位の運営を、65歳以上とした場合、75歳以上とした場合の財政の差を

明示すべき。 (計 2件 )

3 国保の運営の

あり方

(2)運営の仕組

み

○共同運営方式とするならば、責任と実務の分担を明確にすることが必要。 (計 7件 )

・ 健診事業は市町村が行う方が、きめ細やかな実施が可能。

○市町村が徴収率を踏まえて保険料を決めるのでは、県内一律の公平な保険料にならな

い。(計 4件 )

'現制度より後退するのではないか。

○市町村の徴収率によりヽ保険料に差を持たせることは公平と言える。

○都道府県単位の保険料は、医療供給体制の違う地域への十分な配慮が必要ではない

か 。

○市町村が保険料率を定める仕組みは、結局市町村に財政責任を負わせることになる:

○高齢者の給付事務をどの主体が行 うかによつて、市町村間又は世代間で給付に差が出

る。

○共同運営方式は市町村の業務増加につながる。 (言+3件 )

・ 高齢者 と現役世代の保険料を合算 して賦課する仕組みが複雑。
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3 国保の運営の

あり方

(3)運営主体

4 費用負担

(1)支え合いの

仕組み

・ 事務分担を分けることは非効率。

○高額療養費の給付事務は、どちらの運営主体が行うのか。

○運営主体は都道府県とすべき。(計 4件 )

・ 広域連合では権限と責任の点で限界がある。

・広域連合では行政経費を無駄に費やすこととなる。

○広域連合による運営は問題がある。(計 2件 )

・ 責任が不明確。

・ 県も市も責任がなく住民の意見が反映しにくい。

○広域連合を活用するべき。(計 5件 )

・ 短期間で円滑な移行を行う必要がある。

・ 現行システムを利用できる。

・国保と被用者保険の統合を考えると、広域連合が妥当。

○責任のある運営主体とすべき。

○運営主体が都道府県となる場合には、経験のある市町村職員の派遣が必要。

○基金の設置は必要。

・ 財政 リスクを軽減する必要がある。

○基金の財源をどのように確保するのか。 (計 2件 )

・ 都道府県ごとに、繰入額に差が出るのではないか。

○基金の必要性がよくわからない。

○制度移行により保険者の財政負担が増加 しないようにするべき。 (計 10件 )

・ 負担増を生じさせない方法を明確にすべき。

・ 国保の運営は厳しい状況であり、高齢者を受け入れられるのか。

○高齢者の負担を抑制する替わりに、誰がその分を負担するのか。 (計 6件 )

・ 医療費の増大が、現役世代の負担となるのではないか。

○公費、保険者、被保険者で公平に負担を分かち合うべき。(計 7件 )

・ 少子高齢化等の実態に応じたものとすべき。

○保険料を、納付金、支援金などの名目で、他の保険に充てることは問題。(計 2件 )

○高齢者医療費の負担害1合の明確化は、世代間や保険者間の対立を助長するのではない

か 。

○世代間の公平性を確保すべき。

・ 雇用が安定しない現役世代の仕送りに期待しすぎている。

○高齢者医療や介護の自然増について、税や支援金で支えることを当然とすべきでな

い 。

○保険者別の負担について、将来推計を出すべき。 (計 2件 )

○現役世代の負担に上限を設け、超える部分は公費で賄うべき。(計 2件 )

○投入可能な公費の額を示した上で、窓口負担や保険料額を検討すべき。

○財政調整の仕組みとしては、後期高齢者医療制度の仕組みを採るべき。

・ 費用負担の明確化という利点を残せる。

3_国保の運営の

あり方

(4)財政安定化

基金



○公費負担を拡充すべき。 (言+23件 )

・ 現役世代の保険料による支援は限界。

・ 国民皆保険を守り、持続可能な制度とするために不可欠。

O被用者保険を含め、65歳以上に 5割の公費を投入すべき。 (言+4件 )

〇現行程度の公費負担は維持すべき。 (言+2件 )

○安定した財源を明示・確保すべき。 (言+10件 )

・ 合わせて税制改革の議論を行うべき。

○負担抑制を公費で賄えるのか疑問。 (計 2件 )

○負担を上げないという理由で公費を投入すべきでない:(計 4件 )

・ 税による負担が増えるだけではないか。

○公費投入の具体的内容について明らかにすべき。 (計 8件 )

4 費用負担

(2)公費

4 費用負担

(3)高齢者の保

膨ミ米斗

○医療費の伸びによる保険料の将来推計を示すべき。 (計 3件 )

○11度移行により保険料負担が増加するのではないか。(計 3件 )

・ 現役で働 く収入の高い高齢者が被用者保険に加入 し、国保の負担が上がる。

・ 被用者保険の被扶養者の保険料負担が無くなる。

○高齢者も負担能力に応じた負担をすべき。(計 7件 )

・ 9割軽減等は残すべき。

・ 医療費の増加に伴い、保険料が上昇するのはやむを得ない。

○被扶養者であつても保険料を負担すべき。(計 10件 )

・後期高齢者医療制度で改善された高齢者間の不公平が再び生 じる。

・被扶養者にも均等割 りを設けるべき。

○保険料の算定は、全年齢で同じ方法・金額とすべき。(計 7件 )

○保険料の算定は、全国で一律とすべき0

0保険料は個人単位での賦課・徴収とすべき。 (計 4件 )

・ 高齢者分の保険料額が分からなくなる。

○世帯単位での保険料納付や、被扶養者の負担をなくすることは評価できる。

○世帯主が高齢者の保険料も支払うこととなり、収入の低下が懸念される。 (計 5件 )

・ 年金天引きが行えなくなることが問題。

〇年金天引きを標準とすることに疑間。 (計 2件 )

。年金収入は生活費として使えるようにすべき。

〇年金天引きを推進するべき。

・ 経費の削減額を示して同意を求めるべき。

・ 義務化しなければ、収納率の低下に繋がる。

○高齢者の負担を軽くしすぎている。 (言+3件 )

・高齢者の保険料による負担割合をもつと上げるべき。

・ 保険料の伸びを現役世代よりも抑える必要はない。

○軽減措置の見直しは慎重に行うべき。

○保険料の上限額を引き上げるべき。 (計 2件 )

〇世帯主が保険料を払つた場合、世帯員の高齢者は社会保険料控除が受けられないので

は な い か 。



4 費用負担

(4)現役世代の

支援

○現役世代の負担が過重なものとならないようにすべき。(言+11件 )

・ 持続可能な支えられる仕組みにするべき。

○被用者保険間では、総報酬割による仕組みとすべき0(言+6件 )

。加入者害|は体力の弱い保険者が負担を重 く感 じることになり不公平。

・ 公費の拡充が前提。

○国保と被用者保険間では加入者割とすべき。 (計 2件 )

○負担額の計算方法が複雑であるため、もっとシンプルな仕組みとすべき。

○支援金にも率ではなく、額による上限額を設けるべき。(計 4件 )

〇高齢者医療給付費の負担害1合 の明確化を維持すべき。

○被用者保険の負担が過重となつている視点が欠けている。

○被用者保険と国保の所得補足が異なることについて検討する必要がある。

○高齢者の窓口負担は無料化すべき。 (計 9件 )

・ 低所得の方は負担をなくすべき。

○凍結されている70～ 74歳の負担は 1割 とすべき。(計 3件 )

070～ 74歳の負担割合の凍結を解除すべき。

01割負担と3害1負担の中間に、 2割負担を設けるべき。

○各市町村が行つている助成等は残すべき。

O基準収入額の判定は総所得で行うよう見直すべき。

○高額療養費の世帯限度額の設定について、十分に検討すべき。(計 2件 )

○費用負担の議論の前に、安心して医療が受けられる制度とすべき。(計 2件 )

○制度上と、医療の必要性の観点から、医療サービスの内容の検討が必要。

○診療報酬は全体として抑制すべき。 (計 3件 )

○医療の内容にも合理的な制約を課すべき。

・ 負担と受益のバラ.ン スをとる必要がある。

○医療費の抑制は行うべきでない。(計 3件 )

・ しわ寄せが医療機関に来ないようにするべき。

・ 他の先進国並みの医療費を確保するべき。

○療養病床の必要性も併せて考えるべき。 (計 3件 )

・ 施設に入居できない医療難民を出さないようにすべき。

・ 介護施設の増設と合わせて検討すべき。

○在宅医療を受けやすい環境を整備すべき。(計 3件 )

・ 不必要な入院は医療費の増加を招く。

○かかりつけ医を持つことは重要だが、そのことにより希望する医療の提供が阻害され

ないようにすべき。

○延命治療の有無や自分の死に対する考え方などを意思表示させるようにすべき。

4 費用負担

(5)高齢者の患

者負担

5.医療サー ビス



6 保健事業等 ○保健事業を拡充するべき。 (言+4件 )

・ 老人クラブ等と連携して実施してはどうか。

・ 各保険者の健診実施を義務化すべき

○特定健診・特定保健指導のあり方を再検討すべき。 (言+4件 )

。 目標数値達成は困難な状況にある。

・ 被保険者のニーズに合わない。

・ 保険者が積極的でない状況を改善する必要がある。

○現行の加算・減算のようなペナルティの仕組みは廃止すべき。(計 3件 )

・ 協会けんぱは、保険者と事業主の関係が薄いため、効率的な展開が難 しい。

○保険者機能を発揮しt医療費の効率化に取り組める仕組みとすべき。 (計 3件 )

・ 広域化すると保険者機能の発揮が難 しくなる。        .

○医療費の適正化だけでなく、健康を保持する有効性の面を示していくべき。

○医療費が増加する理由や、その抑制方法について、十分に検討するべき。

○高齢者の地域での生活安定が健康の維持に繋がる。

O医療費低下につなげるため、健康診査の未受診者のペナルテイを設けるべき。

○後発医薬品の使用促進など、医療費の適正化に取 り組むべき。 (計 2件 )

○後発医薬品の使用は医師の判断によるものであり、財政問題で議論すべきでない。

7 新制度への移

行

○市町村や都道府県単位の運営主体の準備を行う期間が十分に確保できるようにすべ

き。 (計 6件 )

・ 移行スケジュールを早期に示すべき。

・ 施行通知等、早期の情報提供を行うべき。

・ システム改修の概要を早期に示すべき。

○事前の広報等を十分に行う必要がある。 (計 3件 )

・ 後期高齢者医療制度施行時の反省を踏まえるべき。

・ 被保険者への早期のきめ細かい周知が必要。

・ 市町村、各保険者だけでなく、国は責任をもって周知を行うべき:

○移行事務について、十分に検討するべき6(計 5件 )

・ 被用者保険に移す事務が、本人や事業主の負担とならないようにすべき。

・ 個人の特定に誤 りがないようにすべき。

oシステム改修について、十分に検討・取組を行うべき。(計 4件 )

・ 改修に係る費用について検討を行い、全額国が負担すべき。

その他 ○改革会議や公聴会は形式的であり、もつと幅広く意見を聴取すべき。 (計 7件 )

○資格証を発行 しないのは、公平性の観点から疑問。

○資格証について、新たな制度ではどう対応するのか。(計 3件 )

○保険料の滞納による、短期証や資格証の仕組みは廃止すべき。 (計 3件 )

○社会保障制度についての基礎知識を、学校教育で身につけさせるべき。

○生活保護世帯も窓口負担を行うべき。

○広域連合の議員に一般市民もなれるようにすべき。  他数件



「新たな高齢者医療制度についての公聴会」での意見交換概要 (九州ブロック)

意見発表を行つた方 4名
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○ 東 京都練 馬 区

在 住 の 40代

男性

●岩村座長

●厚生労働省

(吉 岡高齢 者 医

療課長 )

が大きくなるため、納得のいく拠出水準となるのか。現役世代の意見も十分に聞いて

|ま しい。

高齢者の医療給付費の財源の負担割合は、公費 5割、現役世代からの拠出金 4割、

高齢者の保険料 1害1と なつているが、新たな制度でもこれだけの負担をしなければい

けない理由を、納得いくように示 してほしいき

高齢者でも負担能力のある方には、より大きく負担 していただく方法もあると考え

るが、.高齢者の保険料の伸びが現役世代の伸びを上回らないことにすることについ

て、 6原則には含まれていないが、そこまでする必要があるのか。

高齢者のリスクを現役世代に回さず、効果的な公費の増額をしてほしい。

改革会議では、現役世代の代表である日本経団連、連合、健康保険連合会、全国健

康保険協会からご意見をいただいており、中間とりまとめ (案 )はそれらも踏まえて

とりまとめている。

財源の負担割合については、旧老健制度において、老人医療給付費に対し多額の拠

出金を出している被用者保険から明確にして欲 しいと強い希望があつたことも踏ま

え、現行制度では5:4:1と 明確化を図つたもの。そのため、新たな制度について

も負担の明確化を維持 したい。

現役世代の拠出金の負担は、高齢者の人口が増えることでも、現役世代の人口数が

減ることでも増加するため、高齢者と現役世代とで負担の増加分を公平に分かち合う

仕組みも設けることとしている。

後期高齢者医療制度における財政安定化基金の財源は、1/3が国費、1/3が都

道府県費、1/3が高齢者の保険料としており、被用者保険からの拠出金は財源とし

ていない。このように、現役世代の拠出金にしわ寄せすることなく、高齢者の保険料

の伸びを抑えることが必要と考えている。

新たな制度の下で公費の増加を図ることができるよう、年末まで財政当局と協議 し

ていく。

・ 後期高齢者医療制度の廃上には賛成。現行制度の問題点は、75歳 に到達すると別

の独立 した保険に入ることや、一人ひとりに保険料の負担があることだが、新たな制

度では改善されている。

'市町村国保の財政運営は苦しいため、都道府県単位の運営に広域化することに賛成。

・ 今後、高齢化が進むにつれて高齢者の医療費は増大することとなるため、大幅な保

険料の負担増を生じないようにするためには、公費の投入など、実際にどこが財源を

負担するのかを考える必要がある。

・ 新たな制度については、理念を持って長続きするようなお1度 と t′ てほしい。
―

上

○ 福 岡 県筑 十野

市 在 住 の CO

代女性

●厚生労働省 今回いただいたご意見の中には、「ようやく定着 してきたのに、なぜ後期高齢者医



(吉 岡高 齢者 医

療課長 )

後期高齢者医療制度の良い点として、今まで市町村ごとに制度運営していたものを、

広域連合による事務の集約化・効率化で、トータルコス トの低減を目指してし`たと認

識 している。新たな制度では、賦課業務や、資格・給付、保健事業等は市町村となり、

後期高齢者医療制度以前に戻すような形になるため、行政効率が非効率になるのでは

ないか。

新たな制度の検討を進めていく中で、ね じれ国会にはどう対応 していくのか。スケ

ジュール通りにいくのかL    ・

国保の全年齢を対象にした都道府県単位の広域化については、できるだけ早く行う

との説明であるが、具体的な目途があれば教えて欲しい。

・ 現行制度においても、都道府県単位の広域連合と市町村が共同で事務を行う仕組み

となつている。新たな制度では、現在は広域連合が行つている保険料の賦課について、

市町村に行つていただく必要があると考えている。

。 すなわち、後期高齢者医療制度においては、市町村は徴収した保険料をそのまま広

域連合に納めるだけで、市町村の努力が反映されない仕組みとなっている。後期高齢

者医療制度は99%の高い収納率があるものの、全国平均88%の収納率の国保であ

れば、国保の財政への影響が懸念される?

・ このため、都道府県単位で標準保険料率を定め、最終的には市町村の収納率をもと

に標準保険料より前後 した保険料を設定できることとし、市町村が努力して収納率を

あげれば、その市町村の住民の保険料を低 く設定出来るようなインセンティブが働く

仕組みを考えている。

・ 具体的な業務分担については、現場で実務を担つている市町村などの方々と意見交

換を重ねながら決めていく。

・ 今後の対応については、年末までによりよい制度の案を作り上げて国会べ提案し、

できるだけご理解をいただけるよう最善の努力を尽くしていく。

・ 全年齢での国保の都道府県単位化の時期については、中間とりまとめ (案 )に おい

て、全国一律の時期を定めるべきという意見と、合意された都道府県から順次行うベ

きという意見の両論を併記しており、年末までに具体的に決定する。

020代 男性

●厚生労働省

(吉 岡高 齢者 医

療課長 )

療制度を廃止するのか」という意見もある。しか し、意識調査の結果をみても、廃止

すべきとの意見が多数である。新たな制度は、後期高齢者医療制度の問題点は改める

とともに、利点は残 したよりよい制度とす る。

高齢者の医療費を支えるものは、窓口負担、高齢者の保険料、現役世代か らの拠出

金、公費の 4つ しかない。これ らをどのように組み合わせて支えてい くかは、その時々

の状況の下で、国民の合意により決めてい くことが必要。

○ 大分 県別府 市

在 住 の 60代

男性

費用負担の話が多いが、それ以前に、高齢者にどのような医療や介護サー ビスを提

供するかが重要ではないか。例えば、介護療養病床は数を増や し、入院 した くてもベ

ッ ドが無いという状況は防ぐべき。

費用については、日本における考え方として、子供が親の面倒をみて、収入が少な

ければその分を補填するということが重要。日本に生まれてよかつたと思える医療制

度を作つて欲しい。

●厚生労働省 医療と介護をどのような形で提供すべきかについては、入所施設の方がよいと考え



(唐澤審議官 )

●岩村座長

る人や、ご自宅の方がよいと考える人もいる中で、自分の生き方をご本人に選んでい

ただけるようなサービスの形やシステ∠、を作つていくことが必要。医療と介護が連携

したサービスの仕組みのあり方について検討を始めることとしており、診療報酬の改

定、介護報酬の改定、介護の地域包括ケア体系と併せて議論していきたい。また、介

護療養病床を廃止することについては、現在、計画を凍結中であり、今後の方針につ

いて、さらに検討していく。

医療や介護をどう提供するかが重要性であることは、改革会議のメンバーも十分承

知 している。その議論をするためには、前提として、それを支える費用負担のメカニ

ズムを考える必要がある。

医療と介護の連携は共通認識であるが、どのように連携するかは今後議論が必要で

あり、診療報酬と介護報酬の同時改定に向けて議論していく必要がある。



「新たな高齢者医療制度についての公聴会」に寄せられた御意見 (北海道 。東北ブロック)

御意見の概要

1 制度改革全般 ○後期高齢者医療制度の廃上に賛成。 (計 6件 )

・ 「後期高齢者」という名称はなくすべき。

○現行制度を継続すべき。(計 13件 )

・ 制度は定着しており、部分修正でよいのではないか。

・ システム改修等に多額の費用がかかるのではないか。

・ 年齢による区分は合理的で、良い制度である。

・ 廃止すべきという意見が本当に多いのか。

010年 かけて検討した現行制度を、施行後す ぐに改めることに疑問。 (計 5件 )

○もつと時間をかけて議論すべき。 (計 6件 )

○二旦、老人保健制度に戻すべき。(計 2件 )

○医療保険制度全体の見直しを行うべき。 (計 4件 )

・ 医療費の適正化等との一体的な議論が必要。

・ もう少し踏み込んだ改革を行うべき。

○政権交代に関係なく、長期的な視野で制度設計を行うべき。 (計 4件 )

○将来的な見通 しを持つて、制度を議論すべき。(計 4件 )

・ 10年、20年後に維持できる制度が必要。

○財政・財源的な議論を先に行うべきではないか。 (計 2件 )

○検討事項に即した財政影響の試算を行うべき。(計 5件 )

○将来的な方向性を明らかにすべき。 (計 2件 )

・ 将来に向けた、数年ごとの年次計画を示すべき。

○中間取 りまとめ (案)か らは、全体像が見えない。 (計 2件 )

2 制度の基本的

枠組み

○改革の方向性としては賛成。 (計 10件 )

・ 利点と問題点を踏まえている。

○高齢者も国保又は被用者保険に加入する仕組みに賛成。 (計 13件 )

・地域保険を国保に一本化する仕組みに賛成。

○家族関係や医療保険の連続性を考慮した制度とすべき。 (計 2件 )

○都道府県単位と市町村に運営が分かれる制度は複雑で分かりにくい。 (計 5件 )

○老健制度の問題点が再び生じるのではないか。 (計 3件 )

・ 世代間の負担割合が不明確になるのではないか。

○全ての医療保険を一元化すべき。(計 7件 )

・ 国を保険者とすべき。

・ 年齢や職域で区別すべきでない。

・ 国保が都道府県単位化すれば、協会けんぱ等との統合がしやすい。

○一定の年齢区分は必要。(計 4件 )

。負担の明確化を図る必要がある。

・ 差別ではなく特別の措置であり、高齢者の意識改革が必要。

・ 高齢者を独立した制度とし、国民全体で支える意識を持つことが必要。

○退職者も被用者保険グループで支える仕組みとすべき。(計 3件 )

・ 生涯を通じた健康管理で、保険者機能を発揮できる。

○国保と被用者保険の保険料格差が生じることは問題。

○国保を都道府県単位化するのであれば、国保組合もそれに加わるべき。

○本人は被用者保険に加入し、その被扶養者は国保に加入させることは避けるべき。
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3 国保の運営の

あり方

(1)財政運営

3 国保の運営の

あ り方

(3)運営主体

065歳 以上の障害者の扱いについて検討するべき。

○最終的な責任は国が負うことが明確な制度とすべき。(計 4件 )

○介護保険と連携できる制度とすべき。 (計 2件 )

○安心して老後を送れる制度とすべき。 (言+6件 )

・ 低所得者に優 しい制度設計とすべき。

。高齢世帯について考慮すべき。

・ 将来的に保険料の上昇が予想されることにどのように対応するのか。

○簡易で分かりやすい仕組みとすべき。(計 4件 )

○将来に向けて持続可能な制度とすべき。(計 4件 )

○保険運営に被保険者が参加できるような仕組みとすべき。(計 2件 )

065歳 以上を対象に都道府県単位の財政運営とすべき。 (計 17件 )

・ 退職年齢や年金受給開始年齢と合わせるべき。

・ 全年齢での都道府県単位化につながる。

○国保の中で高齢者の財政運営を別にすることは反対。 (計 8件 )

・ 差別的取扱いは変わらない。

○高齢者について都道府県単位の財政運営とすることに賛成。(計 4件 )

・ 現行制度で安くなつた保険料を再び高くしないでほしい。

・ 財政基盤の安定化が必要。

O全年齢について、都道府県単位の運営とすべき。(計 6件 )

。都道府県単位への移行については、期限を定めて全国一律に行うべき。

・ 平成 25年度から全年齢を対象として都道府県単位化すべき。

○国単位で運営を行うべき。 (計 2件 )

○安定的な財政運営基盤を築くべき。 (計 3件 )

○共同運営する仕組みは、責任が不明確。(計 3件 )

・ 一貫した効率的な保険者機能の発揮が難しい。

○共同運営方式とするならば、責任と実務の分担を明確にすることが必要。 (言+3件 )

○財政運営を都道府県とした場合でも、保険料の徴収や、保健事業等は市町村が担うベ

き。 (計 2件 )

○共同運営方式では、互いに人事交流を行い、連携を深めていくことが必要。

○市町村が徴収率を踏まえて保険料を決めるのでは、県内一律の公平な保険料にならな

い。 (言+34牛 )

○運営主体は都道府県とすべき。 (計 5件 )

・ 医療費適正化計画を行うものであるため。

・ 人的協力を受け、広域連合のノウハウを活かせば実施可能。

・ 現在は県の関わ りがなく無責任。

○広域連合による運営は問題がある。 (計 4件 )

・ 責任が不明確。

・ 住民の意見が反映出来ない。

○広域連合による運営で問題ない。 (計 2件 )

○都道府県が積極的に関わる仕組み とするべき。

・ 市町村との連携の強化が必要。

3 国保の運営の

あり方

(2)運営の仕組



3_国保の運営の

あり方

(4)財政安定化

基金

4 費用負担

(1)支 え合いの

仕組み

4 費用負担

(2)公費

4 費用負担

(3)高齢者の保

険料

○基金の安定的な運用が重要。

○基金の財源をどのように確保するのか。 (計 2件 )

○制度移行により保険者の財政負担が増加しないようにするべき。 (言+13件 )

・ 負担増を生じさせない方法を明確にすべき。

・ 国保の運営は厳 しい状況であり、高齢者を受け入れられるのか。

○高齢者の負担を抑制する替わりに、誰がその分を負担するのか。 (計 5件 )

・ 医療費の増大が、現役世代の負担となるのではないか:

○現役世代の負担に上限を設け、超える部分は公費で賄うべき。(計 3件 )

○高齢の被扶養者の保険料を徴収 しないことになれば、被用者保険の負担増となるので

はないか。(計 4件 )

○公費、保険者、被保険者で公平に負担を分かち合うべき。(計 3件 )

○保険者別の負担について、将来推計を出すべき。 (計 3件 )

〇世代間の公平性を確保すべきであり、高齢者を優遇しすぎている。

○現行の前期財政調整の仕組みを75歳以上にまで拡大すべき。

○現行の前期財政調整の仕組みは問題がある。

○支援の仕組みが不安定かつ説得力のないものに戻つた。

○高齢化の進展に伴い、医療費の高齢者と現役世代の負担割合をスライドさせる仕組み

は維持するべき。   ・   ・

○公費負担を拡充すべき。 (計 21件 )

。現役世代の保険料による支援は限界。

・ 持続可能な制度とするために不可欠。

・ 国保法等改正法案の附帯決議を実行するべき。

○被用者保険を含め、65歳以上に 5害1の 公費を投入すべき。(計 13件 )

○被用者保険に加入する高齢者にも公費を投入すべき。 (言+2件 )

○現行程度の公費負担は維持すべき。 (計 3件 )

○安定した財源を明示・確保すべき。 (計 11件 )

・ 消費税を引き上げるべき。

・ 合わせて税制改革の議論を行うべき。

○公費の増加を増税で賄うべきではない。 (計 2件 )

○負担抑制を公費で賄えるのか疑問。 (計 7件 )

○負担を上げないという理由で公費を投入すべきでない。 (計 2件 )

・ 税による負担が増えるだけではないか。

・ 借金が増えるだけではないか。

○公費投入の具体的内容について明らかにすべき。 (計 2件 )

・ 公費の4:1:1の 負担割合は、新制度ではどうなるのか。

○制度移行により保険料負担が増加しないようにすべき。 (計 8件 )

○高齢者も負担能力に応じた負担をすべき。 (計 6件) _
・ 医療費の増加に伴い、保険料が上昇するのはやむを得ない。

○被扶養者であつても保険料を負担すべき。 (計 4件 )

・ 国保と比べて不公平。

・ 支える側の理解が得られない。

○保険料の算定は、全年齢で同じ方法・金額とすべき。(計 4件 )

０
４



Γ

Ｉ

Ｉ

○シンプルで公平な保険料負担とすべき。 (言+3件 )

○障害者、低所得者等の保険料を軽減するべき。 (言+2件 )

○医療費の増加に応じて保険料も上昇する仕組みは問題。 (言+6件 )

○医療費の伸びによる保険料の将来推計を示すべき。 (言+2件 )

〇世帯単位での保険料納付や、被扶養者の負担をなくすることは評価できる。

○保険料は個人単位での賦課・徴収とすべき。(計 3件 )

・ 医療のための負担を高齢者も自覚するべき。

○世帯主が高齢者の保険料も支払うこととなり、収入の低下が懸念される。 (計 5件 )

。年金天引きが行えなくなることが問題。

○保険料を納付している者と滞納者との不公平感を解消できる制度とすべき。(計 2件 )

・ 市町村の徴収努力だけに頼るべきでない。

○都道府県単位とする場合、保険料収納のインセンティブが働く仕組みを検討すべき。

(計 2件 )

〇年金天引きを推進するべき。(計 2件 )

。公平な負担方法である。

・ 世帯員である高齢者についても、年金天引きを行うべき。

〇年金天引きは問題。(計 2件 )

・ 希望者のみ天引きを行う仕組みとすべき。

○高齢の世帯主の年金から、世帯員の分の保険料も天引きすることになり、混乱が生じ

るのではないか。

○現役世代と高齢者の保険料上限が 1本化され、保険料負担が減少することは問題では

ないか。

○保険料の上限額を引き上げるべき。

○高齢者の窓口負担は無料化すべき。 (計 4件 )

・ 80歳 以」■は無料化。

065歳 以上は 1害1負担とすべき。 (計 3件 )

○凍結 されている70～ 74歳の負担は 1割 とすべき。 (計 3件 )

070～ 74歳の負担割合の凍結を解除すべき。

03害1負担 (現役並み)は重すぎる。 (計 5件 )

′
・ ―割負担との差が大きすぎる。

O高齢者の窓口負担割合は統一すべき。 (計 4件 )

。 現役並み所得者は、その分の保険料を徴収すれば良い。

○負担区分の判定等は個人単位で行 うべき。 (言+2件 )

○現役世代の負担が過重なものとならないようにすべき。 (計 14件 )

・ 現役世代の負担の現状を高齢者に理解してもらうべき。

・ 協会けんぱの保険料率が高すぎる。

○被用者保険間では、総報酬割による仕組みとすべき。 (計 13件 )

・ 加入者割は体力の弱い保険者が負担を重く感じることになり不公平。

・ 公費の拡充が前提。

○国保と被用者保険間では加入者害1と すべき。 (計 5件 )

○負担額の計算方法が複雑であるため、もつとシンプルな仕組みとすべき。

○財源率等による上限を設け、毎年の金額の変化を制限する仕組みとすべき。

○支援金にも率ではなく、額による上限額を設けるべき。

○国保の所得補足は完全ではなく、被用者保険の負担が重いのではないか。

4.費用負担

(4)現役世代の

支援

4 費用負担

(5)高齢者の患

者負担
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・ 負担軽減のための世帯分離が横行し、時代に合わない。

○高額療養費の仕組みをもつと周知すべき。

○高額療養費の充実による、所得の再配分機能の強化に賛成。

医療サー ビス ○安心して医療が受けられる制度とすべき。 (言+5件 )

○医療費抑制を目的とした医療体系はやめるべき。

075歳 という年齢による診療報酬体系が廃止されたことは良い。

○医療費増加の要因は、安易な投薬にあるため、レセプ ト点検の強化を行うべき。

○診療報酬は全体として抑制すべき。

・ 地域の中核病院等への重点配分は行つてもよい。

○在宅医療や医療連携を推進するべき。

○歯科医療サービスを推進するべき。

6.保健事業等 ○保健事業を拡充するべき。 (計 12件 )

・ 各保険者の健診実施を義務化すべき。

・ 健康作りの意識を持たせるような取組を行うべき。

・ 民間 (他保険者)の ノウハウを取り入れるべき。

○特定健康診査による医療費適正化の取組を推進するべき。

・ 特定保健指導の利用者が多い事業所に補助を行うなど、被保険者が指導を受け

るインセンティブが働く仕組みが必要。

○人間 ドックやがん対策を充実すべき。 (計 3件 )

○現行の加算・減算のようなペナルテイの仕組みは廃止すべき。 (計 6件 )

・ 協会けんぱは、保険者と事業主の関係が薄いため、効率的な展開が難 しい。

○保険者機能を発揮し、医療費の効率化に取り組める仕組みとすべき。 (計 4件 )

・ 健診者を休日も派遣するなど、受診率向上に向けた支援が必要。

・ 適IE受診や後発医薬品の広報に努めるべき。

○後発医薬品の使用促進のため、国として医療提供側への強制力を持つた対応が必要。

○被用者保険の保険者が行う保イ建事業と、自治体が行う健康作り事業の連携が必要。

○都道府県単位の財政運営となる場合、市町村がきめ細かい保健事業を行えるのか。

7 新制度への移

イ予

○市町村や都道府県単位の運営主体の準備を行う期間が十分に確保できるようにすべ

き。(言+54牛 )

・ 移行スケジユールを早期に示すべき。

・ システム改修の概要を早期に示すべき。

○事前の広報等を十分に行う必要がある。|(計 4件 )

・ 被保険者へのきめ細かい周知が必要。

・ 被用者保険への移行手続で混乱を生じさせないようにするべき。

○被保険者の市1度移行に伴う手続が円滑に行える方法を検討するべき。

oシステム改修に伴う費用負担について検討すべき。(計 4件 )

・ 改修に係る費用は全額国が負担すべき。     (

oシステム改修等について検討されている点は評価できる。

8 その他 ○公聴会は形式的であり、もつと幅広 く意見を聴取すべき。

○資格証を発行 しないのは、公平性の観点か ら疑問。

○保険料の滞納による、短期証や資格証の仕組みは廃止すべき。 (計 2件 )

○異動手続等の事務が複雑になるおそれがある。

○高額療養費等の事務処理の仕組みをシンプルにすべき。

○電算システムで運用することを前提として制度設計すべき。  他数件
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「新たな高齢者医療制度についての公聴会」での意見交換概要 (北海道・東北プロック)

意見発表を行つた方 5名

意見交換の概要

○ 宮城 県仙 台市

泊三イ主(Dフ 0イt

男性

0厚生労働省

(吉 岡高齢者 医

療課長 )

○ 宮城 県仙 台市

在住 の 60代

男性

●厚生労働省

(吉 岡高齢者 医

療課長 )

○宮城 県仙 台市

在住 の 40代

基本的な方向性や、財政運営を都道府県単位に移行させることについて賛成。後期

高齢者医療制度は、年齢による差別や、コス ト万能主義により制度が運用されている

ことに悪評があるため廃止すべき。また、セーフテイネットは分母が大きい方が、よ

り有効性が高く安心感がある。

広域化に一定期間を要する中で、年齢差別が維持されるのではないか心配。全年齢

の保険料率の設定方法について明らかにしながら、段階を踏んで進めてほしい。

後期高齢者医療制度の施行時に、全国的には国保から移られた多〈の方の保険料が

安くなり、格差が 5倍から2倍に縮小した。単純に市町村国保に戻ると、多くの方の

保
.険

料が上がり、格差もまた広がることになるため、高齢者の方については、都道府

県単位の財政運営が必要。

国保の財政基盤を考慮すると、次の段階として、全年齢での都道府県単位の財政運

営が必要である。移行手順については、期限を区切つて全国一斉に全年齢で都道府県

単位化していく考え方と、合意ができた地域から移行していく考え方があり、年末ま

でに決定する。

現行制度は、最良の制度と国が地方に押しつけて始まった。75歳で切って別な制

度に移ることや名称の問題について地方から声を上げたが、聞き入れてもらえなかつ

た。

現行制度は 10年の議論の末、ベターな制度として始まった。制度開始直前の度重

なる見直 しによる準備不足から、開始当初は混乱があつたが、現在では、地域の中で

しつかりと定着 している。問題点を部分的に改正すればよく、根本的に制度を変えな

ければならない理由が分からない。

制度発足前から広域連合や市町村に多大なご尽力をいただいた結果、現行制度につ

いて、一定の高齢者の方々にご理解をいただきつつある。

一方、先般実施した意識調査の結果、国民の44%が「高齢者だけを一つの医療制

度に区分することは適切でない」、「あまり適切でない」と回答 し、30%が 「適切で

ある」、「やや適切である」と回答している。また、有識者においても53%が 「適切

でない」、「あまり適切でない」という状況であり、今の制度に反対という方が多い。

10年余りの議論の中では、高齢者の医療費をどう賄うかという財政面の観点に重

きが置かれてきた。その中で、高齢者の方々を始めとした国民の方々のご意見を幅広

く聞く努力が不足していたことが、現行制度の問題として表れており、その反省を踏

まえ、今般、 2度の意識調査と、全国での公聴会を開催している。

一方、10年余りの議論の中で、制度改正に対応する様々な蓄積も形成されており、

新たな制度は、全てを変えるのではなく、良い点は維持し、問題点やご指摘いただい

ている点は改善するという前に進む改革である。

協会けんぽは、加入事業所の6割が5人未満という中小企業が占めており、標準報

酬も低い。加入者からはこれ以上の保険料率の引上げには耐えられないとの声が多く

ｒ
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寄せられている。現役世代、事業主の負担が過重なものにならないよう制度設計して

欲 しい。

・ 現役世代の支援について、公平性の観点からは総報酬割とすることが必要。協会け

んぽと佳保組合では、被保険者の標準報酬月額に差がある。加入者害1で は体力の弱い

保険者が負担をより重く感じることになり、公平ではない。

・ 特定健診の推進は、加入者の健康増進のために積極的に対応すべきだが、現行の加

算減算というペナルティの仕組みは廃止すべき。

・ サラリーマンである高齢者及び被扶養者が被用者保険に移ることになるが、保険者

の財政負担が増加 しないような軽減策が必要。

・ 全国健康保険協会 (協会けんぽ)の運営は大変厳 しく、今年度から健保組合等のご

支援をいただき、国からの補助を13%か ら16 4%に 引き上げたところ。市町村

国保と合わせて、負担には十分配慮して改革を行つていく。

・ 健保組合間では、保険料に 3倍の格差がある状況であり、負担が重い保険者の負担

を軽減できるよう、支援金は総報酬による按分に見直す必要がある。

。 現行制度ではヾ特定健診の実施状況により、高齢者への支援金を加算減算するとい

う制度がある。特定健診を各保険者が進めていくインセンティブとなるような対策は

引き続き必要であるが、加算減算という仕組みはなくす方向で検討している。

●厚生労働省

(吉 岡高齢者医

療課長 )

○ 宮城 県富谷 町

在 住 の 30代

男性

●厚生労働省

(吉 岡 高齢 者 医

療課長 )

●岩村座長

現在の健康保険制度は、世帯単位で制度が設計されており、負担割合や負担限度額

についても世帯で判定される。しかし、世帯分離を行つて負担を免れるケースもあり、

世帯単位という考え方自体が今の時代に合らてぃないと思われるため、個人単位の制

度設計に切り替える議論が必要ではないか。

電算システムについて、1現行制度今の切り替えの際は、準備期間が十分に確保でき

なかつた。システムの不具合から業務に支障が生じることもあり、新制度では細部に

わたって十分な検証を実施していただきたい。

世帯単位と個人単位のどちらにするかは、横 (高齢者間)の公平と縦 (世代間)の

公平のどちらを重視するかでもある。日本の医療保険はこれまで世帯単位の考え方を

採つてきたが、後期高齢者医療制度では初めて個人単位という考え方を導入した。

個人単位として高齢者の横の公平を確保し、同じ所得であれば同じ保険料となる仕

組みは、被用者保険の被扶養者だつた方に保険料の負担が発生することに理解が得ら

れず、今も保険料の 9割軽減を続けている状況にある。そのため、新たな制度では、

被扶養者の方の保険料負担をなくし、年齢での区分がない制度とする。

所得の高い子どもに扶養されている高齢者の方については、現在も公平の観点から、

保険料や窓口負担も適切な額を負担していただく必要があるため、個人単位として高

齢者の方だけで判定するのではなく、世帯主の方の所得と合わせて判定している。

制度が安定的に運営されるためにも、システムは万全なものである必要があるため、

今月末にはシステム検討会を発足させ、全国の市町村や広域連合の代表の方にも参加

いただき、現場の視点からシステム構築を前倒 しで進める。

世帯単位とイ国人単位のどちらにするかについては、改革会議でも議論があつたが、

1国 人単位にしたことで今回のF.l題が発生したことから、世帯単位という方向で進める

ことにしている。

電算システムについては、改革会議でも、極めて重要であるためよく議論すべきと
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市長会、広域連合から重ねて指摘があつた。中間とりまとめ以降の具体化の作業の中

で、常に気をつけて進めてい〈。

突き詰めると国民皆保険をどう維持するかであるが、これは、勤めていなくても加

入できるという市町村国保があつて成り立つているものである。国、都道府県、市町

村がそれぞれの役割を果たしていくことを前提として設計していかなければならな

い。

医療保険と介護を一つの制度にすることについては、色々なところからご指摘をい

ただいているが、成り立ちが異なつており難しい面もある。医療は長い歴史から、被

用者保険と国保という2つの保険によって成り立つておりt一方、介護保険は全国ど

こでも同じ仕組みで、医療保険のような所得格差の問題もない。

また、ケアプランの作成を含め、医療職、福祉職の関係についても、もう少し連携

が可能な形にしたいと考えている。

改革会議のメンバーの共通の思いは、国民皆保険の維持だと理解している。まずは

国が第一義的に制度設計、公費負担のあり方、医療体制の整備について役害1を 果たし、

都道府県、市町村の首長、議員、職員も皆保険を支えるために、事務も含めてご尽力

いただく必要がある。さらに、国民の方々にも、皆保険維持のためにご協力、ご支援

をいただ〈必要がある。

医療と介護の連携自体については改革会議で取り上げていないが、施設レベルにお

いても、在宅レベルでも、より緊密な形で連携する必要があると考えている。

0岩村座長
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「新たな高齢者医療制度についての公聴会」に寄せられた御意見 (近畿プロック)

1 制度改革全般

2 制度の基本的

枠組み

○高齢者も国保又は被用者保険に加入する仕組みに賛成。 (計 14件 )

○家族関係や医療保険の連続性を考慮 した制度となつている点は評価できる。

○一定の年齢区分は必要。 (計 3件 )

060歳 も被用者保険に加入する仕組みにする。 (計 1件 )

○高齢者にとつてわかりやすい、シンプルな制度にすべき。(計 7件 )

○老健制度の問題点が再び生じるのではないか。(計 4件 )

・高齢者間の保険料格差が生 じる。

・保険者の財政破綻の懸念が生じる。

・世代間の負担割合が不明確になるのではないか。

・国保の世帯主の負担増。

・国保の広域化には問題が山積 している。

○後期高齢者医療制度によつて保険料が平等になつたのに、元に戻るのではないか。

○高齢者医療制度の保険者は国とすべき。(計 2件 )

o全ての医療保険を一元化すべき。(言+9件 )

御意見の概要

○後期高齢者医療制度の廃上に賛成。(計 7件 )

○現行制度を継続すべき。 (言+17件 )

・制度は安定してきており、部分修正でよいのではないか。

・システム改修等に多額の費用がかかるのではないか。

・年齢による分離 `区分が差別的なのか疑間。

・廃止すべきという意見が本当に多いのか。

○将来に渡り持続可能な制度を実現すべき。(計 6件 )

○医療保険制度全体の見直 しを行うべき。 (言+5件 )

〇年金や介護などを含め、社会保障全体での検討を行 うべき。 (計 4件 )

○政権交代に関係な く、長期的な視野で制度設計を行 うべき。 (計 4件 )

○制度改正によるデメリットも率直に聞かせてほしい。

○検討にあたつて現役世代の意見を十分に聞 くべき。 (計 3件 )

010年 かけて検討 した現行制度を、施行後す ぐに改めることに疑間。 (計 4件 )

○もつと時間をかけて議論すべき。

○自助、共助、公助の価値が見いだせる医療保険制度にしてほしい。

○各保険者が継続可能な制度改革を望む。

○リスク構造調整の案をなぜもっと検討 しないのか。

○財政・財源的な議論を先に行うべきではないか。 (計 8件 )

○中・長期的な財政影響の試算を行うべき。 (計 5件 )

○医療費、給付費の将来推計を出すべき。(計 2件 )

○後期高齢者という名称は不適切。(計 2件 )

○新制度移行までの経過措置も十分考えるべき。

○引き続き検討としている項目が多いが、もう少し方向性を示してほしい (計 3件 )

○後期高齢者医療制度において、当初の制度設計とかけ離れた補正予算による軽減

措置が行われていることは問題。(計 2件 )

○制度移行により無駄になる費用を明らかにし、国民に認識 してもらうべき。

○新旧両制度の運営費の比較を明らかにすべき。

○中間取りまとめ (案 )か らは、全体像が見えない。 (計 フ件 )
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3.国保の運営の

あり方

(1)財政運営

'国 を保険者とすべき。

・年齢や職域で区別すべきでない。

・途中段階での国保一元化が必要。

・保険財源の確認が必要。一時的な財源確保では保険制度は破綻する。

○医療保険の一元化はせず、地域保険と職域保険の二本立てで国民皆保険を守るべ

き。 (計 6件 )

〇退職者も被用者保険グループで支える仕組みとすべき。 (言+2件 )

。生涯を通 じた健康管理でt保険者機能を発揮できる。

065歳 以上の高齢者についての独立した制度とすべき。(計 7件 )

・国民全体で高齢者医療を支える意識を持つことが重要。

○世帯単位の制度では、今後問題が生じるのではないか。

○国保と被用者保険の保険料格差が生じることは問題。(計 5件 )

○被扶養者の保険料負担がな くな り、高齢者間の公平性が図れなくなることについ

ては、財政調整の仕組みを明確に示すことで納得を得るべき:

○高齢者医療制度の改革であると同時に国保の改革であるという点を、国民に十分伝え

られていないのではないか。

○国保組合のあり方を見直すべき。

○現状分析を徹底 し、課題を抽出してほしい。(計 1件 )

・健保組合の赤字の現状分析及び 医療費の適正化の分析

○最終的な責任は国が負うことが明確な制度とすべき。

・国が財政責任を果たすべき。

○安心 して老後を送れる制度とすべき。 (計 4件 )

○形だけの改革で、何が現行制度より良くなるか分からない。

○医療費の適正化に向けた対応策がない。

○国民に現状を理解 していただき、国民全体で考えるようにすべき。

・現実的な選択肢を示 し国民に選択させるべき。

○被用者保険への移行が任意だとすると、安い保険料の制度を選べて不公平。

○非正規労働者の被用者保険への加入を進めるべき。 (計 2件 )

○任意継続被保険者制度は廃上 してはどうか。 (計 3件 )

060歳 からフ4歳までの特例退職者制度は継続 してほしい。(計 2件 )

・一定規模以上の組合には導入すべき

・助成について もみなお してほ しい。

○都道府県単位と市町村に運営が分かれる制度は複雑で分か りにくい。 (計 5件 )

065歳 以上を対象に都道府県単位の財政運営とすべき。(計 12件 )

・退職年齢や年金受給開始年齢と合わせるべき。

・ 65歳以上で医療費が増加 してお り、負担の明確化を図る必要がある。

○まずは 75歳以上を対象に都道府県単位の財政運営とすべき。

○都道府県単位の運営の対象を65歳以上とするか、75歳以上とするか、それぞ

れのね らいや問題点を明らかにすべき。 (言+2件 )

○高齢者について都道府県単位の財政運営とすることに賛成。 (言+2件 )

・市町村間の格差の是正が必要。

・財政基盤の安定化が必要。

○国保の中で高齢者の財政運営を別にすることは反対。(計 8件 )

・差別的取扱いは変わらない。

○高齢者について、国保の広域化が必要。 (計 6件 )
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。現行制度で安くなつた保険料を再び高くしないでほしい。

○全年齢について、都道府県単位の運営とすべき。 (言+7件 )

・平成 25年度の時点で実現を図るべき

・保険料の統一などの対応のため、必要な支援 (財政含む。)を行 うべき。

・直接移行 した方が、システム改修や資格管理の負担が少ない。

○国単位で運営を行うべき。 (計 5件 )

○国保を都道府県単位化するのであれば、国保組合もそれに加わるべき。

○国保を都道府県単位化する必要性が見えない (計 2件 )

・低所得者や高齢者の比率が高い市町村国保の構造的課題は解決できない。

○国保を広域化しても、国の負担が増えなければ加入者の負担は軽減されないのではな

いか。 (計 2件 )

○国保が都道府県単位になつた場合、市町村によつては今まで以上の保険料になるので

は な い か 。    ・

○広域化した場合、市町村独自の考え方が反映できなくなるのではないか。 (計 4件 )

・独自の減免制度等がなくなるのではなしヽか。

○安定的な財政運営基盤を築 くべき。 (計 5件 )

・国の責任で必要な財源は確保すべき

○全年齢での広域化に向けた、保険料算定方式の統一についてどのように行うのか。

○共同運営方式とするならば、責任と実務の分担を明確にすることが必要。(計 6件 )

・保険者機能を発揮できる仕組みとすべき。

○財政運営を都道府県とした場合でも、窓口業務、保険料の徴収、保健事業等は市

町村が担うべき。 (計 4件 )

。現場に最も近い市町村の役割が重視される。

○都道府県単位の運営主体と市町村が連携しやすい仕組みとすべき。

○市町村が徴収率を踏まえて保険料を決めるのでは、県内一律の公平な保険料にな

らない。(計 6件 )

・保険料め納付意欲が削がれる。

○同じ都道府県でも地域にようて医療の受けやすさが異なるので、同一の保険料で

は不公平ではないか。

○標準保険料率の仕組みに早急に対応できない市町村はどうするのか。

○国保を広域化すると、市町村窓口できめ細かい対応ができなくなる問題が出てく

るのではないか。

○市町村側に人的負担が多い様に思われる。    .
○都道府県単位か広域連合によつて保険業務の委託状況に変更が考えられるのか。

3 国保の運営の

あり方

(2)運営の仕組

み

3 国保の運営の

あり方

(3)運営主体

○運営主体は都道府県とすべき。 (計 13件 )

・広域連合は市民か らの認知度が低い。

・地域主権の観点か ら。

・保険者機能を発揮 しやすい。

○運営は広域連合が行うべき。 (計 7件 )

・ 市町村との連携・調整で、十分な機能を発揮 している。

・列挙されている問題点は説得力に欠ける。

○広域連合による運営は問題がある:(計 4件 )

・責任が不明確。

・住民の意見が反映出来ない。



3 国保の運営の

あり方

(4)財政安定化

基金

4.費用負担

(1)支 え合いの

仕組み

4 費用負担

(2)公 費

○都道府県ではなく、公法人が運営すべき。

○財源として余裕のない地方公共団体にしわ寄せが来ないように配慮してほしい。

基金の財源を現役世代に拠出させることのないよう、明確な拠出ルールを定めて

ほ しい。 (計 4件 )

基金への公費投入があるのか不安。

○制度移行により保険者の財政負担が増加しないようにするべき。(計 30件 )

・負担増を生じさせない方法を明確にすべき。

・被扶養者が戻つてくると、被用者保険は厳しくなるのではないか。

・国保の負担増については、国が負担するべき。

○高齢者の負担を抑制する替わりに、誰がその分を負担するのか。(計 3件 )

○高齢の被扶養者の保険料を徴収しないことになれば、被用者保険の負担増となる

のではないか。 (計 3件 )

○公費、現役世代、高齢者で公平に負担を分かち合うべき。 (計 5件 )

○高齢者の加入者数による財政調整は現実的でない。(計 6件 )

・協会けんぽなどでは、被保険者数や標準報酬月額の減少傾向がある。

○保険者からの拠出金・納付金を徴収せずt国庫負担のみで調整すべき。

○現役世代の保険料で支えることが必要ならば、被用者保険サイ ドから高齢者医療

制度の運営に関与できる仕組みを作るべきである。(計 3件 )

○高齢者の保険料は先充し、50%は公費、残りを支援金とする仕組みにすべき。

○前期財政調整している部分も75歳以上の負担の仕組みと同様にすべき。

○各保険者の運営実態を公表した上で、支え合いを行うべき。

○保険者別の負担について、将来推計を出すべき。

○公費負担を拡充すべき。 (計 63件 )

・現役世代の保険料による支援は限界。

・持続可能な制度とするために不可欠。

拠出金等に公費投入されれば、現行制度を変える必要はないのではないか
`

○被用者保険を含め、65歳以上に 5割の公費を投入すべき。 (計 28件 )

○被用者保険に加入する高齢者にも公費を投入すべき。 (言+3件 )

○安定した財源を明示・確保すべき。 (計 35件 )

消費税を引き上げるべき。

税制の抜本改革の議論も並行 して行うべき。

増税に繋がらないようにすべき。

○財政が逼迫 している中で公費の投入が実行できるのか疑間。 (計 3件 )

○現役世代の負担に上限を設け、超える部分は公費で賄うべき。 (計 11件 )

○公費の拡充については、地方への負担の押 しつけにならないようにしてほ しい。
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4 費用負担

(3)高齢者の保

険料

4 費用負担

(4)現役世代の

支援

○制度移行により保険料負担が増加しないようにすべき。 (言+10件 )

・高齢者全体としてだけでなく、個々の被保険者ごとでも。

○医療費の増加に応じて保険料も上昇する仕組みは問題6

0世帯単位での保険料納付や、被扶養者の負担をなくすることは評価できる。

O障害者、低所得者等の保険料を軽減するべき。 (言+3件 )

○高齢者も負担能力に応 じた負担をすべき。 (言+9件 )

。医療費の増加に伴い、保険料が上昇するのはやむを得ない。       
‐

・他の保険の保険料と整合性を保つべき。

・ただし低所得者には配慮が必要。

○被扶養者であつても保険料を負担すべき。(計 11件 )

・国保と比べて不公平。

・支える側の理解が得られない。

○保険料は個人単位での賦課・徴収とすべき。(計 4件 )

・保険料を世帯主に賦課することで、新たな滞納を招くおそれがある。

・被保険者の収入のみで判定すべき。

○保険料の算定は、全年齢で同じ方法・金額とすべき。(計 5件 )

○被保険者が理解し、納得されるシンプルな保険料算定式に改善すべき。(計 2件 )

・市町村国保も確実かつ安全に運用できる賦課方式を採用すべき。

・均等割の割合を増やすべき。

○保険料の上限額を撤廃あるいは引き上げるべき。 (計 4件 )

○現役世代と高齢者の保険料上限が 1本化され、保険料負担が減少することは問題

ではないか。

O納付方法は完全選択制にすべきではないか。(計 3件 )

〇年金天引きはやめるべき。

〇年金天引きを推進すべき。

・世帯員である高齢者についても、年金天引きを行えるようにすべき。

○世帯主が高齢者の保険料も支払うこととなり、収入の低下が懸念される。(計 7件 )

・年金天引きが行えなくなることが問題。

○保険料収納のインセンティブが働 く仕組みを検討すべき。

○保険料の減収分について、どのように補填するのか。     ｀

○者5道府県間の保険料格差を少なくすべき。(計 2件 )

○医療費の伸びによる保険料の将来推計を示すべき。

○給付が多い人と少ない人とで、保険料に差をつけるべき。

○保険料ではなく税でまかなうべき。

○現役世代の負担が過重なものとならないようにすべき。 (計 29件 )

・財政力の弱い健保組合の負担を軽減 してほしい。

・保険料負担の限界を見極める必要がある。

○被用者保険間では、総報酬按分による仕組みとすべき。 (計 18件 )

・人数割は体力の弱い保険者が負担を重 く感 じることになり不公平。

・公費の拡充が前提。

○総報酬割が適切な仕組みか検証すべき。 (言+2件 )

・所得税等で所得の再分配で調整されており、税制全体の中で検討すべき。

○国保と被用者保険間では加入者割とすべき。 (計 2件 )

○拠出金に上限を設けるべき。 (言+11件 )

○国保を支援するための被用者保険 (企業)の負担が重過ぎる。 (計 5件 )



4 費用負担

(5)高齢者の患

者負担

5 医療サー ビス

6 保健事業等

○現役世代からの支援の方法としては、後期高齢者医療制度と同じ方式が望ましい。

○報酬の高い健保等は協会けんぱの保険料率前後を水準 (下限)と した最低保険料

率を設定すべき。

○高齢者の窓口負担は無料化すべき。 (言+2件 )

○高齢者も応分の負担をすべき。 (言+11件 )

。世帯や個人の所得に応じた負担はやむを得ない。

“高齢者の窓口負担を上げるべき。

・年齢で区別しないのであれば、窓口負担も現役と同じにすべき。

065歳 以上は 1割負担とすべき。(計 2件 )

○凍結されている70～ 74歳の負担は 1割 とすべき。 (計 3件 )

・過大な負担割合は受診抑制による重症化を招き、かえつて医療費が増える。

01割 (一般)と 3割 (現役並み)の差が大きすぎる。 (言+2件 )

。中間の 2割負担を設けることはできないか。

○高齢者の窓口負担を上げるべき。(計 2件 )

○高齢者の窓口負担割合は、所得に関わらず統一すべき。(計 4件 )

・現役並み所得者は、その分の保険料を徴収すれば良い。

○負担区分の判定は個人単位で行うべき。(計 2件 )

・負担軽減のための世帯分離が横行し、時代に合わない。

○国保への移行によつて、高額療養費の自己負担限度額が増えることもあるのでは

ないか。

○入院と外来で差を設けるなど、メリハリをつけてはどうか。

○生活保護受給者からも窓口負担を求めるべきではないか。(計 2件 )

○安心 して医療が受けられる制度とすべき。

○かかりつけ医による定期的な受診を促進すべき。 (計 2件 )

○高齢者に対する医療サービスのあり方を提言 している点は評価できる。

○負担の引き上げか、サービスの切 り下げか、どちらかを選択するべき。

○高齢者医療に関する診療報酬を減額すべきではないか。

○高齢者に対する投薬や検査の無駄を排除すべき。 (計 4件 )

・終末期のあり方について医学教育や市民教育が必要ではないか。

・重複受診を控えるべき。

・医療の内容を実態に則したものとし、医療費の適正化を図るべき。

○療養病床の削減により、医療ケアが必要な人まで追い出されているのではないか。

○高齢者に対する医療費を適正化すべきではないか。 (計 10件 )

○保健事業を拡充するなど、疾病予防にもつと力を入れるべき。 (計 9件 )

。国保、協会けんぽの取 り組みの姿勢を改革すべき。

・人間 ドックやがん対策を充実すべき。

・医療費適正化に繋が り、費用対効果が大きい。

○保険者機能を発揮し、医療費の効率化に取り組める仕組みとすべき。 (計 6件 )

・制度別の給付費、保険料公費負担を分析し、適正化施策を実施すべき。

・地域保険と職域保険の 2本立てが望ましい。

・国保に加入する人が増大することで、保険者機能が発揮されるか不安。

○都道府県単位の運営主体と市町村が連携して健康づくりに取り組める仕組みとす

べき。 (言+2件 )

市町村がきめ細かい保健事業を行うインセンティプの仕組みがあるのか。
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○地域において、医療・保健・福祉のネットワークを構築するべき。

○保険者ごとに健診を実施するのではなく、自治体が 卜,タ ルな施策として実施す

るべき。

○高齢者の生きがい作 りを進めることが、医療費抑制につながる。

○健康保険組合は保険者機能を発揮 しており、医療費適正化に貢献 している。

○現行の加算・減算のようなペナルテイの仕組みは廃止すべき。 (計 5件 )

・協会けんぱは、保険者と事業主の関係が薄いため、効率的な展開が難 しい。

○医療費適正化計画による特定健診等の目標値を、各保険者の状況に応じたものに

見直すべき。

○医療費をあまり使つていない者には保険料を減額するなど、健康へのインセンテ

ィブを設けるのはどうか。(計 2件 )

○ レセプト審査を厳格化すべき。 (計 3件 )

・患者側も知識を高めるべき。

・医師の不正に対する罰則を強化すべき

フ.新制度への移

イ予

○市町村や都道府県単位の運営主体の準備を行う期間が十分に確保できるようにす

べき。(計 8件 )

・移行スケジユールを早期に示すべき

・システム改修の概要を早期に示すべき。

・ 2年では間に合わないのではないかと危惧する。

○事前の広報等を十分に行う必要がある。(計 6件 )

・現行制度施行時の反省を踏まえる必要がある。

・新制度移行時にも説明会を開催してほしい。

○新制度移行までのスケジユールをもつと早めてほしい。

○被用者保険への移行手続きがスムーズに行えるのか。

oシステム改修に伴う費用について検討すべき。

・改修に係る費用は全額国が負担すべき。

・現行のシステムを出来るだけ活用するべき。

8 その他 ○保険証を大きくしてほしい。

○被扶養者の定義について、被用者保険間でばらつきがないようにすべき。

○事業主の保険料負担について、収益・事業規模等を考慮すべきではないか。

075歳 以上の者については、高校生以下と同様に、資格証を交付しないこととす

るのか。

○高額療養費の完全現物給付化を実施してほしい。

○高額療養費の自動振込の仕組みは、一部負担金を支払わない被保険者にも支払い

が行われ問題ではないか。

○特定健康保険組合の新規参入を促進するような施策を講じるべき。

○主要都市ではなく、高齢者が多い地方都市で公聴会を行うべきではないか。

O ICTを 活用し、高齢者の健康情報の管理を一元化すべきではないか。

0100歳 問題に対応できるような保険証交付の方策はとれないのか6

0平均寿命と健康寿命に 10歳の差があるのは問題。

○混合診療を認めるべきではないか。   他数件
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「新たな高齢者医療制度についての公聴会」での意見交換概要 (近畿ブロック)

意見発表を行うた方 7名

○大阪府池 田市

在住の 70代

男性

0厚生労働省

(山 井政務官 )

○岡山県岡 山市

在住の 50代

男性

●厚生労働省

(吉 岡高齢者医

療課長 )

意見交換の概要

民主党は野党時代、後期高齢者医療制度の廃止法案を提出していたが、政権交代し

たにも関わらず、今も制度が続いていることは公約違反ではないか。なぜ速やかに廃

上 し、老人保健制度に戻さないのか。

新市1度では、高齢者は現役世代と別勘定の国保に加入する。これは、差別医療制度

の温存であり問題。

大阪府では府知事と市町村の首長の合意により、府内統一の国保料にしようとして

いる。この協議により、これまで市町村が独自に行つてきた減免制度をやめたいとい

う思惑があるようだ。新制度も同じく広域化の方向であるが、国保が広域化されると

保険料が一層引き上げられ、医療難民も続出するのではないか。

老人保健制度に戻すには、市町村等のシステム改修に約 2年かかる。また、老人保

健制度に問題があつたために後期高齢者医療制度の議論が出てきたものであり、老人

保健制度に戻しても根本的な解決にはならない。現場の混乱を招かないよう、直接新

たな制度に移行する。

別の保険制度に加入させることが問題であり、別勘定にすることまで駄目なのでは

ないと考えている。単純に市町村国保に戻ると、保険料の格差が 2倍から5倍に拡大

することとなり、かなりの方の保険料も上昇する。制度改正によつて保険料が上昇す

ることについてご理解を頂くのは大変難しい。そのような理由から、別勘定は必要と

なるものであり、これは差別ではなく、区別である。

市町村の財政力に差がある以上、安定的に医療保険制度を運営していくために広域

化を行うのは時代の流れである。

保険料の上昇スピー ドを、高齢者と現役世代で同じにする必要があるが、現役世代

の財布に手を突つ込み続けるのは限界があるため、公費を拡充して欲しい

意識調査では、現行制度の費用負担について、一般の認知度は「知っていた」約 2

9%、 「知らなかった」約 3フ %と いう状況である。制度の可視化が必要ではないか。

医療費の適正化を前進させなければならない。

被用者保険は=切の財政調整を嫌つているわけではなく、現在の拠出金の負担が保

険料の「一部」という程度を超えていることを問題視しているも負担の上限を定める

べきではないか。

高齢者の保険料は高齢者の一人当たり医療費に比例するが、現役からの拠出金は高

齢者の一人当たり医療費の増加、高齢者の人口の増加、現役世代の人口の減少の 3つ

の要素で増える。現役世代の拠出金の増加について、高齢者も含め全ての世代で分担

し、歯止めを設ける必要がある。

高齢者の医療費が増加し続けると、いつかは高齢者の保険料も拠出金も、それ以上

に上げることが困難となる時がくる。将来的には公費の拡充を図つていく仕組みが必

要。

若い世代では、現在の費用負担の仕組みを理解していない人が多かつたことは事実

であり、引き続き周知に努力していく。



○石川県加賀市

在住の 50代

男性

●厚生労働省

(吉岡高齢者医

療課長 )

○ 和歌 山 県 田辺

市在 住 の 70

代男性

●厚生労働省

(吉岡高齢者医

療課長 )

全ての健保組合、共済組合において拠出金の負担が大きいわけではなく、負担能力

に見合つた負担をする仕組みとすることが必要である。また、同時に、新制度への移

行時に、健保組合全体としては、大幅に負担が1曽加しない仕組みとすることも必要。

後期高齢者医療制度は、公平性という意味で評価できるものだった。新たな制度に

おいて、被用者保険に戻ることとなる世帯は一般的に所得が多いと思うが、所得の高

い世帯の被扶養者が保険料を払わず、所得の低い国保では保険料を払うという不公平

をどう考えるのか。

後期高齢者医療制度について批判が本きかつたというが、国民全体で見て本当に批

判が大きかつたのか。

後期高齢者医療制度に移行して 7割程度の方の保険料が下がつたということだが、

制度が廃止されることで、また負担が増える方が多いのではないか。

毎年医療費が伸びていく中で、伸びていく分を誰が負担するのかという点を明らか

にしてほしい。

後期高齢者医療制度においては、高齢者間の保険料の公平を図つたが、その一方で

世代間の公平が損なわれた面がある。また、被用者保険の被扶養者だつた方の保険料

について、9害1軽減を続けている状況であり、高齢者間の公平も既に形骸化 している。

したがって、元に加入していた制度に戻り、世代間の公平を図る仕組みとしたい。ま

た、被用者保険に戻る方は、所得の高い方ばかりではなく、所得の低い方も同程度で

ある。

後期高齢者医療制度は落ち着いたと言われるが、本当に高齢者の方が現行制度を安

心・納得・信頼しているかというと、そうではないというのが意識調査の結果である

と考えている。

今回の中間とりまとめで基本骨格が決まれば、公費や財政調整のあり方について、

具体的な検討・調整を始めることができる。秋から年末にかけて、将来的な財政試算

もお示しし、関係者の納得を得られる結論を目指す。

新たな制度への移行では、後期高齢者医療制度の導入時のような混乱を招かないよ

うに、システム改修や周知に十分な期間を確保して欲しい。

国保は厳しい財政運営を余儀なくされている。改革会議で示された財政試算では、

国保の大幅な負担増になつているが、市町村国保の負担を増やさないで欲 しい。

国民皆保険を堅持するために、高齢者医療制度の見直 しだけを行うのではなく、医

療保険制度全体を一本化し、国民の負担の公平を実現 してほしい。

国保を広域化した後の保険者は都道府県とし、事務の効率性の観点から、窓口業務

や保健事業は市町村が担うこととすべき。

医療保険制度がうまく機能するためには、システムの安定的な運用が不可欠である。

今月からシステム検討会を立ち上げることとしており、市町村や広域連合の代表の方

にも参加して頂き、現場の視点から効率的なシステム改修を検討 していく。

今回の改革は高齢者医療制度の改革であると同時に、国保の改革でもあり、国保の

負担が増えないようにする必要がある。改革会議で既に出した財政試算は、委員から

頂いた前提に沿つて作成したものであり、最終的なものではない。今回の中間とりま

とめで新制度の基本骨格が明らかになるので、その上で財政影響の試算が可能とな
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「~~

○大阪府大阪市

在住の 60代

女性

●厚生労働省

(吉 岡高齢者医

療課長 )

○大阪市大阪府

在住の 50代
男性

0厚生労4動 省

(吉岡高齢者医

療課長 )

4)。

医療保険制度の一元的運用というのは、必ずしも一本化だけではない。究極的には

国民の負担の公平、給付の平等をどう実現するかということになる。今回の改革では

国保の広域化により高齢者間の負担の公平を維持するが、その先には国保の現役世代

も含めた負担の公平を検討していく。一方で、保険者間の助け合いを進めるため、被

用者保険者間では総報酬割を導入することも必要と考えている。

広域化した国保の運営が適切に機能するためには、都道府県と市町村の連携が重要

であり、今後、関係者を交えて具体的な仕組みを検討する。      .

年齢で区分せずに被用者保険・国保に加入する基本的枠組みには賛成だが、65歳

以上別建ての方式や、突き抜け方式は反対である。

公平性と財政の安定を期するために、国保は都道府県単位で運営すべき。ただし、

高齢者の保険料は都道府県単位とし、他の世代と別の保険料とすることとなれば、国

保の中で高齢者を切り離すことになり反対。全年齢統一の基準を設定し、応能負担と

すべきであり、所得が同じであれば現役でも高齢者でも同じ保険料にすべき。

65歳以上の窓口負担は、所得に関わらず 1割にすべき。

単純に市町村国保に戻ると、保険料の市町村格差が広がり、多くの方の保険料が高

くなることになるため、まずは高齢者医療について都道府県単位の財政運営とする。

しか し、最終的には全年齢を対象とした都道府県単位の運営とすることが必要であ

り、そこにできるだけ早く移行するという基本的な考えの下で、具体的な移行のあり

方を今後明らかにしていく。

高齢化等により医療費は伸びていくため、医療の質を確保しつつ、医療費の適正化

を図ることが必要であり、厳格なレセプトチエックや、健康管理等の面で強力な保険

者機能を発揮すべき。同質性が高い保険集団だと保険者機能を発揮 しやすいため、職

域保険・地域保険の 2本立てで皆保険を維持すべき。

新制度では、ほとんどの高齢者が国保に入ることになるが、国保の規模が大きくな

ることで、保険者機能を十分に発揮できるか不安。退職者は現役時代に加入していた

保険に加入し続けることが、保険者機能の発揮の面で有利ではないか。被用者グルー

プ全体で支える仕組みについても検討すべき。

高齢者の保険料の伸びを抑制するために財政安定化基金を使い切った結果、現役世

代が拠出を求められることにならないよう:将来にわたる明確な拠出ルールを法律で

定めるべき。

中間とりまとめ (案 )では、公費の効果的投入を図るとしているが、具体的な公費

の確保方法は明らかになっていない。法案を出すときは財源とセツトで議論を行い、

将来に責任を持てる案にしてほしい。

医療費の効率化には、大きく分けて三つの取組がある。一つは、若い頃からの予防

であり、特定健診・特定保健指導は引き続き取り組んでいく必要がある。二つ目は行

政の取組であり、国や各保険者のみならず、医療提供体制の整備や健康づくりの面で

役割を担つている都道府県において、もう一段の取組を期待している。三つ目は、高

齢者にどうアプローチしていくかであり、後発医薬品の使用促進や医療費通知、重複

受診・頻回受診者への訪問指導等により力を入れていかなければならない。
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退職者は現役時代の制度に加入し続けるという案は、改革会議でも4案の一つとし

て委員から提案があつた。しかし、被用者保険が退職者と国保の両方を支え1る 場合、

被用者保険の負担が大きくなり、被用者保険が退職者だけを支える場合、国保の負担

が大きくなる。

現在の財政安定化基金は、国・都道府県・高齢者の保険料で 1/3ずつ負担 してお

り、新たな制度でも、同様の財源構成が適当と考える。被用者保険に負担のしわ寄せ

が行かない仕組みを明確に定めたい。          .          、

法案を提出する際には財源とセットで議論を行えることが不可欠であり、年末まで

議論を深め、改めて全体の姿をお示ししたい。

○大阪府大阪市

在住の 70代

男性

●厚生労働省

(吉岡高齢者医

療課長 )

制度の安定的な運営が大切と考えるが、高齢化の進展により医療費は増えていくこ

ととなり、これを本当に公費で負担で、きるのか心配。財源の裏付けがほしい。

/AN費 の問題は 2段階で考える必要がめる。一つは、2055年 に向けて高齢化が進ら、

社会保障の負担がますます増えていくこととなるため、先々には公費を追加的に投入

するための財源の裏付けが必要となる。また、平成 25年の新制度スター ト時におい

ても、各保険者の納得を得られるよう、少しでも公費を増やすことが必要であり、そ

のために年末まで政府内での調整を進めていく。
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高齢者医療制度 Iこついての意見交換金

1。  概要

平成 22年 8月 7日 (土)に 開催 された「高齢者医療制度についての意見交換会」では、

参加者の方々に 6グループ (A～
「

)に分かれていただき、新たな高齢者医療制度のあり

方に関する「中間とりまとめ (案 )」 について、活発な意見交換が行われた。

長妻大臣はじめ政務三役 も各グノイ
~プを回 り議論に参加 し、その後、各グループの発表

者の方から、グループごとにまとめたご意見を発表 していただいた。

2.参 tnいただぃた方々の状況

(1)参加者の年齢構成

。64歳以下  64名 (男 性 4 9名 。女性 15名 )

4名 ・女性  1名 )65～ 74歳  5名 (男 性

75歳以上   9名 (男性  4名 ・女性  5名 )

一〓

ロ 78名 (男 性 57名 。女性 21名 )

(2)参加者の職種等の構成

会社員

団体職員

地方公務員

医療関係者

教育関係者

」三ク吊

大学生

その他

1

1

1

7名

6名

4名

9名

6名

1名

0名

5名
一一

Ｆ 78名
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【グループAの議論】

(制度の基本的枠組み)

,賛 成意見として

「年齢で区分せず、地域保険として国保に一本化され、サラリーマンも被用者保険として戻る

のはよい。」「年齢で区分せず、国保か被用者保険に加入する基本的枠組みに賛成。」「市1度 の基本

的枠組みについては、総体的に賛成。特に何歳になってもサラリーマンである高齢者の方は、被

用者保険に加入することに賛成。」

。 その一方で、

「被扶養者から保険料を取らないことは、逆に不公平ではないか。」「応能負担の原則は追求す

べき原輿l。 」「将来的には、市1度間で保険料負担や保険給付の規格を統一 し、一元化していくこと

も検討すべき。」との意見があつた。

(国保の運営のあり方)

。 勘定区分は必要。明確な区分がなければ、若人・被用者保険からの支援はできない

。 これは、「区分」であり、「差別」ではない。

75歳以上ではなく、高齢者の定義から65歳以上を高齢者医療の対象年齢とすべき。

区分を設けるのは過渡期にして、将来的には全年齢で同じ勘定とすべき。

国保の将来像から、今の過渡期をどうするかを考えるべき。

都道府県単位化は、合意ができた地域から順次ではなく、分かりやすさの観点から全国一律にや

るべき。バラバラでは問題が起きないか。

国保の運営に関して、都道府県と市町村が責任 と役割を明確にすべき。広域連合より都道府県が

担 うべき。いずれにせよ、保健事業は身近な市町村が担 うべき。

「地域保険 としての一元的運用」との関係はどうなるのか。

(費用負担)

,財 源論を先送 りすべきではない。年金・医療・介護、社会保障全体の給付をどう賄 うか、消費税

を含めて議論をすべき。

, 「働いて所得を得ると、患者負担が 3害1に なるのは、就労意欲を低下させないか。Jと いう意見が

ある一方で、「高齢者も負担能力がある人は負担すべき」という意見。

ヽ 高齢者の負担の議論が中心となつていて、現役世代の負担の視点が抜けてはいないか。

・ 現役世代及び事業主負担が過重なものにならないよう、持続可能な医療保険制度という観点から

公費負担を拡充すべき。

。 公平性の観点からは、総報酬按分に基づいた仕組みが必要。

・ 高齢者の保険料は天引きを強制せず、今のように選択制とすべき。

。 高齢者の医療費に保険料が運動する仕組みが残 り、結局、保険料が引き上げられないときには給

付抑制ということになるのではないか。

(その他 )

・ 改革の必要性 をしつか り説明すべき。

。 中間とりまとめ案では、高齢者の負担緩和ばかり強調。
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後期高齢者医療制度は施行時に窓口が混乱。新 ヒ/い制度を始めるのは市町村にとつては大変な
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【グループBの議論】

(制度の基本的枠組み)

年齢で区分 した制度に反対。中間とりまとめに賛成。

現行制度は 「後期高齢者」という名称や、看取 り加算が問題であつた。安心 して高齢期を送れる

ような、理解 しやすい制度となるよう希望する。

.新 しい医療制度は、高齢者のためだけではない全世代に関わる制度として、若人を含め、わかり

やすく安心で公平な制度にしていただきたい。

(国保の運営のあり方)

.財 政運営面において市町村単位の現役世代と都道府県単位の高齢者が混在することは極めてわか

りにくい。高齢者のみならず全年齢を対象に、国保の広域化を図つていただきたい。

,共 同運営の理屈は分かるが、市町村は権限だけ取 り上げられることとなる。責任があいまいにな

るのではないか。

,公 平性の観点からは、現役世代からの支援は、総報Ell按分に基づいた仕組みとすべき。

,高 齢化の進展によらて国保財政が再び不安定となつた場合、医療費を税 (公費)と 保険料のどち

らでまかなうのか、ルールを明確にすべき。

・ 財源の面で不安はないのか。将来的な試算を行つた上で、必要であれば消費税等の投入の議論を

行 うべきではないか。

, 現役世代及び事業主負担が過重なものとならないよう、また、継続可能な医療保険制度とい う観

点から、公費負担を拡充すべき。

(費用負担)

。 高齢者 と現役を別保険料にすることには反対。

・ 高齢者をただ優遇するのではなく、負担能力に応 じた必要な負担軽減を行 うべき。

・ 所得に対する保険料負担の公平化が重要。高額所得者に対する上限設定を更に上げる必要がある。

。 世帯主課税は国保の問題点であり、徴収方法として加入者毎の年金天引きが合理的で、収納率も

高い。世帯主以外の年金天引きも可能とすべき。

(保健事業等 )

・ 特定健診・特定保健指導は、将来の医療費適正化の最善の仕組みであり、今後も継続 して積極的

に推進すべき。 しかし、制度改正の動きをみて、医療保険者は消極的になっているようだ。早急に

積極推進、継続する旨、国より明言してほしい。

・ 健康を維持 し医療費の低減に努力した者がメリットを享受できることとするなど、保険者機能を

発揮できる仕組みの導入を検討する必要がある。

・ 保健事業の諸指標を市町村横並びでベンチマークし、日標管理で競わせ、賞罰を与えるといつた

メリハリの効いた保健事業の合理的活性化策が望まれる。

・ 健診や指導の推進には、基準で脅迫せず、目安で気付かせる方法を取る必要がある。受診率によ

る加算・減算の措置には反対。

・ 特定健診等の推進は、加入者の健康増進等のために必要であり、保険者としては積極的に対応す

べきと考えているが、現行の加算・減算制度のようなペナルティーの仕組みは廃止すべき。
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(その他)

。 現,行 11度 の導入時の反省に立ち、国民に対する周知やシステム開発など、十分な準備を行 うZ、要

がある。

・ 高齢者に対する医療サービスにおいて、基本的視点として忘れてはならないのは、
「
生活を支える」

観′点。

・ 生活を重視 tノ た医療の視点では、「地域」がポイン トになるはず。

・ 医療と介護が連携 したサービス提供のあり方を検討すべき。

・ 費用負担について、財政調整や公費負担をどのようにするか理念や基準を明確化することで、公

平性を確保すべき。

支援金の負担が被用者保険には重荷になってお り、現に協会けんぽには、負担金が重過ぎて解散

した保険者がたくさん入つてきているとの指摘があつた。

65歳以上に公費を投入すべきとの意見があつた。

財政安定化基金が尽きたときにどうするのか。その場合の公費の投入ルールについて、今から議

論 しなくていいのかという意見があつた。

お年寄 りに健康になつていただいて、医者にかからなくて済むようにするというのが保健事業の

趣旨であるため、これをしつかり行つていくべき。

保健事業の実行部隊は市町村だが、権限や財布は都道府県が握ることになるが、そのあた りにつ

いて、どのように適正に動機付けして管理 していくのか。

きちんと保健事業を行つている健保組合には、効果が数字上で認められるため、それを評価 した

り、フィー ドバックする仕組みにより、保健事業を強化するべき。

保健事業をしないことによるペナルティや、基準で脅迫するような仕組みは改めた方がよい。

【グルよプ」の議論のとりまとめ】
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【グループCの議論】

(制度の基本的枠組み)

賛成意見 として

後期高齢者医療制度を廃上 し、75歳以上の人も現役世代とFFl様 に「国保」「被用者保険Jに加入

することは賛成。被扶養者の保険料負担がなくなるというメリットも理解できる。新 しい制度で

は、年齢区分されることが解消されるのでよい。

・ その一方で、

制度の基本的枠組みは賛成であるが、年齢による一切の区分は行わないこと。せつかく高齢者

の保険料を世帯単位から個人単位 とした仕組みをなくすのは、将来の介護保険制度との統合を考

えると後退ではないのか。

(国保の運営のあり方)

。 国保は、都道府県が運営主体となるべきである。保険料は応能負担とし、都道府県単位に全年齢

で統一する。

・ 運営は現行の広域連合ではなく、都道府県が担 うべき。ただ、保健サービスや保険料徴収は身近

な市町村が実施し、都道府県は財政の責任を持つべき。

・ 現行制度 と同様、市町村国保の 75歳以上の医療を都道府県単位の財政運営にすることは賛成。だ

だ、これでは今の制度とあまり変わらないので、全年齢まで財政運営を都道府県単位に広げるべき8

すぐにできないなら、段階的な手順を示すべき。

(費用負担)

。 新制度の基本スタンスは、年齢区分をなくすことなので、費用負担は、高齢者も現役世代も負担

能力に応 じたものにすべき。

O高齢者の保険料

。 新しい制度では、現役世代と高齢者世代の保険料負担が明確化されたままで維持される′点がよい。

。 年金からの天引きは、選択制であれば年金の手取金額が減るという事態はなくなる。選択制によ

り保険料の滞納が増えるだろうが、低年金の方々には何らかの優遇措置が必要。

・ 保険料の上限の段階的引き上げについては、一部の高所得者に限るべき。

・ 高齢者の保険料は、医療給付費の1割ではなく、所得等に応じたものにすべき。現行と同様に、

75歳以上の保険料を医療給付費の 1害1と するならば、若い世代にツクを回 し、保険料を増やすこ

とは絶対やめてほしい。

。 現役世代を含む保険料についても上限額を引き上げるべき。

。 世帯主以外の高齢者の保険料納付義務がなくなるが、今後の社会保障市1度 を考えた場合、個人的

にはできるだけ個人単位で給付と負担が明確化されるべき。

○公費負担

・ 現役世代及び事業主負担が過重なものとならないよう、また、継続可能な医療保険制度という観

点から、公費負担を拡充すべき。

公費の拡充は必要であり、政府は具体的な姿勢を早急に示すべき。

公費の投入については、将来的な費用負担を考慮 した全体像を明らかにし、国民にわかりやすい

ようにすべき。
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税,市1改革 と社会保障の一体的改革、納税者番号、国民共通番号制などの整備による負担の透明化、

公平化 といつた点を踏まえた改革が前提 とすべき。

財源論を医療保険の中でのみ展開することは不可能であり、中長期的なシ ミュレーションを適切

に行った上で Z、 要な財源を明確に し、他の財政需要とセ ットに した消費税増税等の議論を行 うべき。

支 えあいの仕組み

・ 保険者間の財政調整の仕組みは必要。

。 被用者保険間の保険料による支援は、負担能力の低い保険者が過重なものにならないようにすべ

き。

・ 1被用者保険間は負担能力に応 じた支え合いにすべき」と記載されているが、公平性の観点から

は、総報酬按分に基づいた仕組みが必要。

・ 健保組合も高齢者医療費に対して相応の負担を行 うことは当然。 しかし、保険料の半分以上を拠

出する組合もあり、負担の限界を超えている実態がある。負担能力に応 じた負担はやむを得ないが、

すべて総報酬害1に してよいか、ある程度バラン不を考えた仕組みにする必要がある。事業主や加入

者は「税金を二重に取られている」と感 じている。

○患者負担

・ 高額医療費については、高額所得者では限度額を引き上げく低所得者では限度額を引き下げる方

向で見直すことに賛成。

・ 高齢者の患者負担も所得等に応 じたものにすべき。

(その他)

。 医療制度改革で最も考慮すべきは、「国民皆保険制度の維持・発展」である。

・ 特定健診等の推進は加入者の健康増進等のために必要であり、保険者としては積極的に対応すべ

きと考えているが、現行の加算・減算制度のようなペナルティーの仕組みは廃止すべき。

・ 75歳以上に着 日した診療報酬体系は廃上されたが、かかりつけ医機能の発揮による無駄な医療

費め削減は必要。また、終末期医療の国民的合意を急ぐべきではないか。

・ 健診・保健指導については、高齢者の多くは医療機関にかかつていることから、現役世代とは別

の方法にすべき。

。 市1度 がよく変わるので、高齢者への普及手段を考えていただきたい。

。 「後期高齢者」 との言葉がまだ使われている。早く削除 してほ しい。

【グループCの議論のとりまとめ】

(高齢者の保険料負担について)

・ 高齢者の保険料負担は、応能負担 とするべき。個人の生活 レベル等を踏 ま

負担する。

支払能力に応 じて

低所得者については特別の配慮が必要。

応能負担を原則 とするため、応益負担は一切やめて、全て応能負担にすべきとい う意見もあつた。

一方で、最低限の応益負担は必要ではないか、とい う意見もあつた。
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(公費の新たな投入について)

。 公費負担は増やすべき。一方で、高額な医療を限定して公費を投入することや、必要に応 じて公

費を増やすべき、という意見もあつた。

。 公費負担を増やすのは、高齢者の医療を支えるだけでなく、若者も含め全ての世代が、将来にわ

たって安心して医療が受けられるような制度を構築することを、その目的とすべき。

・ 財源については、昨今の消費税の議論も踏まえた意見が多く、消費税の一定割合を追加投入すベ

きとの意見もあつたが、逆進性に配慮し、所得税のような応能負担を高めるべきとの意見もあつた。

・ 若い世代からは、自分たちが負担するということについて積極的に考えるべきという意見があつ

た。          ・

・ 公費負担を増やす上で、十分な将来推計を示 し、5年後 10年後の姿を明らかにすべき。

(その他)                          ン  _
・ 給付 と保険料の負担はリンクさせずに考えるべきではないか。
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「
|:

晏グループDの議論】

しまう。

おかしいの

ではないか。

。 国民皆保険制度と低い医療費水準を維持するという観点から、基本的枠組みには賛成。

。 世帯単位 となることでメリットが得られるとあるが、高齢者の単身世帯が増えている中で、それ

ほど多くの方がメリットを享受できるか疑問。

・ 費用負担については数式が複雑で、保険証の種類 t)色々ある点、制度が複雑。もつと分かりやす

い制度とすべき。

。 社会保障のあるべき姿をまず描いてから、少なくとも 10年は変えなくていいような制度とすべき。

。 国保世帯と被用者保険の世帯とで保険料負担が変わるようなことについては、 しつかりと周知・

説明を行わないと混乱が起きる。個人単位から世帯単位への逆戻 りについては、十分な説明を図る

べき。

(国保の運営のあり方)

・ 全年齢での国保の統一は本当に解決策になりえるのか。

介護保険や年金受給対象年齢 と平灰を合わせ、まず 65歳以上からを都道府県とすべきではないか。

国か都道府県か市町村か、どこが責任 を持つのか明確化すべき。特に国の責任 についてはしっか

りと明確にすべき。

都道府県 と市町村の分担 。責任の明確化以上に、国がきちんと責任を持って行 うべき。

国保の中で高齢者 と若人と、 2つの区分があるのは分か りづ らい。             i

保険者機能の発揮 とい う点では、住民に近い基礎 自治体である市町村が頑張るべき。

保険者は身近なところに担ってほ しい。遠い存在には しないでほしい。 
｀

(費用負担)

・ 被用者保険の負担は過重になってお り、一定の歯止めとして公費を拡充すべき。      .
。 今以上に納得できる制度とするためには、誰が負担をするのかをはつきりとさせ、特に公費につ

いては国がしつかりと投入を図るべき。

・ 消費税の引き上げも考えるべき。

・ 将来的には全員が高齢者となるので、現役世代が多少負担増となるのはやむをえないが、現役世

代も子育て等医療以外のところでお金がかかるのだ し、高齢者の方にもある程度負担をしてもらう

べき。

。 高齢者も、応分の負担をする気持ちがある。ただし、人によっては配慮が必要。

・ 公平性という観点からは、全年齢統二の保険料率とすべきではないか。

・ 協会けんぽの負担は重くなってきてお り、公費の拡充を強く望む。総報酎‖害1に は賛成である。

‐ 高齢者も一定割合を負担するとあるが、 1害1負担は維持すべき。

‐ 公平で納得のいく制度という観点から、窓口負担の負担害1合 について、収入による傾斜はつけな
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医療費の伸びと保険料の伸びがリンク lノ ないような、水準が不変なものとヒ/て ほしい

分賦金方式をとることで、市町村により保険料が変わることはないようにしてほしい

保険料負担の水準は年齢にようて変えるべきではない。

負担の問題は、介護等も含めた社会保障全体を議論することが必要。

(医療サービス)

・ 医療にかかる権利をどう守るかが大事。明確な医療あつてこその保険制度。

・ 介護 と医療の療養型病床群のあり方をどうするか。

(保健事業等)

,加 算・減算めようなペナルティを課す制度は行 うべきではない。

,特 定健診については、保険者が費用負担をして市町村が実施する形がよいのではないか。

(その他 )

,高 齢者向けに分かりやすくPRを行つてほしい。

・ メディアの活用も含めて、もつと多くの方に制度を分かりやす く説明する努力が必要。

。 現場にいて、高齢者の負担はこれくらいであるが、若者からもこれくらい負担をしている、とい

うことを具体的な数字で説明すると理解 していただける場合 t)あ つた。

・ システム設計の財源については、しつかりと確保 してほしい。

。 社会保障番号の導入を行うべき。

【グループDの議論のとりまとめ】

(わかりやすい制度を目指すことについて)

・ 保険料負担の基準のわかりやすさが求められている。

。 今の医療保険は制度が分立している点がわかりにくい。

・ 老人保健制度から後期高齢者医療制度に変わり、また新 しい制度に変わる。コロコロ制度が変わ

るのはわかりづらくてよくないのではないか。

。 後期高齢者医療制度の実施に当たり批半」があつたのは、広報・周知の問題。例えば、どのように

保険料が変わるのか、説明が足りなかつた。制度変更に伴 う保険料の変動などについて、事前に具

体的な周知が必、要。

(費用負担)

・ 保険料については年齢に関係無く同じ基準で負担すべきではないか。

: 国保、協会けんぽは限界に来ている中で、保険料の伸びを抑える仕組みが必要。そのために公費

を増や していくべき。

(その他 )

。 国保の赤字は大きいので、一元化すべきではないか。

・ 高齢者の医療をどのように確保 していくのかということをより重点的に議論すべきではないか。
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【グループEの議論I

(制度の基本的枠組み )

。 年齢によるた男]を 解消し、加入先を国保 と被用者保険にしようとしていることには賛成。

・ 医療保険制度の全lrl単位の一元化を目指す。

・ 新制度への移行の前提として、市町村国保が抱えている構造的課題を解消することが必要。

(国保の運営のあり方)

。 格差やバランスなどを配慮し、運営は都道府県単位 としてもらいたい。

・ 将来の保険者一本化に向けての暫定的制度として、後期高齢者医療広域連合を、そのまま国保の

保険者 としてはどうか。

・ 都道府県単位の運営主体は、市町村広域連合が担 うことが適当。

(費用負担)

・ 医療費の負担方式は、収納や捕捉が難 しい保険料よりも、間接税の増率による部分を多くするこ

とが、自営業者や会社員等の間で公平になるのではないか。

・ 現役世代及び事業主負担が過重なものとならないよう、また、継続可能な医療保険制度とい う観

点から、公費負担を拡充すべき。必要な恒久財源を確保すること。

。 被用者保険の被扶養者に保険料負担がなくなることは、同じ高齢者間で不公平感を生むとともに、

高齢者であつても個人単位で所得に見合つた保険料も負担 し、医療保険制度を支え合おうとする方

向にも逆行する面がある。

高齢者の負担が増加しないように配慮すること。またt無医地区や健康づくりの取組などから医

療費が低い地域には不公平が生じないようにしてほしい。

被用者保険間は負担能力に応 じた支え合いにすべきであり、公平性の観′点から、総報酎‖按分に基

づいた仕組みが必要。

,保 険者は、全て赤字運営の状態であり、とりわけ健保組合の経常収支は、財政調整の影響が大き

く過重な負担となっていることを認識 してもらいたい。

・ 現役世代が保険料 (税)に よつて医療給付に要する費用を負担することになるが、負担を重くし

ていくことは世代間の公平性という観点から見てどうか。

・ 現役世代と高齢世代との公平な費用負担が肝要。社会保険制度の基盤である保険料拠出の公平性

を高める正確な所得捕捉に関する制度横断的な検討が必要。

(保健事業等 )

・ 医療費の抑制には保険者機能をどのように発揮するかがポイント。

・ 特定健診等の推進は加入者の健康増進等のために必要であり、保険者としては積極的に対応す●

きと考えているが、現行の力「算・減算制度のようなペナルティの仕組みは廃止すべき。

・ 保健事業については、努力義務ではなく実施義務として明確化し、各年度実績目標を掲げて強力

に推進す る必要がある。

・ □保の保健事・4_に ついては、市 lえ町村によつては保健事業を行 う人・資金・体制がない ところが

あるため、都道府県などが広域で行 うべきではないか。

・ 日本だけ、先進国 で予防医学が発i菫 していない、根拠のない医療が延々くりひろげられている。
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(そ の他 )

。 将来の医療費負担がどのようになるのか見えず、保険者・高齢者 とも不安。長期的な人口動勢、

医療費の見通し及び医療費負担の試算を出して議論すべき。

・ 後期高齢者医療制度の早期撤廃を求めてきたが、制度が日まぐるしく変わることについては、不

安や不信、生活設計が立てられない悩み等が付いてくるので、慎重に審議の上t持続可能な制度と

なることを強 く要望する。

・ 医療保険制度を短期間で変更することには反対する。

【グループEの議論のとりまとめ】

(費用負担)

。 医療費が増大する中で公費負担を増やしていくべきo

・ 公費負担にも限界があるから公費だけに頼るのはいかがか。

・ 過度な引き上げはよくないが、応分の負担は高齢者の方もしていくべき。被用者保険の被扶養者

の方の保険料が0になるという点について、疑間の声があつた。

(保健事業等)

・ 医療費が増大していく中で、適正化をしつかりやつていくべき。

・ 保健事業の実施主体については、保険者としてやつていく事業なのかt自 治体としてやつていく

事業なのか役害」分担をしながら、きち?と 連携していくべき。

・ 特定健診の実施に係るインセンティブを設けることについて、ペナルティは止めて欲しいとの意

見もあつた。

(その他 )

。 これらの議論の前提として、全体の規模を見ることで将来に向けて安心のできる制度、持続可能

な制度にするにあたちては、将来推計をきちんとしていく必要がある。

・ 運営主体について、広域化するという意見として国でするべき、広域連合でするべきというもの

があつた。
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【グループFの議論】

(制度の基本的枠組み )

・ 1子来的に全年齢の広域化を見据えるのなら、運営主体は、広域連合よりもリーダーシップを発揮

できる都道府県にすべき。

・ 市町村 と都道府県の役割分担を明確に してい くべき。

・ 市町村 と都道府県の役割を考える場合には、どの保険者がどのような機能を持つかにっいても併

せて考えるべき。

・ 都道府県については、医療計画 と医療提供体制で中心的な役割を果た しているが、新 しい制度の

もとで市町村 と都道府県がどういつた共同F_-5係 を築いてい くか議論すべき。

・ これまでに保険運営のノウハウを持たない都道府県に運営を担わせることは、運営側にとつても、

被保険者側にとつても何からの支障が出るのではないか。

(費用負担 )

。 医療費は伸びていくものであるが、その財源をどう確保 tノ ていくかが大きな課題。

・ 新制度に期待 されるのは、持続可能性であり、公費の思い切つた投入が必要。

・ 公費の投入に当たつて、所得再分配機能を強めるべき。

。 「被用者保険間は負担能力に応 じた支え合いにすべき」と記載されているが、公平性の観点から

は、総報酬按分に基づいた仕組みが必要。

・ 被用者保険の方からは、高齢者の医療費に投入されている支援金・拠出金の費用には限界に来て

いる。

・ 公費が大事だとの考えも分かるが、支え合いの仕組みという考え方を前提として負担をしていく

べき。

。 どこまで負担が可能かということについて議論 して合意形成 していかなければならず、そのため

には医療の効率化も併行して進める必要。

。 また、医療に多くの財源を投じすぎると、子育て支援等に回つてこない可能性もあるので、給付

の適正化、効率化の検討を引き続き行つて欲 しい。

十分に議論を して理解を求めれば、保険料の引き上げという可能性 t)あ るのではないか

高齢者 も応能負担を高齢者 も引き受ける用意がある。

高齢者の方もより高い水準で応能負担 していくべき。

保険料の年金か らの天弓|き を選択制にすることで、 滞糸内が増えることが′Lヽ 西己。

世帯主を保険料納付義務者 としているが、高齢者 と現役世代の財政運営を分けるのであれば、保

険料 も別々に賦課すべきではないか。

(その他 )

・ 議論を通じて信頼に至る市1度 を構築 してもらい、高齢者に安らぎと安心を頂きたいとの言見があ

った。

お役所言葉や専門用語でなく、わか りやすい言葉で説明をしていくべき。

意識調査等の結果を踏まえて議論 ヒノていくべきo

健康診査の受診率の低下も問題 とされ ているが、健康管理は個人の責任であること
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。 自分の健康は自分で守るのが基本。

・ 狭い範囲での助け合いの仕組みである「鉢植え」からより広い範囲での助け合いの仕組みである

「寄せ植え」の仕組みを模索していかなければならない。

・ 説明、周知といつた広報は丁寧にやっていただきたい。市」度への信頼は、身近なところで生じて

くる。窓口負担の説明がわかりやすい、理解できるといつたことが重要。

。 今回の改革は未来志向であつて欲 しい。将来像を示 してもらいたい。

【グループFの議論のとりまとめ】

・ 運営主体については、市町村と都道府県の役害1分担を明確にしていくべき。

・ 市町村と都道府県の役割を考える場合には、どあ保険者がどのような機能を持つか (保険者機能)

についても併せて考えるべき。

。 その際には、都道府県は、医療計画と医療提供体制で中心的な役割を果たしていることも考慮す

べき。

・ 費用負担については、保険料や支援金の伸びを抑制するため公費を拡充すべきであるが、助け合

いの制度であることが基本であることにも留意すべき。

。 応能負担を高齢者も引き受ける用意があるとの高齢者の方からの意見もあつた。

。 「高齢者に安らぎと安心を頂きたぃ」との意見があつた。

・ 狭い範囲での助け合いの仕組みである「鉢植えJか らより広い範囲での助け合いの仕組みである

「寄せ植え」の仕組みを模索していかなければならない。

・ 説明、周知 といった広報は丁寧にやつていただきたい。柿」度介の信頼は、身近なところで生 じて

くる。窓 口負担の説明がわかりやすい、理解できるといつたことが市1度 の信頼にとつても重要。

。 今回の改革は未来志向で、将来像を示す必要がある。
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「高齢者のための新たな医療制度等について

(中間とりまとめ)(案〉Jに関する意見書

新たな高齢者医療制度については、全国知事会としても、後期高齢者医療

制度改革プロジェクトチームを中心に、高齢者医療制度改革会議 (以下「改

革会議Jと い う。)の議論に合わせ検討を重ね、 7月 23日 の改革会議に中

間取りまとめを提出したところである。以下、その内容及びこれまでの改革

会議の議論を踏まえ、委員としての意見を申し述べる。

1 はじめに

今回の国の中間とりまとめ (案)は、全国知事会が求めた医療費等の将来

推計は示されず、本来、大きな論点である制度の持続可能性や国の財政責任

の議論もなされないまま(後期高齢者医療制度の廃止と平成 25年度の新た

な高齢者医療制度の開始を前提にまとめられたものである。また、今後増大

する高齢者の医療費を賄う財源をどうするのか、対象年齢は何歳以上とする

のかといつた制度構築の根幹に関わる部分の大半が「引き続き検討」として

先送りにされている。十分な議論が行われたとは言えず、拙速と言わざるを

得ない。この点は、マスコミもこぞつて指摘している。

また、この中間とりまとめ (案)では、国民皆保険の最後の砦である国保

全体のあり方に大きく踏み込んでいる。しかし、約 3, 700億 円 (平成

20年度)も の巨額の法定外繰入金を投入してかろうじて支えられている国

保が抱える構造的な財政問題は、単に広域化すれば解決するという問題で,ま

なく、抜本的な解決策を慎重に検討 していかなければならない課題である。

その議論を抜きにして、高齢者医療制度のあり方の議論を使命 とする改革会

議で、短期間で国保全体の運営のあり方までまとめようとするのは問題であ

る。

さらに、中間とりまとめ (案)で示された新たな制度では、高齢者間の負

担の公平性等で現行制度から後退した点が見られるほか、批判を受けた 75

歳以上を対象として区分したままの制度、また、共同運営方式という複雑で

分かりにくい制度となる可能性が高いなどt様々な問題がある。このため、

新たな制度が現行市J度 と比較してより良いものとなるのかを、前提とされた

6原則の妥当性も含めて、丁寧に検証する必要がある。

こうした認識の下、以下、中間とりまとめ (案 )の具体的な記述に関し、

主な問題を指摘 しつつ意見を述べる。



2 現行制度の問題点等について

「Ⅱ 現行制度の問題点等Jでは、現行制度において負担の明確化、財

政運営の安定化及び保険料負担の公平化が図られたことについて「一定の

利点があつたと評価できるJと されているが、これらは現行制度の設計に

おいて目標とされたことであり、当初の狙いどおりの効果を上げていると

いう積極的な評価をした上で、新たな制度においても、これらの利点が維

持された制度設計とすべきである。

また、 6原則では、「後期高齢者医療制度の年齢で区分するというFH5題

を解消する制度とする」としているが、高齢者の保険料負担等の扱いを他

の世代と異なるものとするためには、何らかの手法による年齢区分が不可

欠であり、その整合性をどのように図りもつ、高齢者を対象 とした医療保

険制度を構築するかが課題となる。

さらに、現行制度の運営主体を市町村が共同で設立した広域連合 (以下

「市町村広域連合」という。)と したことについて 「様々な問題点が指摘

されている。」としているが、後で述べるように、いずれも本質的な問題

点ではないと考える。

3 制度の基本的枠組みについて

「Ⅲ l.制度の基本的枠組み」においては、高齢者も現役世代と同じ

制度、すなわち国保・被用者保険に力日入することにより保険料でのメリシ

トが生じることの記述があるが、例えば、「被用者保険の被扶養者の保険

料負担がなくなること」は、被用者保険の被扶養者の保険料分を他に転嫁

することとなり、その財源負担の問題が残る。この点では、高齢者間にお

ける公平の観点からはt応能負担の原則に基づく検討も必要ではないかと

考える。

4 国保の運営のあり方について

「Ⅲ-2.国保の運営のあり方」においては、全年齢を対象とした国保

の広域化についてまとめられているが、市町村国保は、所得が低い被保険

者が多く、平均年齢が高いために一人当たり医療費が高額なことなどによ

り多額の法定外繰入を強いられている。また、一人当たりの保険料につい

ても市田「村間の格差が大きい。このような国保の特殊性を踏まえての制度

全体の議論がこれまでの改革会議においてなされないまま、今回、都道府

県単位化を図るとされることは大きな問題である。



国保全体をどうするかという課題は、保険財政面を始めとする国保の構

造的な問題について、抜本的な解決を図る視点から検討されなくてはなら

ず、高齢者医療制度に関する検討のスケジュールに合わせた短期間の議論

で結論が出せるものではない。ヒ/た がって、全年齢を対象とした国保の都

道府県単位化に係る記述は削除すべきである。

加えて、国保の運営のあり方については、次のとおり個々の問題がある。

(1)財政運営単位について

高齢者のための新たな医療制度の対象午齢を65歳以上にするのか、

75歳以上にするのか「引き続き検討する」となっているが、対象年齢

を何歳とするかは、高齢者医療制度として財源とその負担をどうするの

かという制度の根幹に関わる問題であり、それを抜きにした中間とりま

とめは考えられない。それゆえ、対象年齢について、医療費等の将来推

計に基づく財政試算等を行うた上で、早急に明示すべきである。

(2)運営の仕組みについて

今回示された都道府県単位の運営主体と市町村による共同運営方式

の具体的内容は、必ず しも明らかではないが、つまるところ都道府県単

位の運営主体が最終的な財政運営責任を負 うということになるのでは

ないかと推察される。制度設計を担 う国の責任が、極めて曖昧である。

本来、最終的な財政責任は国が負 うべきものである。

また、市田「村ごとに保険料率を決定できることになっているが、都道

府県内均一の保険料 とした現行制度からの変更は、負担の公平性の観点

から問題が残るとともに、実際にも大きな混乱を生じる懸念がある。

現行制度において、市町村広域連合は、市田]^村 からの派遣職員が中心

となつて運営を行い、構成団体である市町村は、保険料徴‐収等の窓口業

務を行 うなど、これまでも両者が緊密な連携を図りながら、被保険者の

声、現場の声に耳を傾け、規約や広域計画に定められた役害J分担に基づ

き、被保険者に対する責任を果たしてきた。こうした被保険者管理や保

険料徴収等の円滑な事務処理等、従来のノウハウとシステムを生かせる

ことから、市町村広域連合が、新たな制度においても保険運営主体とな

ることが適当であるとするのが、全国知事会の多数意見である。その場

合の都道府県の役割 として、市町村広域連合が円滑に保険運営できるよ

う、人的支援や効果的な保健指導に関する助言、安定的で円滑な保険財

政の運営のための新たな基金の設置等により、市町村広域連合への支援

を強化していくことが考えられる。



(3)運営主体について

現行制度の運営主体である市町村広域連合について、否定する立場か

らの問題点が指摘されている。しかし、住民の認知度については、時間

の経過とともに上がっている。また、組織としてのノウハウの承継につ

いては、
1職

員の派遣サイクルの調整などにより解決でき、む しろ、市町

村派遣職員により運営することは、市田「村広域連合と市町村の密接な連

携が可能になるというメリットがあるなど、他の問題も含め、いずれも

本質的な問題点とは考えられない。

費用負担について

「Ⅲ-3.費用負担」では、「高齢者の医療費を国民全体で公平に分担す

る仕組みを設けることが不可欠である。」としている。しかし、財源を誰

がどのように負担するのか、負担可能な水準はどのくらいか、あるいは新

たな財源の必要性はどうかといつた問題については、医療費等め将来推計

があって初めて本質的な議論に入ることができるものであり(将来推計に

基づく議論がないままに中間とりまとめを行おうとするのは、手順 として

逆であり、大きな問題である。

また、高齢者の医療給付費を現役世代の保険料で支えることの必要性が

記述されているが、健保組合の約 9割が赤字であり、解散する健保組合も

相次いでいるなど、現役の負担能力にも限界があり、今後、現役世代へ過

重な負担を求めることは困難であると見込まれることから、持続可能な制

度とするためには、恒久的な財源確保が不可欠である。これは、税制の抜

本的な改正にまで及ぶ話であり、この点についての国の方針を明らかにす

ることが必要である。

さらに、財政安定化基金を活用して高齢者の保険料の伸びを抑制する仕

組みを設けることとしているが、本来、基金は、不測の事態が生じた場合

に臨時的に活用すべきものであり、保険料を抑制するため、安易に基金の

や り繰 りで対応するような制度設計は適切ではない。将来の保険料の伸び

を予見した、なおかつ、高齢者が負担可能な財政フレームを設計すべきで

ある。

6 今後の検討等の進め方について

「Ⅳ 今後の検討等の進め方」では、「引き続き検討することとした事

項については、更に議論を深め、年末までに結論を得る。」と.し ているが、

「引き続き検討Jと された事項は、十分に時間をかけて議論を尽 くしてい



かなければならない重要なものばかりである。しかし、医療費等の将来推

計が示されるのは今秋とされており、今後、年末までの短期間で十分な議

論ができるとは考えられない。

中間とりまとめ (案)の内容では、国民に分かりにくい複雑な制度への

変更となり、再び大きな混乱が生じることが懸念される。また、多大な費

用とマンパワーをかけるに値する内容となりうるか疑問なしとしない。

マスコミの論調を見ても、別紙のとおり、いずれも批判的・懐疑的であ

る。

改革会議では、6原則を前提として議論を進めてきたが、中間とりまと

め (案)では、以上述べたように様々な問題があり、新たな制度が今より

本当に良いものになるのか疑間である。また、国保全体のあり方にまで大

きく踏み込んでいる点も大きな問題である。したがつて、今後の検討に当

たっては、6原則の妥当性についても検証しながら議論を進めていく必要

がある。

団塊の世代の高齢化に伴い、高齢者の医療費が、今後、急激に増大する

と見込まれる中、国は、将来にわたり持続可能で安定的な制度を構築し、

国民に対する責任をきちんと果たすためにも、医療費等の将来推計を示し

た上で、さらに時間をかけて十分な議論を尽くし、その結果を国民的議論

に付すという丁寧な検討手続きをとる必要があることを重ねて申し上げ

る。

平 成 22年 8月 11日

愛知県知事 神田 真秋



別  紙

第 8回高齢者医療制度改革会議後のマスコミの論調

<日 本経済新聞>
○ 高齢者医療の持続性をどう高めるのか、基本の考え方はみえない。

(H22.7.24)

<読売新聞>
○ 今は無用の混乱を避けて、現行制度を適切に検証 口評価し、議論を積

み重ねるべき時だろう。 (H22.7.24)

o 消費税の議論をきっちり詰め、公費の投入をどこまで拡大できるか十

分に検討しつつ、制度を練る必要がある。(H22.7.24)      .

<朝 日新聞>
○ 高齢者医療の財源を今後、いかに確保し制度の安定化を図るかについ

て、政府の方針や覚悟すら示されていないままである。これでは、いく

ら新制度を描いてみても、その持続可能性には疑間がつきまとう。

(H22.7.26)

<東京新聞>
○ 拙速では再び混乱を招く。 (H22.7.26)

○ 肝心な点が抜け、改革案とはいえない。初めに廃止ありきではなく十

分に練つたうえで示すべきだ。 (H22.7.26)



意見書の内容 (抄 )

1 はじめに

この中間とりまとめ (案)では、国民皆保険の最後の砦である

国保全体のあり方に大きく踏み込んでいる。 しかし、約 3,700億

円 (平成 20年度)も の巨額の法定外繰入金を投入 してかろうじて

支えられている国保が抱える構造的な財政問題は、単に広域化す

れば解決するとい う問題ではなく、抜本的な解決策を慎重に検討

していかなければならない課題である。 この議論を抜きにして、

高齢者医療制度のあ り方の議論を使命 とする改革会議で、短期間

で国保全体の運営のあ り方までまとめようとするのは問題であ

る。

「神田委員意見書」に対する厚生労働省の考え方

高齢者医療制度改革会議については、後期高齢者医療制度廃止後

の新たな制度のあり方のみならず、大臣が示 した 6原則において「
T打

町村国保の広域化につながる見直 しを行 う」ことを掲げ、す∫詢
‐
1寸 コ

保の広域化についての議論もお願い しているところである。 また、

改革会議の議論では、新たな制度においては、約 8割の高齢者は国

保に力日入する方向になっていることから、受け皿 となる国保のあり

方についても、改革会議において、高齢者医療制度の見直 しと一体

として議論 していただくことが不可欠である。

そ して、改革会議においては、保険財政の安定化 と保険料負担の

公平化等の観点から、将来的には全年齢を対象 とした国保の者5道府

県単位化を実現すべきという意見が大勢である。

しかしなが ら、その実現に向けては、御指摘のような課題を念項

に置いたより具体的な検討が必要であり(改革会議の議論 と併行 し

て、都道府県、市町村、広域連合 との間で精力的に実務的な検討を

行つていきたい。

‐―
一

厚生労働省の考え方



2 現行制度の問題点等について

現行制度において負担の明確化、財政運営の安定化及び保険料

負担の公平化が図られたことについて 「一定の利点があつたと評

価できる」 とされているが、これ らは現行制度の設計において目

標 とされたことであり、当初の狙いどお りの効果を上げていると

い う積極的な評価をした上で、新たな制度においても、これ らの

利′像が維持 された制度設計 とすべきである。

6原則では、「後期高齢者医療制度の年齢で区分するとい う問題

を解消する制度 とする」 としているが、高齢者の保険料負担等の

扱いを他の世代 と異なるものとするためには、何 らかの手法によ

る年齢区分が不可欠であり、その整合性をどのように図 りつつ、

高齢者を対象 とした医療保険制度を構築するかが課題 となる。

3 制度の基本的枠組みについて

「被用者保険の被扶養者の保険料負担がなくなること」は、被

用者保険の被扶養者の保険料分を他に転嫁することとなり、その

財源負担の問題が残る。この′点では、高齢者間におけう公平の観

点からは、応能負担の原則に基づく検討も必要ではないかと考え

る。

これまでの改革会議における議論でも、新制度 は、現行の後期高

齢者医療制度の問題点を改めるとともに、利点は残すべきとの意見

が大勢であり、少なくとも 75歳以上については、負担害1合 の明確

化、国保において都道府県単位の財政運営を維持 して保険財政の安

定化 と保険料負担の公平化を図ることを「中間とりまとめ」 (案)に

おいても明記 している。

6原則の 「後期高齢者医療制度の年齢で区分す るとい う問題を解

消する制度 とする」 とい うのは、加入する制度を年齢で区分するこ

とをやめ、年齢による差別的な扱いを解消するとい うものである。

一方、国保の財政運営の安定化を図 り、高齢者の保険料負担の格差

の拡大等を生じさせないようにするためには、財政運営上の区分を

設けることが必要であり、「中間とりまとめ」 (案)においてもその

旨明記している。

後期高齢者医療制度では、75歳以上についてのみ、これまで扶養

されていた方か らも保険料を徴収 したことが逆に不公平 との指摘 も

あ り、当初保険料は徴収せず、その後現在に至るまで 9害1軽減を継

続 しているところ。改革会議における議論では、年齢で区分するこ

となく、サラリーマンである高齢者及び被扶養者は被用者保険に加

入 し、被用者保険の保険料算定方式で保険料を徴収すべきとい う意

見が大勢である。なお、被扶養者か ら保険料を徴収 しないことは、

被用者保険者の負担増要因となるものである。



4 国保の運営のあり方について

市|‖丁村匡1保は、所得が低い被保険者が多く、平均年齢が高

いために一人当たり医療費が高額なことなどにより多額の

法定外繰入を強いられている。また、一人当たりの保険料に

ついても市町村間の格差が大きい。このような国保の特殊性

を踏まえての制度全体の議論がこれまでの改革会議におい

てなされないまま、今回、都道府県単位化を図るとされるこ

とは大きな問題である。

匡1保全体をどうするかという課題は、保険財政面を始めと

する国保の構造的な問題について、抜本的な解決を図る視点

から検討されなくてはならず、高齢者医療制度に関する検討

のスケジュールに合わせた短期間の議論で結論が出せるも

のではなしヽ。したがって、全年齢を対象とした国保の都道府

県Ц
`.位

化に係る記述は削除すべきである。

(1)財政運営単位について

高齢者のための新たな医療制度の対象年齢を65歳以上にする

のか、 75歳以上にするのか 「引き続き検討する」となつている

が、対象年齢を何歳とするかは、高齢者医療制度として財源とそ

の負担をどうするのかという制度の根幹に関わう問題であり、そ

れを抜きにした中間とりまとめは考えられない。それゆえ、対象

年齢について、医療費等の将来推計に基づく財政試算等を行った

上で、早急に明示すべきである。

改革会議においては、将来的には全年齢を対象とした国保の者る道

府県単位化を実現すべきという意見が大勢である。

しかしながら、その実現に向けては、御指摘のような課題を念頭

に置いたより具体的な検討が必要であり、改革会議の議論と併行し

て、都道府県、市町村、広域連合との間で精力的に実務的な検討を

行つていきたい。

財政試算については、「中間とりまとめ」において明らかになる新

制度の基本的枠組みを踏まえて示す旨、「中間 とりまとめ」 (案 )に

明記 している (別紙参照 )。 他方、都道府県単位の財政運営を 65歳

以上にするか 75歳以上にするかについては、個々の高齢者の保険料

に与える影響や個々の保険者に与える財政影響の観点か ら検討する

必要がある旨、「中間とりまとめ」 (案)に明記 してお り、今後、こ

うした観点から検討することとしている。



(2)運営の仕組みについて

今回示された都道府県単位の運営主体 と市町村による共同運営

方式の具体的内容は、必ず しも明 らかではないが、つまるところ

都道府県単位の運営主体が最終的な財政運営責任を負 うとい うこ

とになるのではないかと推察 される。制度設計を担 う国の責任が、

極めて曖味である。本来、最終的な財政責任は国が負 うべきもの

である。

また、市町村ごとに保険料率を決定できることになつているが、

都道府県内均一の保険料 とした現行制度からの変更は、負担の公

平性の観点から問題が残 るとともに、実際にも大きな混乱を生 じ

る懸念がある。

(3)運営の仕組みについて

現行制度の運営主体である市町村広域連合について、否定する

立場からの問題点が指摘されている。しかし、住民の認知度につ

いては、時間の経過とともに上がっている。また、組織としての

ノウハウの承継については、職員の派遣サイクルの調整などによ

り解決でき、むしろ、市町村派遣職員により運営することは、市

町村広域連合と市町村の密接な連携が可能になるというメリット

があるなど、他の問題も含め、いずれも本質的な問題点とは考え

られない。                ‐

医療保険制度は、国、

任に応 じて、財政責任・

を踏まえ、「中間 とりま

任を十分に果た していく

都道府県、市町村が、それぞれの役害1と 責

運営責任を負 うべきものであるが、御指摘

とめ」 (案)では、国が引き続き財政上の責

旨、明記 したところである。

収納率の向上が大きな課題 とならている市町村国保の現役世代

も含めた広域化の実現も視野に入れ、都道府県単位の保険料 とい う

考え方は維持 しつつく保険料の収納対策に市町村が積極的に取 り組

むことを促す仕組みに改めることが必要である。このため、標準 (基

準)保険料率の設定 と、市町村による収納状況等を勘案 した保険料

率の設定とい う仕組みを提案 したところであ り、標準 (基準)保険

料率の具体的な設定方法等については、引き続 き、検討することと

している。

改革会議においては、複数の委員か ら「中間とりまとめ」 (案 )に

あるような広域連合の問題点が提起 されてお り、これを本質的な問

題点ではないとの主張は、改革会議の議論の大勢 と異なるものと考

えている。



5 費用負担について

財源を誰がどのように負担するのか、負担可能な水準はどのく

らいか、あるいは新たな財源の必要性はどうかといつた問題につ

いては、医療費等の将来推計があつて初めて本質的な議論に入る

ことができるものであり、将来推計に基づく議論がないままに中

1嗣 とりまとめを行お うとするのは、手順 として逆であり、大きな

l ll題 である。

また、高齢者の医療給付費を現役世代の保険料で支えることの

必要性が記述されているが、健保組合の約 9害Jが赤字であり、解

散する健保組合も相次いでいるなど、現役の負担能力にも限界が

あり、今後、現役世代へ過重な負担を求めることは困難であると

見込まれることから、持続可能な制度 とするためには、恒久的な

財源確保が不可欠である。これは、税制の抜本的な改正にまで及

ぶ話であり、この点についての国の方針を明らかにすることが必

要である。

財政安定化基金を活用して高齢者の保険料の伸びを抑制する仕

組みを設けることとしているが、本来、基金は、不測の事態が生

じた場合に臨時的に活用すべきものであり、保険料を抑制するた

め、安易に基金のやり繰りで対応するような制度設計は適切では

ない。将来の保険料の伸びを予見した、なおかつ、高齢者が負担

可能な財政フレームを設計すべきである。

財政試算 (医療費等の将来推計を含む)については、「中間とりま

とめ」において明 らかになる新制度の基本的枠組みを踏まえて示す

旨、「中‖]と りまとめ」 (案 )|こ 明言己している。

新たな制度においても、引き続き、国 と地方がそれぞれの役割に

応 じて、財政上の責任を十分に果た していくことが重要であ り、公

費については、高齢者や現役世代の保険料負担の増加を抑制するた

めに、効果的な投入を図 りつつ、充実させていくことが必要である。

こうした観点に立って、「中間 とりまとめ」 (案 )においては、今後

の高齢化の進行等に応 じた公費の投入のあり方について引き続き検

討
・
することを明記 している。

「中間とりまとめ」(案)においては、高齢者人口の増カロと現役世

代人口の減少に伴う現役世代の保険料の増加分を、高齢者と現役世

代とで公平に分担する仕組みを設けることとしており、これによ

り、高齢者と現役世代の 1人 当たり医療費の伸びが同じであれば、

高齢者と現役世代の保険料の伸びはほぼ均衡することとなる。

また、従来は、1人当たり医療費のイlJび は高齢者のほうが現役世

代を上回る傾向にあつたが、近年は常にそのような状況にはない。

しかしながら、仮に高齢者の 1人当たり医療費の伸びが国保の現役

世代の 1人 当たり医療費の伸びを上回り、高齢者の保険料の伸びが

国保の現役世代の保険料の伸びを上回る場合には、財政安定化基金



を活用 して高齢者の保険料の伸びを抑制す ることができる仕組み

を設けることとしているものであり、財政安定化基金の規模、負担

割合、活用方法等、より具体的な制度設計については、引き続 き検

討することとしている。



(別紙 )

財政影響試算 (新制度への移行時及び将来推計)の実施手順について

中間とりまとめ
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項目別の

議論

財政調整の具体的な方法

①後期高齢者医療制度の方法
ol前期財政調整の方法
orその組み合わせ

②被用者保険者間を総報酬割
とするかどうか

等

公費の投入方法
①75歳以上の給付費

辟[I揚]1事
市時本寸

〕

②財政安定化基金の規
模・財源

保険料
①75歳以上は給付
費の1割相当

②65γ 74歳の保険
料の取扱い

③軽減措置の取扱い
等

医療費効

率化の取

組の効果
の反映

高齢者の加入関係 :サラリーマン及び被扶養者は被用者保険に、

その他の高齢者は国保に加入

窓 口負担割合
○特に70～ 74歳
の取扱い

(現在、国費で毎
年度2000億円を
措置)

財政影響試算の実施

※項目別の議論の状況を踏まえ、一定の条件を設定した上で試算

秋に提示



平成18年制度改正時の見通し

国民医療費、医療給付費、老人医療費の将来見通し
(医療制度改革ベニス、平成18年 1月 )

年  度

平 成 18

予算ベース

(2006)

平成 27

(2015)

平成37

(2025)

改 :直後

国民医療費 (兆円) 33.0 44 56

老人医療費(兆 円) 10.8 16 25

医療給付費 (兆円) 27.5
「
′

０
０ 48

改革 実施前

国民医療費 (兆円) 34.0 47 65

老人医療費 (兆 円) 11.1 18 30

医療給付費 (兆円 ) 28.5 40 56

(注)平成18年度の老人医療費は74歳以上の高齢者が対象、平成27年度、平成37年度は75歳以上が対象。




